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第 20 回科学委員会会合報告書 
2015 年 9 月 5 日 

韓国、仁川 
 

議題項目 1. 開会 

1. 独立議長のアナラ博士が会合参加者を歓迎し、会合を開会した。 

2. 参加者リストは別添 1 のとおりである。 

 

議題項目 2. 拡大科学委員会による決定事項の承認 

3. 科学委員会は、別添 2 に示した第 20 回科学委員会に付属する拡大科学委

員会による勧告の全てを承認した。 

 

議題項目 3. その他の事項 

4. その他の事項に関する議論はなかった。 

 

議題項目 4. 会合報告書の採択 

5. 科学委員会の報告書が採択された。 

 

議題項目 5. 閉会 

6. 次回の科学委員会会合について、2016 年 9 月 11 日に成田市（日本）で開

催することが提案された。 

7. 会合は、2015 年 9 月 5 日午後 5 時 58 分に閉会した。 

  



 

別添リスト 

 

別添 

1. 参加者リスト 

2. 第 20 回科学委員会に付属する拡大科学委員会報告書 
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第 20 回科学委員会に付属する拡大科学委員会 
2015 年 9 月 1－5 日 

韓国、仁川 
 

議題項目 1. 開会 

1.1 参加者の紹介 

1. 拡大科学委員会（ESC）の議長、ジョン・アナラ博士が参加者を歓迎

し、開会を宣言した。 

2. 各代表団は参加者を紹介した。参加者リストは別紙 1 のとおりである。 

 

1.2 会議運営上の説明 

3. 事務局長は会議運営上の説明を行った。 

 

議題項目 2. ラポルツアーの任命 

4. 議題項目 6 から 14 までの記録を作成し、これをレビューするため、オー

ストラリア、ニュージーランド及び日本からラポルツアーが任命され

た。 

 

議題項目 3. 議題及び文書リストの採択 

5. 合意された議題は別紙 2 のとおりである。 

6. 合意された文書リストは別紙 3 のとおりである。 

 

議題項目 4. SBT 漁業のレビュー 

4.1. 国別報告書の発表 

7. 日本は、同国の SBT 商業はえ縄漁業について説明した文書 CCSBT-
ESC/1509/SBT Fisheries-Japan を発表した。2014 年には、90 隻の漁船が

3,371 トン、約 6 万個体の SBT を漁獲した。CCSBT のテンプレートに従

い、漁獲量及び漁獲努力量の地理的分布、ノミナル CPUE の年トレン

ド、体長頻度及び船団サイズが説明された。また日本は、データセット

の相互検証の結果についても報告し、大きな差異は見られなかったと述

べた。 

8. 日本は、同国の 2013 年及び 2014 年暦年のミナミマグロ漁業における科

学オブザーバー活動を報告した文書 CCSBT-ESC/1509/27 を発表した。修

正された 2013 年及び 2014 年のオブザーバーカバー率は、漁獲努力量ベ

ースでそれぞれ 10.2%及び 15.2%であった。 



 

9. ニュージーランドは、2014 年及び 2013/14 年漁期年における SBT 漁業を

説明した文書 CCSBT-ESC/1509/SBT Fisheries-New Zealand を発表した。

2013 年 10 月 1 日から 2014 年 9 月 30 日までの期間の商業水揚量は 825 ト

ンであった。2014 年には、遊漁用船事業者からの非商業 SBT 漁獲量の報

告はなかった。標準化したオブザーバーのデータから、2013/14 年は用船

船団からの死亡 SBT の投棄はなく、国内船団からは 276 尾の死亡投棄が

あったと推定された。国内船団における特に高い死亡投棄数の大半は、

シャチによる捕食を受けた 1 航海のものであった。ノミナル CPUE は、

用船船団においては 2010 年のピークよりは低くなったものの依然として

高く、国内船団では過去 20 年間で最高のレベルとなった。近年、国内船

団の操業分布に変化があり、南島の西岸（CCSBT 統計海区 6 区）でより

多くの漁獲があった。2014 年のニュージーランドにおけるオブザーバー

カバー率は、全体では総漁獲量（尾数）で 25%、総漁獲努力量（鈎針

数）で 37%であった。2013/14 年は用船船団の全 4 隻にオブザーバーが乗

船し、その結果、漁獲量で 71%、総漁獲努力量で 83%のカバー率となっ

た。2013/14 年の国内船団のカバー率は、漁獲量で 8%、努力量で 11%で

あった。 

10. 台湾は文書 CCSBT-ESC/1509/SBT Fisheries-Taiwan を発表した。2013 年及

び 2014 年暦年の SBT 漁獲量はそれぞれ 1,004 トン及び 952 トンであっ

た。漁期年ベースでは、2013 年及び 2014 年の漁獲量はそれぞれ 992 トン

及び 968 トンであった。この 2 年間の漁獲量は台湾の割当漁獲量より低

かった。2013 年及び 2014 年は熱帯海域における熱帯マグロの漁獲率が良

くなく、漁船団が SBT 漁業の操業に復帰したため、SBT はえ縄船はそれ

ぞれ 76 隻と 71 隻と大幅に増加した。熱帯インド洋におけるソマリアの

海賊の脅威は依然として残っている。安全面を考慮して台湾のオブザー

バーの大半が南インド洋で操業する漁船に配乗されたため、SBT 漁船の

オブザーバーカバー率が大きく上昇した。2014 年には、11 人のオブザー

バーが SBT を対象とした季節的操業許可を有する 11 隻の漁船に配乗され

た。2014 年のオブザーバーカバー率は、隻数ベースで約 15.49%、鈎針数

ベースで約 11.88%であった。 

11. インドネシアは文書 CCSBT-ESC/1509/SBT Fisheries-Indonesia を発表し

た。2014 年においては、 191 隻のはえ縄船が 11,573 個体、約 1,063 トン

の SBT を漁獲した。2014 年の CDS データから、漁獲は主に統計海区 1
区（75.3%）に見られ、尾叉長は 40-300 センチであった。次に漁獲量が

多かったのは 2 区（23.4%）で尾叉長は 80-188 センチ、次いで 8 区

（1.3%）で尾叉長は 121‐175 センチであった。漁船サイズ別の漁獲比率

は、2 区と 8 区で操業した 200 トン以上の大型船が 25%、1 区で操業した

30 トン未満の船が 18%、30‐100 トンの船が 33%、100‐200 トンの船が

25%となった。年次の調査プロジェクトとして、乗船オブザーバーによ

る生重量と鰓腹抜き重量の比率に関するデータ収集、産卵場における

SBT の耳石採集、及び CSIRO との協力の下に近縁遺伝子解析のためのサ

ンプル採集を行った。 



 

12. 韓国は文書 CCSBT-ESC/1509/SBT Fisheries-Korea を発表した。2014 年暦

年の韓国マグロはえ縄漁業の SBT 漁獲量は 1,044 トンで、9 隻の船による

ものであった。韓国の SBT 漁船は主に、4 月から 7/8 月はインド洋西部

（東経 10o‐50o）、7/8 月から 12 月はインド洋東部（東経 90o‐120o）で

操業した。2014/15 漁期年には、従来よりもさらに西に移動し、大西洋の

西経 20oから東経 15oの海域で操業した後、西オーストラリア州沖の東部

インド洋で操業した。 SBT 漁獲量と努力量は西部インド洋（9 区）にお

いて通常よりも高く、漁期も例年より早く 9 月に終了した。2015 年 9 月

1 日以降は改正漁業情報及びデータ報告法が発効し、データをリアルタイ

ムで管理・相互確認できるよう、国立水産科学院（NFRDI）への漁獲統

計の報告が週ベースから電子報告システムを通じた日次報告に変更され

る予定である。 

13. 2013‐14 年の SBT 漁期を報告した文書 CCSBT-ESC/1509/SBT Fisheries-
Australia が発表された。文書は、2014‐15 年漁期（2014 年 12 月から 
2015 年 11 月まで）のいくつかの予備的な結果も含め、2013‐14 年漁期

（2013 年 12 月から 2014 年 11 月まで）のオーストラリアの SBT 漁業に

おける漁獲量並びに漁業活動を要約したものである。また、オーストラ

リアの SBT 漁業の歴史及び二国間入漁協定の下での日本の操業について

の概要も含まれている。拡大委員会で合意された 2013‐14 年漁期のオー

ストラリアの国別配分は 5,193 トンであったが、前漁期の未漁獲量相当分

を調整したため、実質 TAC は 5,312 トンとなった。2013‐14 年漁期に

は、25 隻の商業漁船がオーストラリア水域で SBT を水揚げし、漁獲量は

合計 5,420 トンであった。漁獲量の 92.8%はまき網によるもので、残りは

はえ縄で漁獲された。2013‐14 年漁期には、6 隻のまき網船が畜養事業

向けに南オーストラリア沖で操業した。まき網操業の大半は 2013 年 12 
月半ばに開始され、2014 年 2 月初旬に終了した。2005‐06 年から 2006‐
07 年のまき網漁業の体長組成データは小型魚へのシフトを示し、このト

レンドは 2007‐08 年以降逆転の兆候を見せているが、これはより大きな

魚を漁獲対象としたためである可能性がある。2014‐15 年に畜養場に移

送された SBT の平均体長は 94.4 センチであった。2014‐15 年漁期におい

て、オブザーバーは魚が保持されたまき網操業の 9.1%、推定 SBT 漁獲量

の 19.9%をモニタリングした。2014 年の東部マグロ・カジキ漁業につい

ては、オブザーバーは SBT が回遊する月及び海域におけるはえ縄鈎針努

力量の 3.1%をモニタリングした。2014 年における西部マグロ・カジキ漁

業全体のオブザーバーカバー率は、はえ縄鈎針努力量の 9.1%であった。

オーストラリアのデータの準備及び検証プロセスを説明した文書 CCSBT-
ESC/1509/08 についても留意された。 

14. メンバーは各々の国別報告書を提出し、参加者からの質問に対して、報

告書の情報を明確にするために以下のとおり回答した。 

• 日本は、漁船によって放流投棄の慣習が異なり、また時空間的な違い

も大きいことを説明した。各漁船の行動は経済的な理由に基づくもの

であるため、これらの慣習のルールを提示することは困難である。 



 

• ニュージーランドは、遊漁用船の漁獲量が減少した理由として、報告

の義務付けが開始されて以降複数のオペレーターが漁業から離れてい

ることから、SBT の漁獲可能性よりも操業上の変化によるものである

可能性が高いと説明した。 
• インドネシアは、2014 年にはジャカルタにおける SBT の水揚げがなか

ったこと、またインドネシア漁船による SBT の転載がなかったことを

指摘した。より小型の魚の漁獲量が増加していること、それらが産卵

場で漁獲されたものなのかどうかという懸念に対して、インドネシア

は 2 区及び 8 区における漁獲である可能性が高いこと、またこれが総

漁獲量の 4 分の 1 に相当することを指摘した。 
• 韓国は、2014 年の 9 区におけるオブザーバーカバー率がゼロだったこ

とについて、オブザーバー計画の設計が完了した時点で、同海区にお

ける操業が既に終了していたためと説明した。サイズデータは、これ

まで主にオブザーバー計画を通じて収集されてきたが、今年からはサ

イズデータを収集するために CDS の情報が利用される予定である。 
• オーストラリアは、同国のはえ縄漁獲量の増加は利用可能な配分量の

変化によるものであると述べた。2014 年のはえ縄船団に対するオブザ

ーバーカバー率が低い（3.1%）のは、同漁業では電子カメラによるモ

ニタリングに移行する予定となっていたが、それが期待されていた規

模で実施されなかったためと説明した。しかしながら、2015 年には同

漁業は完全に電子的に観察される予定である。オーストラリアはま

た、遊漁漁獲量の推定手法を開発するプロジェクトは 2015 年 9 月また

は 10 月に終了する予定で、その後すぐに公開すると述べた。オースト

ラリアは、オブザーバーが記録したその他の種に関する概要は

ERSWG への報告に含まれており、次年の国別報告書に含めることは

可能であると述べた。 

15. 欧州連合（EU）は国別報告書に対する質問に答えるために参加していな

かったため、会合は EU に対して以下の質問を送付することに合意し

た。 

• EU は、2013 年、2014 年及び 2015 年の SBT 漁獲量をゼロと報告して

いる。EU 船団の関連部分におけるオブザーバーカバー率の低さに鑑

み、これらの漁獲量ゼロに対して EU が有している信頼度はどの程度

か。 
• EU の国別報告書に含まれているデータはメカジキ船団に基づくもので

ある。ヨシキリザメ漁業の海域は SBT と重複するため、同漁業に基づ

く同様の報告があれば有用である。 

16. ESC は、南アフリカとフィリピンが国別報告書を会合に提出しなかった

ことに留意し、今後は報告書を提出するよう要請した。 

 



 

4.2. 事務局による漁獲量のレビュー 

17. 事務局は文書 CCSBT-ESC/1509/04 を紹介した。2014 年暦年の報告漁獲量

は 12,745 トンで、2013 年暦年よりも 65 トン（0.5%）増加している。旗

国別の全世界 SBT 報告漁獲量は別紙 4 のとおりである。文書には、年次

のデータ交換が終了した後に提出された南アフリカの 2013 年及び 2014
年の漁獲量の上方修正が含まれている。本文書には、全世界 TAC と報告

漁獲量の比較も含まれており、2013 年及び 2014 年の報告漁獲量が、それ

ぞれの年の TAC を 485 トン及び 354 トン超過したことが示された。 

18. 今後の報告漁獲量と全世界 TAC の比較には、該当する場合は消化されな

かった配分量の繰越しについての詳細を含めることが提案された。 

 

議題項目 5. SFMWG 会合からの報告 

19. 事務局は、2015 年 7 月 28‐30 日にキャンベラで開催された戦略・漁業管

理作業部会（SFMWG）報告書（CCSBT-ESC/1509/Rep01）の関連部分を

総括した。SFMWG は、2016 年において、3 か月間は航空機 1 機を使用

し、1 か月は 2 機目の航空機も使用するという縮小版の航空目視調査を行

うことに合意した。しかしながら、SFMWG 会合後、航空目視調査に対

して 3 年間のコミットメントがない限り、このオプションは実施できな

いことが判明した。このため、CCSBT メンバーは、2016 年の航空目視調

査は航空機 1 機を使用し、新しいスポッターの較正を同時に行うことを

決定した。SFMWG は、ESC に対して、2015 年の拡大委員会（EC）に以

下の点に関する助言を行うよう要請した。 

• 調査予算の制約を踏まえた、2016 年から 2018 年の期間における ESC
の調査の相対的な優先順位 

• 現行の MP を継続した場合の費用対効果（2017 年から 2019 年までの航

空目視調査の実施を含む） 
• 現行の MP の代替アプローチにかかるあらゆる予備的検討（可能な場

合は、これらの相対的な費用対効果の提示を含む） 

20. ESC の助言は議題項目 13 に示した。 

21. さらに、SFMWG 4 は、ESC が評価を開始し、2016 年の EC に対して現行

MP のアプローチに対する代替案の相対的なメリットについて可能な限り

助言を行うことを要請した。 

22. 会合は、SFMWG が ESC に対し、MP 及びその適用のレビューにおいて

未考慮 SBT 死亡量（UAM）の影響についても検討するよう要請したこと

に留意した。 

 



 

議題項目 6. OMMP 会合からの報告 

23. オペレーティング・モデル及び管理方式に関する技術会合（OMMP）議

長のアナ・パルマ博士は、OMMP 6（ESC 20 直前の 2015 年 8 月 30‐31
日に開催）における進捗を報告した。 

 

6.1. 科学航空目視調査に関する変更の技術的影響 

24. SFMWG からの要請を受け、OMMP の議題の焦点は主に「2016 年より先

に航空目視調査（AS）が継続されない可能性も含む、MP プロセスにお

ける AS の変更の技術的な影響」に置かれた。この議題の下で討議された

トピックは以下のとおりである。 

• MP へのインプットとしての AS の価値、及び AS の喪失に伴うコスト 
• 加入量指標及び OM のインプットとしての AS のパフォーマンス 
• 代替の加入量指数 
• 現行 MP の代替案 

6.1.1 MPへのインプットとしての航空目視調査の価値及び 2016年より
先の航空目視調査の中止の影響 

25. 会合の前に、技術作業部会は（調査規模の縮小によって）精度が低くな

る AS を MP のインプットとして使用することの影響を評価した。試験結

果（CCSBT-SFM/1507/09）、試験した調査精度の範囲内では MP のパフ

ォーマンスにほとんど影響を及ぼさないことが示唆された。 

26. 休会期間中及び会合中にさらに試験が行われた。いくつかのシナリオに

ついて、AS を使用した場合と使用しなかった場合の現行 MP のパフォー

マンスを比較した。  

27. 会合中に評価した結果から以下が示唆された。 

• OM のリファレンスセットでは、AS を除外しても、2035 年までに産卵

親魚資源量（SSB）が暫定再建目標に到達する確率にほとんど影響が

なかった。  
• しかしながら、AS を含まない MP では、資源の再建によるバイオマス

の増加に対応して TAC を増加させる速度が遅いため、漁獲量に影響を

及ぼす可能性がある。AS がない場合には、TAC に大きな機会損失

（すなわち、AS の費用と比較した TAC 逸失の価値）が生じる。 

28. SSB がさらに減少するリスクについては、直近の将来における加入失敗

の度合や、将来の CPUE にバイアスをもたらすような漁獲能力の変化が

加わった場合など、より極端なシナリオを含む新たな試験を行った。そ

の結果、AS のない MP は、より極端なシナリオの下では資源（SSB が

2014 年レベルより下がる確率）及び CCSBT の再建目標の達成における

リスクが明らかに高まることが示唆された。 

29. 追加的に検証した頑健性試験は以下のようなものである。 



 

• Base case_noAS（base2013sqrt グリッド設定で航空目視調査を除外） 

• lowR10：最初の 10 年間の加入量が期待値の 50％ 

• lowR10_noAS：最初の 10 年間の加入量が期待値の 50％で、航空目視調
査がない 

• 2018 年以降 upq2018（漁獲能力が 35％向上）を lowR10 及び 
lowR10noAS シナリオと掛け合わせ 

30. 示した SSB の要約統計量は、2035 年及び 2041 年に暫定再建目標に達す

る確率（p (B>0.2B0)）、及び 2014 年の SSB レベルに対する最も低い将来

予測の SSB レベル（Bmin/B2014）である。2041 年の統計量を含めたの

は、将来の漁獲量に対する潜在的な過渡的効果（transient effects）を検証

するためである。表 1 は、加入失敗のシナリオ（lowR10）と、2018 年の

CPUE に 35%の漁獲能力の向上があった（その後も継続する）場合

（upq2018）の SSB 再建の統計量を示したものである。表 2 は、これらの

シナリオを 10 年間のブロックで見た場合の平均年間漁獲量を示してい

る。 

 

表 1. CPUE が資源量を比例的に追跡できなかった例としての upq2018 頑健性試験を

含む、加入失敗シナリオにおける SSB 再建の統計量。Bmin は軌線における最低値。

括弧内の数字は 0.1‐0.9 の信頼区間。 

シナリオ p(B35>0.2B0) p(B41>0.2B0) Bmin/B2014 
Base 0.71 0.75 1.09 (1.07-1.11)
Base_noAS 0.73 0.80 1.09 (1.07-1.11) 
lowR10 0.38 0.59 1.09 (1.02-1.11)
lowR10_noAS 0.32 0.5 1.09 (0.8-1.11)
lowR10_upq2018 0.31 0.5 1.09 (0.97-1.11)
lowR10_upq2018_noAS 0.23 0.38 1.08 (0.63-1.11)

 

表 2. CPUE が資源量を比例的に追跡できなかった例としての upq2018 頑健性試験を

含む、加入失敗のシナリオにおける漁獲統計（千トン）。 

シナリオ  E(TAC) (2016-2025) E(TAC) (2026-2035) E(TAC) (2036-2041)
Base 18.2 (14.9-19.2) 23.8 (15.9-29) 28.3 (18.9-36.2) 
Base_noAS 17.2 (15.2-19.1) 20.7 (15.2-26.1) 24.7 (17.4-31.1) 
lowR10 14.9 (13.3-17.9) 12.8 (8.2-20.2) 18.9 (12.1-26.5) 
lowR10_noAS 16.6 (14.8-18.5) 14.6 (11-19.6) 17.8 (12.2-23.6) 
lowR10_upq2018 15.8 (13.5-18.7) 14.3 (8.6-23.0) 20.1 (13.0-29.3) 
lowR10_upq2018_noAS 17.6 (15.5-19.1) 17.1 (12.5-22.7) 20.1 (13.5-27) 

 

31. MP における AS データの定量分析は、MP における漁業から独立した加

入量指標としての AS の価値を示している。 

32. 全体的に、これらの数値結果は、特に CPUE が加入の失敗を検知する能

力が漁獲能力の影響によって変化する可能性がある場合において、加入

の失敗の可能性を検知する信頼性の高い若齢魚の資源量指数を有するこ

との価値を強調している。 



 

6.1.2 加入量指数及び OMへのインプットとしての航空目視調査のパフ
ォーマンス 

33. 検討した他の加入量指標に比べ、AS 指数は最近の OM 推定値と最も一致

しており、最近年においては OM に対し加入に関する最新かつ唯一の直

接的な情報を提供している。 

34. OM における漁業に依存するはえ縄 CPUE への依存度、また過去の市場

におけるアノマリーに関する未解決の不確実性の問題を踏まえれば、AS 
のデータは漁業から独立した加入量指標として価値がある。AS の設計、

データ、標準化、他のデータとの一貫性、加入に関する情報を提供でき

る能力などについては一連のレビューにより評価されていたことから、

ESC は 2005 年にこの指数を OM に含めることに合意し、さらに 2008 年

には、歴史的に低い加入量（1999‐2002 年）に鑑み、MP にもこれを含

めることに合意したのである。 

6.1.3 代替の加入量指数 

35. 会合参加者は、代替となり得る全ての加入量指数の情報を突合するとと

もに、それぞれの限界やメリット、時空間的なカバー率、経時的な一貫

性、データが収集された規模及びカバーする資源コンポーネントについ

て討議した。表 3 は、討議された異なる加入量指数の定性的な属性を総

括したものである。CPUE データに関する過去の問題を踏まえ、漁業か

ら独立した加入量指数の必要性が強調された。現在ある候補は、AS、ひ

き縄調査、並びに遺伝子標識のみである。AS 指数が唯一、現在入手可能

で、かつ受け入れられている候補である。 

36. OMMP 作業部会は以下に合意した。 

• MP に使用するための漁業から独立した指数が必要である   
• 近い将来に新たな MP を開発するのであれば、遺伝子標識放流が最良

の加入量指数となるものと考えられる 
 



 

表 3. 代替の加入量指数の定性的サマリー 
 資源のトレンド・

状況に関する情報

を提供するか？ 

MP にどれだけ有

用か？ 
資源評価には有用か？ MP で有用となるために必要な改善点

は？ 

 属性 「意志決定ルー

ル」へのインプッ

ト 

資源評価へのインプット 必要となる調査 

航空目視

調査 
2－4 歳魚（集

計） 
有用、バリ MP に

おける漁業から独

立した加入量指数 

有用、漁業から独立した

加入量指数 
 
 

なし 

SAPUE 2－4 歳魚（集

計） 
有用である可能性

は低い、また現在

は入手できておら

ず、今後も同様で

ある可能性 

有用ではなく、定性的な

指標として使用 
制限が解消される可能性は低い。カバ

ーされる範囲のシフトするため、指数

として解釈することが難しい 

遺伝子標

識放流 
若齢魚（2 歳魚、

3 歳魚の可能性も

ある） 

有用、パイロット

調査の結果次第で

はあるが有望 

有用、漁業から独立した

加入量推定値、F 及び M
の推定 

初回の加入量推定値を提示し、現場の

作業を改良するための最初の試験 

はえ縄
CPUE 
(年齢別) 

若齢魚（2、3、4
歳魚） 
 

有用である可能性

は低い 
有用ではなく、定性的な

指標として使用 
CV 及びプロセス誤差の推定を含む、

正式な設計調査 
年齢組成の注意深い推定 

グリッド

タイプ曳

縄指数

（GTI) 

1 歳魚 潜在的な可能性、

追加調査の結果次

第 

有用でない、将来の潜在

的可能性としては、頑健

性試験での使用や定性的

な指標としての使用 

現場の手法の詳細 
プロセス誤差や MP に取り込む代替の

形態も含め、求める CV を得るために

必要なサンプリング努力量を決定する

設計研究 
環境共変数及び残差の経時的トレンド

に関する更なる評価 

 

6.1.4 現行の MP に対する代替案 

37. OMMP 作業部会は、拡大委員会の要請を受け、加入に関する AS 以外の

情報源（例えば遺伝子標識放流、ひき縄調査、若齢年級の CPUE な

ど）、又ははえ縄 CPUE のみを使った MP を開発することが適切かどう

か（例えばデータの質及び費用対効果）の検討を開始した。 

38. OMMP 作業部会は、速やかに開発できる代替 MP はないとの結論に達し

た。また、産卵親魚資源量が低く、加入失敗の可能性をモニタリングす

るための信頼性の高い加入量指数がないことを踏まえ、漁業に依存する

データ、すなわち CPUE のみに基づく MP は受け入れられないことに合

意した。 

39. 新しい MP を設計する必要があるが、現行 MP を修正することで対応で

きる可能性もある。新 MP の開発には費用と時間がかかり、また以下が

必要となることが確認された。 

• 加入量の新指標候補の質の評価 
• これらの新指標を MP へのインプットとして取り込むための OM の調

整 
• MP 候補の開発及びパフォーマンス評価 

40. AS が中止された場合に現行 MP に置き換えるものを準備する費用を評価

する際の一助とするため、新 MP の開発スケジュール及び必要なタスク

が示された。 



 

41. OMMP 作業部会は、新 MP の開発に関するさらなる討議を ESC まで保留

した。 

 

6.2. OM 構造の再検討 

42. 拡大委員会及び SFMWG からの要請は AS 及び将来の MP に関する事項で

あったため、この副議題項目は先送りされた。しかしながら、2014 年に

進捗のあった、セル内の不確実性の取扱いに関する発表は行われた。こ

れらの変更を取り込むためには休会期間中の作業が必要であることが留

意され、次回の MP 評価で本件についても検討するよう勧告された。 

 

6.3. その他の事項 

43. OMMP 議題項目 3（未考慮死亡要因の評価にかかる技術的な課題）は

ESC に先送りされた。 

44. OMMP 議題項目 4（コードの精査及びバージョン管理システム）につい

ては小グループ内で議論され、休会期間中も作業が継続される予定であ

る。 

 

議題項目 7. MP プロセスにおける科学航空調査に関する変更の影響 

45. MP メタルールに関する文書 CCSBT-ESC/1509/12 が発表された。その詳

細は以下のとおり。 

46. 文書 CCSBT-ESC/1509/09 は、航空目視調査（AS）の中止による管理方式

（MP）及び TAC 設定への影響について提示した。若齢魚の AS 指数は、

CCSBT の MP、メタルール・プロセス及び対応スケジュールに対して、

漁業から独立した必須情報を提供するものである：1）AS 指数は、年次

の指標ベースの資源レビュー及び例外的状況の検討に使用されている；

2）この指数は、3 年ごとに行われる資源状況の評価及び MP の管理戦略

評価に使用され、また 2017 年に予定されている MP レビューにおいても

中核となる CCSBT オペレーティングモデル（OM）のインプット・デー

タシリーズである；3）航空目視調査データは、TAC を勧告するために

CCSBT が採択した MP の意思決定ルールに使用されている二つのデータ

シリーズの内の一つであり、漁業から独立した唯一のデータである。過

去及び将来の TAC における航空目視調査関連要素の金銭的価値は、航空

目視調査の費用と比較して桁違いに高い。2008 年に ESC は、年級群の強

度の兆候をいち早く提供できるよう、MP の候補には必ず AS 指数を含め

るべきであることに合意した。また、過去の CPUE タイムシリーズにつ

いては未解決の不確実性があるため、CPUE のみを用いる MP の信頼性に

対する懸念があった。加入量の情報源として、他の代替案についても検

討した。2016 年より先の航空目視調査が中止された場合、拡大委員会

は、科学的に試験された、明らかに予防的な SBT 資源の再建計画を有さ

ないことになる。また、現行 MP を開発するために実施した研究及びモ



 

ニタリングへの相当な投資を十分に活かさず、合意済み MP の下で将来

得られる可能性のある大きな漁獲量を失うことも意味する。 

 

7.1 2015 年の航空目視調査の中止の影響 

加入量モニタリングにおける影響 

47. AS 指数は、資源状態に関する指標の年次レビュー及び関連する例外的状

況の検討において使用されている。今まで、AS 指数のみが漁業から独立

した定量的な加入量の指標として受け入れられている。加入量のモニタ

リング、加入量の低い期間や SSB のさらなる減少に伴うリスクを検知し

対応することは、委員会にとって優先度の高い事項である。SBT 資源が

枯渇状態にあること、また漁獲の大部分が若齢魚及び未成魚であること

を踏まえ、将来における低加入の可能性の早期警戒のためには加入量モ

ニタリングが必要不可欠であり、この点は OMMP 会合で行われた解析で

も示された（議題項目 6）。 

オペレーティング・モデルにおける影響 

48. 航空目視調査は、加入量に関して漁業から独立した情報を提供し、その

情報は MP の開発及び試験、並びに資源状態の定期的な評価に使用され

る CCSBT オペレーティング・モデル（OM）において非常に重要であ

る。 

49. OM における AS 指数の適合性及び影響、並びに現在利用可能な他の加入

量指数との比較について、OMMP 会合において長時間討議された。AS 指

数は、そのデータが OM の条件付けに含まれなかった場合においても、

OM が示した予測と最も一致していたことが示された。比較対象として

検討されたもう一つの漁業から独立した指数である、グリッドタイプひ

き縄指数は、より高い変動と残差のトレンドを示した。AS 指数は、OM
に最も早く直接的な加入量推定値の情報を提供するものである。近年の

AS の高い加入量推定値は、（「high aerial CV」頑健性試験において）予

測された数値の範囲内にあり、MP で使用する際には重みが下げられる。

OM は、2015 年のデータポイントが抜けていても対応できる。今後 AS が

継続されるのであれば、2017 年に予定されている資源評価、及び MP レ

ビューに用いるオペレーティング・モデルにおいて使用する直近の加入

量データは、2016 年及び 2017 年に提供されることとなる。 

MP における影響 

50. CCSBT が採択した MP の仕様及びメタルール（Anon 2013、別紙 10）
は、MP の実施による TAC 勧告に関する総合的な枠組みを提供するもの

である。その枠組みにおいて、AS は TAC を勧告する MP の意思決定ル

ールにおける唯一の漁業から独立したデータとして含まれている。MP は

SBT 再建計画の中心的要素である。AS 指数は、MP に必要な要素であ

り、これなしには MP を使って TAC を勧告することはできない。次に予

定されている TAC の設定は 2016 年であるが、ESC は 2016 年以降の AS



 

データが得られるのであれば、2015 年のデータポイントがなくても MP
を運用することは可能であると既に合意している。  

51. 2015 年の航空目視調査を中止する時点で、EC は航空目視調査を隔年に実

施することができるのではないかと提案した。これは、ロジ面で不可能

であることが確認された（Davies 2015b 及び CCSBT–SFM/1507/09 参

照）。また、航空目視調査を隔年で行うことは、完全な評価作業を伴う

新しい MP を必要とすることを意味する。 

52. 拡大委員会は、2014 年に、現行 MP の再チューニングも提案した。ESC
が留意したように、採択された MP は AS のデータがなければ将来これを

使用することができない。2015 年のデータポイントが抜けても、また

2016 年の航空目視調査が縮小されたとしても、現行 MP を運用するに当

たって再チューニングを行う必要はない。 

 

7.2 2016 年の航空目視調査の中止の影響 

53. 2016 年の AS の データポイントが入手できなかった場合、MP を運用す

ることはできず、例外的状況が発動されるものと考えられる。2016 年に

は 2018‐2020 年の TAC を勧告するために MP が使用される予定となっ

ていることから、TAC 設定の代替案を検討する必要がある。新しい MP
に移行するためのメタルール・プロセスを緊急に実施しなくてはならな

い。 

54. OMMP 作業部会の休会期間中の作業に基づき、ESC は SFMWG 4 に対

し、MP を使用して 2016 年に 2018‐2020 年の TAC を勧告することがで

きるよう、2016 年の航空目視調査を実施するべきであると勧告した

（CCSBT–SFM/1507/09）。SFMWG 4 は、2016 年に規模を縮小した航空

目視調査を実施するための資金を拠出することに合意した。2016 年の航

空目視調査が天候や機器の故障といった制約により不完全な調査となっ

た場合、MP において有用でない指標となるリスクがあることが留意され

た。天候が悪かった場合は、調査トランゼクトの飛行回数が減少すると

ともに、追加のスポッターの較正の機会も減少することとなる。機器の

故障、又は人員を確保できないことが、調査を完了させる上でのリスク

となる。 

 

7.3 2016 年以降の航空目視調査を中止した場合の影響 

55. 航空目視調査が 2016 年以降に継続されなかった場合には新しい MP を開

発する必要があり、その作業を完了させるには追加的な時間及び資金を

要する。その間、CCSBT は試験済みの合意された再建計画を有さないこ

ととなる。 

56. 上述のとおり、現行の MP は AS 指数を加入量のモニタリングシリーズと

して取り込んでいる。MP の継続性は、MP に組み込まれたフィードバッ

クの仕組みが将来の TAC を修正していくパフォーマンスに貢献すること

から重要なものである。仮に 2016 年より先に AS が実施されず、MP が



 

ないという事態となる場合には、2016 年及び 2017 年並びにそれ以降のメ

タルール・プロセスの一環として、この点も考慮しなければならない。 

57. 文書 CCSBT-ESC/1509/12 では、バリ方式の実施に関して合意された枠組

みである MP の仕様及びメタルール（ESC 18、別紙 10）のレビューを行

った。この中には、資源再建目標やパフォーマンス評価基準、MP 自体の

詳細な仕様（モニタリングシリーズ、解析、漁獲管理ルール及びその実

施）、TAC 勧告のスケジュール、資源状態の定期的評価、MP パフォー

マンスの正式なレビュー、例外的状況の確認基準（すなわち、MP の開発

段階の管理戦略評価（MSE）において試験された範囲の外にある状況／

事態）が含まれている。文書では、メタルールの目的及び機能につい

て、特に i）例外的状況の確認及び確認された場合の行動の流れに着目し

てレビューした。MP への影響、TAC の勧告及び 2016 年より先の航空目

視調査に関する拡大委員会の決定の観点から、四つの考え得るオプショ

ンが提示された。 

58. 文書 CCSBT-ESC/1509/12 は、2016 年より先に航空目視調査が継続されな

い場合の影響を検討した。これは、将来に起こり得る事象であるため、

例外的状況として検討することがやや難しい。しかしながら、もしもそ

のような状況になった場合には、（i）将来の TAC を勧告するにあたって

合意された MP を使用することができない、（ii）航空目視調査指数に取

って代わるものとして認められている加入量モニタリング指数がないこ

とから、明らかに例外的状況となる。その場合には、新たな加入量指

数、新たな MP、及び全面的な MSE 試験が必要となる。産卵親魚資源量

が将来減少するリスクを最小限に抑えるとともに資源の再建を目指すと

いう拡大委員会の目標に合致する TAC を勧告するための頑健な MP が利

用できるようになるまでには、多大な追加費用と時間がかかることにな

る。 

 

7.4 採択済みの MP の継続又は新たな MP の開発にかかる費用対効果 

59. 採択された MP の主なメリットは、資源に関して科学的に試験されたプ

ログラムであるという点であり、これは国際マグロ漁業における初めて

の例である（Hillary et al 2015b）。メンバー及び拡大委員会は、現行 MP
を開発、試験、実施するための調査及びモニタリングに相当の投資を行

ってきた。採択された MP は、2011‐2017 年の TAC を設定するベースと

して成功裡に使用されてきた。 

60. MP の意思決定ルールにおける航空目視調査のコンポーネントが TAC の

増加にどれだけ貢献しているのかについての定量的な価値が討議され

た。過去及び将来の TAC の双方において、MP の意思決定ルールにおけ

る航空目視調査のコンポーネントによる TAC 増加分の価値は、調査費用

を大幅に上回っている。  

61. 仮に 2016 年以降に航空目視調査が継続されなかった場合、TAC を勧告す

るための代替的な MP がないために予防的な TAC を設定することが必要

となり、それは現行 MP で期待されている漁獲量を大きく下回ることが



 

予想される。2016 年に予定されている 2018‐2020 年 TAC の勧告まで

に、代替 MP のパフォーマンスと頑健性を試験するために必要な管理戦

略評価を完了するには、十分な時間がない。 

62. 採択された MP 及び CCSBT の SRP には、MP レビューのプロセス（2017
年の予定）を通じた新 MP への移行方法が含まれており、その中には移

行スケジュールの設定、新しいモニタリング指数、MP の形態などが盛り

込まれている。 

63. SFMWG による合意のとおり 2016 年に航空目視調査が実施されたとして

も、それ以降に継続されなかった場合には、現行 MP は運用できなくな

り、新しい MP を開発することが必要となる。これにより、以下に示す

とおり、（メンバー及び拡大委員会の双方における）相当な休会期間中

の作業と費用が生じることとなる。この ESC の追加作業は、おそらく他

の ESC 作業を遅延、又は制限することになる可能性が高い。資金が拠出

されず、2019 年に予定されている次の TAC ブロック（2021‐2023 年）

の設定時までに作業が完了しないリスクがある。 

7.4.1 新たな MP の開発にかかるプロセス及び費用 

64. 新しい MP が必要となった場合の各プロセス、必要な会合、並びに推定

費用が検討された。下表 4 は、代替の加入量モニタリングシリーズのレ

ビュー及び開発、MP の開発、試験、採択及び実施のスケジュールを示し

たものである。ESC において、相当の追加作業が継続していくものと考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表 4. 代替の加入量モニタリングシリーズの開発、MP の開発と試験のための予備的

スケジュール。影付きの項目（数字の後に i と記されている）は休会期間中の

活動。また、全ての活動は、拡大委員会が新 MP の開発を要請した y 年と関連

付けられている。 

No. 活動／会合 目的 時期

1i 潜在的な加入量モニタリ

ング指数の評価 
潜在的な加入量モニタリング指数の統計的特性の詳し

い評価 
y 年 11 月

‐ 

y+1 年 5 月

2 OMMP 候補指数の評価と選択  y+1 年 6‐
7 月 

2i 初回条件付け 初回条件付け、データ作成など  

3 OMMP-ESC 
初回条件付け、予測モデル用のデータ作成、可能な

MP の形態に関するレビュー。これらの MP は既存 MP
と大きく異なる必要があるかもしれない 

y+1 年 9 月

3i 条件付けの最終化 OM を最新のデータで更新。候補 MP のデータ作成と

仕様の完了   

4 OMMP 条件付け、データ作成、初回 MP 運用の最終化 y+2 年 6‐
7 月 

4i MP パフォーマンスの調

整 MP パフォーマンスと頑健性試験の調整  

5 OMMP-ESC MP の選択 y+2 年 9 月

5i MP TAC の勧告 ESC による必要な調整  

6 特別委員会 MP の採択  

7 OMMP 必要に応じて調整と最終チューニング y+3 年 6‐
7 月 

8 ESC 最終レビュー y+3 年 9 月

9 委員会 最終採択／実施 y+3 年 10
月 

 

65. 2015 年の OMMP 作業の一環として、加入量指数の評価を行った。現行

MP 及び将来のいかなる MP においても、漁業から独立した指数が必要で

あり、近い将来に新しい MP で使用するものとしては、遺伝子標識放流

が漁業から独立した最良の指数であると考えられることが合意された。

CPUE は漁業に依存する指数であり、船団の行動の変化の影響を受ける

可能性があることから、ESC は、CPUE のみを使用した MP は受け入れら

れないと合意した。      

66. 新 MP の開発オプションについては、議題項目 12 の SRP の下で討議され

た。 

 



 

議題項目 8. CPUE モデリング部会からの報告 

67. CPUE モデリング部会議長（ジョン・ポープ教授）は、2015 年 6 月 16/17
日に行われた同部会ウェブ会合の報告書である文書 CCSBT-ESC/1509/39
を発表した。当該会合の主な任務は以下のとおりであった。 

• 現在の CPUE ベースシリーズが引き続き適切な挙動を示しているかの

確認 
• CPUE に関する新たな作業の策定及び奨励 

68. 一つ目の任務について、部会は、日本の CPUE ベースシリーズを他の利

用可能なモニタリングシリーズと比較した。モニタリングシリーズとベ

ースシリーズは全般的によく一致したことが留意された。近年において

多少の逸脱が見られた唯一のモニタリングシリーズは reduced base series
であるが、このシリーズには相互作用項が含まれていないため、この逸

脱は大きな懸念材料ではないとされた。部会は、現時点でベースシリー

ズを承認することに総じて満足であった。日本の CPUE ベースシリーズ

に対する標準試験を ESC のために準備することが合意された。 

69. 二つ目の任務について、台湾と韓国の CPUE シリーズに関する進捗が部

会に報告された。これらに関する文書は後で ESC に報告された。インド

ネシアは、自国の CPUE に関する作業は継続中であると報告した。新し

い作業として、CPUE の計算にサイズまたは年齢を含める方法に関する

文書と、日本の CPUE に基づく具体例に関する洞察力に富んだ文書が提

示された。この文書では、年齢をベースとした CPUE が、近年の CPUE
上昇トレンドを確認していることが示され、有用であった。また、メン

バーの CPUE 及び世界の漁獲努力量を用いて非メンバー国の漁獲量を推

定する問題について、random forest のテクニックを使うことを提案した

興味深い文書も発表された。 

70. 部会は、MP の作業における利用及び SBT の動態についてのより広い理

解のために、CPUE シリーズの開発、試験、改良に引き続き取り組むこ

ととしている。 

71. また部会は、ESC の場外で会合を開き、部会の作業に関係するものの、

ESC の他の議題において参照されたか、または他の議題で使用された文

書についても議論及び検討し、さらに 2016 年の休会期間中のプログラム

についても議論した。その結果は別紙 5 のとおりである。 

 

議題項目 9. 全ての未考慮漁獲死亡要因の推定 

72. 未考慮漁獲死亡要因については、EC の要請を受けて ESC 19 において特

定されたものに沿って議論された。 

メンバーによって保持された無報告／不確実な漁獲量 

73. 日本は、2015 年のオーストラリア SBT 畜養における未考慮漁獲死亡量に

関する更新情報を示した文書 CCSBT-ESC/1509/32 を発表した。40 尾／



 

100 尾のサイズサンプリングから推定された成長率は、SRP 標識放流デー

タ及び太平洋クロマグロを含むその他の畜養マグロ種の成長率より相当

高く、非現実的である。SRP 標識放流の成長率を用いて推定された年間

漁獲量は、報告漁獲量よりも 724 トンから 2,546 トンも高く、最良推定値

では 1,702 トン高い。報告漁獲量の超過率は 14%から 56%、最良推定値

では 35.5%となり、この率は年々上がっている。著者は、これまでの解

析に対する提案の大半に対応したと述べた。また、オーストラリアが事

務局に報告した全畜養個体 CDS データには各個体の重量が含まれている

ことから、その CDS データを解析して漁獲サイズをさらに評価すること

は有益と考えられると提案した。加えて著者は、信頼性のある体長デー

タを提供するためにステレオビデオカメラシステムを直ちに実施するこ

とを ESC から勧告し、この不確実性に関する懸念を払拭するべきである

と提案した。 

74. オーストラリアは、SBT、大西洋クロマグロ（ABT）、太平洋クロマグ

ロ（PBT）並びにメキシコのメバチやキハダの畜養場における成長率を

レビューした文書 CCSBT-ESC/1509/35 を発表した。本文書は、成長率に

関する過去の文書（CCSBT-ESC/1409/11）のアップデートである。本文

書の目的は、ESC が検討しているシナリオについて、畜養魚及び天然魚

の成長に関する文献に照らし合わせて確認することである。オーストラ

リアは、日本の畜養魚の成長の算定手法が証拠と一致しないと主張し

た、同国の 2014 年及び 2015 年の文書の参考文献を提示した。一例とし

て、日本の手法が示した増肉係数（FCR）を取り上げ、仮にこれが正し

いとすれば、オーストラリアの畜養事業は商業採算性がないと主張し

た。もう一例として、SBT は標識装着の影響を受けないという主張に対

して、標識の影響を示した ESC/1509/35 の参考文献を提示し、さらに

CSIRO の文献にも異なる標識装着者による SBT の挙動の違いを示したも

のがあると指摘した。 

75. オーストラリアは、日本の文書 CCSBT-ESC/1509/32 に対するコメントと

して、解析で利用したアプローチとデータについて、過去にも指摘した

懸念を表明した。オーストラリアは、これらの懸念は依然として残って

おり、したがってこの結果は受け入れられないとした。特に、更新され

た手法は、数多くの仮定に基づいており、これらの仮定が結果に与える

影響を解析していないと主張した。日本は、結果が仮定に敏感であるこ

とは理解できるが、結果を歪めるほど感度は高くないと考えると答え

た。 

76. オーストラリアはまた、同文書の表 3 のオーストラリア畜養場における

体長の成長に関する日本の結論について、その意味合いを述べた。特

に、肥満度と品質を測定する条件指数（CI）との兼ね合いを指摘した。

日本の手法で計算した畜養場の成長率では、オーストラリアの畜養 SBT
の CI は刺身グレードよりも相当劣り、はえ縄業者が頻繁に投棄する天然

若齢 SBT の質と同等もしくはそれ以下ということになる。日本の手法が

正しいとすれば、オーストラリアの畜養事業は商業的に採算性がないこ



 

とを意味する。この観点から、オーストラリアは日本に対して再度、使

用した生データを、情報源を特定せずに提供するよう要請した。 

77. オーストラリアは、日本の文書で使用されているいくつかのデータに関

して、以前にも指摘した懸念を表明した。まず、日本の文書は依然とし

て 1963 年の Robins の SBT 体長データを使用しているが、このデータは

後に SBT 成長率に関する CSIRO の作業によって取って代わられているも

のである。日本は、Robins のデータは体長重量関係においてのみ使用し

たことを確認するとともに、天然魚と畜養魚における体長重量関係の違

いを示す証拠を要請した。二点目として、オーストラリアは、文書

CCSBT-ESC/1509/35 で参照しているデータによれば、日本の文書は太平

洋クロマグロの畜養場の成長率を過小推定しているとした。 

78. 日本は、ESC において本件を解決することに資する CDS データが何年分

もあると述べるとともに、オーストラリアに対し、そのデータを提供す

るよう再度要請した。オーストラリアは、本件及びメンバーの漁獲量の

不確実性に関する他の潜在的な懸念に対応するアプローチは 2014 年の

ESC 報告書別紙 5 において提案されており、求められているデータ提供

への対応については様々な問題が絡んでいると回答した。 

79. 文書 CCSBT-ESC/1509/35 について、畜養のストレスと標識のストレスの

比較に関するニュージーランドの質問に対し、オーストラリアは、畜養

のストレスの方がはるかに低いと回答した。例えば、魚に標識を装着す

るには、魚を鈎にかけて海から甲板に引き上げ、相当に手で触れながら

体内に標識を装着し、その後また手で海に戻す必要がある。畜養では、

年間 3,000 尾の SBT の重量を測るためのサンプリングは行っているが、

それ以外に魚に触れたり鈎をかけることはない。その結果、2015 年にお

ける畜養場内の死亡率は 0.5%であった。 

80. 日本は、オーストラリアに対し、費用を二つの方法で計算するよう要請

した。畜養開始時点の平均重量について、一つは日本の推定値に基づく

ものとし、もう一つは 100 尾サンプリングに基づく推定値を使用するも

のである。文書 CCSBT-ESC/1509/35 において、日本はパラメータ値を使

って費用を計算したが、100 尾サンプリングの平均重量を使った場合で

も、歳出された費用は妥当な結果とはならなかった。 

81. 議長は、本件は継続的な問題であり、事前に完全に独立したレビューが

行われない限り、ESC でこれを解決することはできないとの見解を述べ

た。 

非メンバーの船団による漁獲量 

82. オーストラリアは、2014 年の ESC 及び EC が非メンバー国の船団におけ

る潜在的な未報告漁獲量から生じる未考慮死亡量を推定するオプション

について調査するよう要請したことを受け、その議論に資するための文

書 CCSBT-ESC/1509/10 を発表した。本文書は、IOTC のデータベースに

記録されたインド洋におけるはえ縄努力量と SBT が漁獲された海域の重

複を示した以前の作業を基に、感度分析で使用し得る推定漁獲量を提供

するために開発した解析方法について説明した。インド洋及び太平洋の



 

SBT の漁獲量の予測モデルに当てはめるため、Random forest の機械学習

アルゴリズムを用いた。モデルでは、全船団の記録が信頼できるもので

あることを前提として、その他のマグロ類及びカジキ類の漁獲努力量及

び CPUE の特徴を用いる。このモデルを CCSBT メンバー国から得られた

集計 CPUE データに当てはめ、IOTC または WCPFC 対象種について記録

されている漁獲努力量及び漁獲率をベースに、2007‐2013 年の非メンバ

ー国の SBT 漁獲量を予測した。また、非メンバー国の SBT 漁獲の選択率

を割り当てるため、見かけ上の区分においても Random forest 法を用い

た。これは、必要に応じて資源評価シナリオに取り込むことができるよ

う、非メンバー船団の SBT 漁獲年齢級群の推定を可能にするためであ

る。推定漁獲量は、インド洋で 279 トン（80%の予測区間：130 トン、

566 トン）から 779 トン（321 トン、1600 トン）、太平洋では 0 トンから

70 トン（33 トン、237 トン）の範囲となった。これらの推定値は断定的

なものではなく、指標的なものとして捉えられるべきであるが、非メン

バー国の妥当な漁獲量としてオペレーティング・モデルの感度分析に使

用するには適切なものと考えられる。 

83. ニュージーランドは、CCSBT の非メンバー国の SBT 漁獲量の推定に関す

る文書 CCSBT-ESC/1509/21 を発表した。インド洋及び西部太平洋におけ

るはえ縄漁獲努力に関する情報は、IOTC 及び WCPFC から入手した。

CCSBT の漁獲量及び漁獲努力量データについて十分に大きいデータセッ

トを得るため、空間的及び時間的に魚のサイズパターンをモデル化し、

日本の漁獲尾数を漁獲重量に変換した。非メンバー国の漁獲努力量にか

かる代替の漁獲能力として、日本及び台湾船団の漁獲能力を用いて漁獲

率（鈎針当たり重量）をモデル化し、年別、旗国別、5 度区画ごとの予想

漁獲率を推定した。これらの予想漁獲率を、年別、月別及び 5 度区画ご

との非メンバー国の報告漁獲努力量に掛け合わせることにより推定漁獲

量を予測した。結果として得られた推定漁獲量は、インド洋においては

Random forest 法で得た推定値より低かったが、著者は Random forest 法で

はインド洋について日本のデータセット全てを使用しなかったことを指

摘した。日本の漁獲能力を仮定した西部太平洋の推定値は、西部太平洋

の日本のデータを実際に用いた Random forest 法で得られた推定値と同レ

ベルであった。 

84. 会合は、発表された二つの文書において使用された手法の信頼性につい

て議論した（比較は下図 1）。会合は、ほとんどの年における数値が比

較的低かったことを踏まえ、本件をさらに追及する価値について議論し

た。しかしながら、手法のうちの一つではインド洋の推定値が年によっ

て高いこと、またそれらの数値には大西洋における非メンバー国の潜在

的な漁獲量が含まれていないことが留意された。資源状態に対するこれ

らの推定値は決して小さくなく、手法によってなぜ推定値に差があるの

かを調査する必要があることが合意された。インド洋の推定値について

は、増加傾向が示されたことが留意された。ESC は、本件について休会

期間中にさらに検討するよう、CPUE 作業部会にこれを付託することに

合意した。 



 

 
図 1：Random Forest 法と GLM ベース法から得たインド洋及び太平洋の非メンバー国

の推定漁獲量の比較 

未考慮死亡量の影響 

85. CCSBT 21 が非メンバー国の漁獲量の推定に資するために重要な市場にか

かるマーケット分析を行うことに合意した点が留意された。事務局は、

この作業にかかる提案を受けるために様々な機関に連絡したが、提案の

依頼に対する反応は非常に遅れていると述べた。二つの提案が CCSBT メ

ンバーに回章されている。一つ目は、貿易の分析と北京及び上海の刺身

用マグロの DNA による種同定を通じて SBT 製品が中国にあるかどうか

を確認するという提案であった。もう一つは、入手可能な市場データを

用いて中国（香港も含む）における水揚げ、輸入及び消費を調査し、こ

れらの市場で取引されている SBT の数量と由来に関して指標を得るとい

う提案で、合わせて DNA による種の同定作業も行う可能性がある。事務

局は、これらの提案に対し、メンバーから直ちに返答を得る必要がある

と述べた。 

 

議題項目 10. 漁業指標の評価 

86. 2015 年の指標から限定的かつ様々な兆候が示された（別紙 6）。全体的

な結果を総括すると以下のとおりである。 

• 2015 年においては、加入量に関する新情報は収集されなかった。2015
年の航空目視調査、SAPUE、並びにひき縄調査は全て中止された。

2014 年の加入量指標の情報に変更はない。 
• 日本のはえ縄船団における 5 歳魚から 7 歳魚の CPUE 指数は、2000 年

代半ばに観測された歴史的低水準に比べてはるかに高くなっている。5
歳魚の指数は、近年においてやや減少傾向にある。8－11 歳魚の CPUE
指数は最近の 4 年間において徐々に増加した。12 歳＋の指数は 2008 年

から 2011 年まで減少し、その後は低水準で変動した。日本と韓国の操



 

業が重複している海区における両国の CPUE の傾向は妥当に一致して

いる。 
• 産卵場におけるインドネシアの漁獲物の体長及び年齢のモニタリング

の結果、2012 年以降、より小さく、より若齢の年級への大幅なシフト

が示されている。今次会合に提示された情報では、産卵場沖（2 区及

び 8 区）において異常に小さい魚が漁獲されたこと、またこれらはモ

ニタリングシリーズから除外すべきであることが示された。このた

め、今次会合では、産卵場の指標のトレンドに関する更新情報はな

い。 

87. 文書 CCSBT-ESC/1509/11 は、SBT 資源にかかる 2014‐2015 年の漁業指

標のアップデートを、（1）過去の未報告漁獲量の影響を受けない指標、

及び（2）未報告漁獲量の影響を受ける可能性のある指標の二つのグルー

プにまとめて示している。 解釈する指標は、サブセット 1 と、サブセッ

ト 2 の一部の指標の最近のトレンドに限定される。2015 年には、若齢

SBT（1‐4 歳魚）の資源量にかかる三つの指標（科学航空目視調査指

数、単位漁獲努力量当たりの表層資源量（SAPUE）／商業航空目視指

数、ひき縄指数）が得られなかったため、これらの指標のアップデート

はない。 過去の指数を参考として示した。4 歳＋の SBT に関する指標は

様々なトレンドを示している。ニュージーランドの合弁事業漁業の 2014
年の CPUE はやや減少したが、ニュージーランド国内はえ縄漁業の 4 歳

＋のノミナル CPUE は 2014 年に急激に増加した。同様に、日本のはえ縄

漁業の 4 歳＋のノミナル CPUE も増加した。産卵場における SBT の体長

クラスの中央値は、小型（若齢）魚の漁獲報告が大幅に増加したため、

2013‐14 年及び 2014‐15 年は過去の漁期より減少した。これらの漁獲位

置を理解する必要性は依然として高い。SBT の平均年齢は 2013‐14 年に

わずかに増加したが、中央値には変更がなかった。 

88. ESC は、全世界の報告漁獲量が、2013 年の 11,434 トンから 2014 年には

12,803 トン1 に増加したことに留意した。2013 年、2014 年ともに、報告

漁獲量は全世界 TAC よりも高かった。 

89. 台湾は文書 CCSBT-ESC/1509/23 を発表した。本研究では、台湾はえ縄漁

業の漁獲物の組成をベースに、各データセットにおける操業の特徴を特

定するためにクラスター分析を行った。クラスター分析の結果を、SBT
を対象とする船からデータを抽出する際の基準として、またモデルにお

ける SBT ターゲッティング効果として使用した。 CPUE の標準化には一

般化線形モデルを用いた。その結果、操業クラスターが大半の分散を説

明する主な要素（効果）であることが示された。標準化 CPUE は海域に

よって異なるトレンドを示したが、近年は全海域で大きく減少してい

る。3‐5 歳魚の CPUE シリーズは、他の年齢級群よりも大幅に高かった

                                                 
1 2014 年漁期の報告漁獲量は、文書 CCSBT-ESC/1509/04 に説明されているとおり、予備的な

推定値である。 



 

一方、10 歳＋の級群以外、大半の年齢級群の CPUE は明確な減少傾向を

示した。 

90. ESC は、台湾の CPUE シリーズをさらに開発するために多くの作業が行

われたことを認識した。しかしながら、データ及びその標準化の解析に

は依然としていくつかの懸念が残っている。台湾は、手法やデータの解

釈にかかる提案について検討した上で、改善させたシリーズを次回会合

において提示することに合意した。 

91. 韓国は文書 CCSBT-ESC/1509/26 を発表した。本研究では、操業データと

一般化線形モデル（GLM）を用いて、韓国マグロはえ縄漁業における

SBT の CPUE（1996‐2014 年）の標準化を行った。GLM に用いたデータ

は、年別、四半期別、海域別の漁獲量（尾数）、漁獲努力量（鈎針

数）、フロート間の鈎針数（HBF）、操業位置（5 度区画）、漁船の識別

子である。海域別の CPUE を精査した結果、韓国漁船が SBT を漁獲対象

とした海域が二つ特定された。この二つの海域の SBT の CPUE は各々、

デルタ対数正規法により標準化した。GLM 解析の説明変数は、年、月、

漁船識別子、5 度区画、鈎針数であった。全海域に対する GLM の結果、

ノミナル CPUE に対して最も重要な影響を及ぼした因子は、位置、年、

並びに月であったことが示唆された。二つの海域の標準化 CPUE は、

2000 年代半ばまで減少し、その後は増加傾向を示している。 

92. 日本は文書 CCSBT-ESC/1509/29 を発表した。本文書では、漁業指標及び

漁業から独立した指数を検証し、SBT 資源の現在の概況を確認した。 は
え縄 CPUE 指標は、4 歳、5 歳、並びに 6‐7 歳の年齢級群について 1980
年代後半及び 2000 年代半ばに観測された歴史的低水準を大きく上回って

いることを示唆している。4 歳魚及び 5 歳魚の CPUE 指標は、近年におい

てやや減少の傾向を示している。8‐11 歳魚の CPUE 指標は最近の 4 年

間、徐々に増加している。12 歳＋の指標は 2008 年から 2010 年まで減少

し、その後は低水準で変動している。これら高齢級群の現在の水準は、

過去に観測された水準から変わらず、依然として非常に低い。OM 及び

／または MP で使用されてきた他の集計年齢（4 歳＋）の CPUE 指数は、

近年増加傾向を示している。これらの指数の現在のレベルは、2000 年代

半ばに観測された過去最低レベルを大きく上回っている。検証された

様々な加入量指標から、近年の加入量レベルは年ごとに変動しているも

のの、1990 年代（1999 年から 2002 年の非常に低いコホート以前）と同

レベルか、もしくはそれ以上であることが示された。近年の指標から

は、加入量が 1999‐2002 年コホートほど低いとは示唆されていない。 

93. 日本は文書 CCSBT-ESC/1509/30 を発表した。 資源評価及び MP において

最も重要な科学データである CPUE から求められた日本のはえ縄漁業の

操業パターンについて、最近年のものと過去 10 年間のものとを比較する

ことにより精査した。漁獲量、隻数、操業時間と海域、海域間の比率、

体長組成、操業の集中などの点において、2014 年の操業パターンに顕著

な違いはなかった。すなわち、2014 年のはえ縄 CPUE は、今までと同様

に SBT の資源量の変化を一貫した形で示していると言える。過去 10 年

間、7 区における操業数の割合は継続的に増加しているが、これは船団が



 

同海区に戻ってきているためである。2014 年には総漁獲枠が増加したた

め、月間の 5 度区画内の操業回数が増加したが、操業区画数には変化が

なかった。 

94. LL1 の漁獲努力量に関して、2007 年以降、操業が行われた 5 度区画及び

1 度区画の数が減少していること（すなわち漁獲努力量が集中しているこ

と）が留意されたが、これは IQ 制度の導入及び総漁獲枠の削減を反映し

ている。しかしながら、最近年においては、操業の行われた 1 度区画ご

との漁獲努力量が若干増加している。LL1 船団の漁獲努力量の分布は、

過去最低数の 5 度区画と 1 度区画に集中している。日本は、漁獲努力量

の時空間分布には予期せぬ変化は見られていないものの、今後どのよう

に変化するかは予測できないため、文書 CCSBT-ESC/1509/30 で推奨され

ているように今後もモニタリングを継続することが重要であると指摘し

た。 

95. 日本は文書 CCSBT-ESC/1509/31 を発表した。本文書は、CCSBT の管理方

式で使用されている資源量指数であるコア船 CPUE について総括した。 
データの作成、GLM 及び海域の重み付けを用いた CPUE の標準化につい

ての詳細が示された。データは 2014 年の分まで更新された。2014 年の指

数、及び GLM のベースモデルから得られた W0.8 と W0.5 は、過去 10 年

間の平均値よりも高かった。 

96. 現在、放流／投棄（3－4 歳魚に影響）は CPUE の標準化に含まれていな

いが、放流／投棄データはデータ交換において提供されていることが留

意された。 

97. ESC は、上記の点と及び大型魚から小型魚への長期的な選択性のシフト

を踏まえ、標準化には 5 歳＋のシリーズを使用することが適切である可

能性に留意した。 

議題項目 11. SBT の資源状況 

11.1. 例外的状況にかかる評価 

98. 2011 年の第 18 回年次会合において、CCSBT は、SBT の全世界総漁獲可

能量（TAC）の設定の指針として管理方式（MP）を使用することに合意

した。また、CCSBT は、SBT 漁業における例外的状況に対処する方法と

してメタルールプロセスを採択した（2013 年 ESC）。メタルールプロセ

スは、（1）例外的な状況が存在するかどうかを判断するプロセス、

（2）行動のプロセス、（3）行動の原則について規定している。 

99. 例外的状況とは、管理方式が試験された範囲の外にある事象または観測

結果のことを指し、したがって、管理方式（MP）により算出された総漁

獲可能量（TAC）を適用することが不適切である可能性を示唆するもの

である。 

100. 日本は文書 CCSBT-ESC/1509/37 を発表した。本文書では、はえ縄 CPUE
指数を OM から得られた予測結果と比較した。同指数の近年の観測値

は、2011 年にベースケースの OM で予測された 95%の確率範囲 に十分に



 

含まれている（図 2）。航空目視調査（AS）指数については、2015 年の

指数が得られなかったこと、及び将来この指数を提供する調査の規模が

縮小されることの影響を、いくつかの予測を行うことにより検証した。

2015 年の AS 指数がないこと、 また関連する調査の規模の縮小は、管理

目標、資源の保存、並びに予測された TAC の値において、MP のパフォ

ーマンスにほとんど影響しないことが確認された。そのため、著者は、

現時点で例外的状況を発動する必要はないという結論に達し、2016 年に

は現行の MP を引き続き使用して 2018‐2020 年漁期の TAC を勧告する

ことを提案した。2016 年漁期の TAC については、例外的状況を発動する

必要がなく、他の間接的な加入量指数（例えば若齢魚 CPUE）において

も、2015 年には急激かつ大きな変化が見られなかったことから、TAC の

値を変更する必要はないとの結論に至った。 

 
図2. MPへのインプットとしてのはえ縄CPUEシリーズ（2005‐2014年）、及び2011
年に予測した2011年から2020年までの「ベースケース」シナリオ（リファレンスセ

ット）、白線と点は予測されたCPUEの中央値、紫色の影は2.5%から97.5％のパーセ

ンタイルを5%ごとに示したもの。 
 

101. ESC は、2014 年のはえ縄 CPUE は、MP の試験で予測された範囲内に十

分に収まっていることに合意した。しかしながら、2015 年に航空目視調



 

査が行われなかったため、2015 年の航空目視指数が予測範囲の内側にあ

ったかどうかを確認することは不可能であった。 

102. 文書 CCSBT-ESC/1509/12 は、MP の仕様及びメタルールには、資源の再

建に向けた目標及びパフォーマンス測定が含まれていること、MP 自体の

具体的な仕様（モニタリングシリーズ、解析、漁獲管理ルール及びその

実施）、TAC の勧告スケジュール、資源状況に関する定期評価、MP の

パフォーマンスに関する公式レビュー、例外的状況を確認するプロセス

と基準（すなわち MP 開発における管理戦略評価（MSE）段階で試験さ

れた範囲外の状況／事象）などが含まれていることに留意した。本文書

は、メタルールの目的と機能について、特に（1）例外的状況の目的及び

MP の実施と定期的なレビューにおいて例外的状況が確認された場合にと

り得る行動の流れに焦点を置いてレビューを行った。ESC 20 は、

SFMWG からの要請に伴う影響に加えて、（1）2015 年の航空目視データ

ポイントの欠落、（2）不確定数量の未考慮漁獲量（UAM）の確認、

（3）インドネシアのサイズ／年齢データのシフト（2013‐2015 年）とい

った事象が、MP のメタルールの下で例外的状況に相当するのかどうかに

ついて検討する予定である。先の二つは例外的状況に相当する可能性が

あるが、取るべき行動はそれぞれ異なる。航空目視調査の 2015 年データ

ポイントの欠落は、MP 内の「解析及び漁獲管理ルール」で対応できるた

め、2016 年の航空目視調査指数が得られるのであれば、2016 年に MP を

使って 2018‐2020 年の TAC を勧告することは可能である。UAM につい

ては、MP の試験では総漁獲量が正確に報告されると仮定していたため、

2011 年以降の UAM のアローワンスは設けられていない。したがって、

原則的に UAM は例外的状況であり、実際問題として、OMMP 作業部会

と ESC が 2014 年に終了した作業では、考え得る範囲の UAM が実際に発

生している場合には、MP の予測パフォーマンスが損なわれる可能性があ

ることが示された。インドネシアのサイズ／年齢データのシフトについ

ては ESC においてまだ十分に検討されていないが、文書 CCSBT-
ESC/1509/14 では、資源に対するインドネシア船団のインパクトに影響す

るほどの大きな違いが示されている。また、OM 及び近縁遺伝子資源量

推定におけるこれらのデータの利用にも影響が及ぶ。2016 年以降、航空

目視調査が継続されない場合の影響は、将来的に起こり得る事象である

ため、例外的状況という視点からの検討はより複雑である。しかしなが

ら、仮に航空目視調査が継続されなかった場合、（1）将来の TAC を勧

告するために合意された MP が使用できなくなる、（2）この調査指数に

取って代わるものとして認められた加入量モニタリングのソースがない

ため、明らかに例外的状況となる。その場合には、新しい加入量指数及

び新しい MP の開発と全面的な MSE 試験が必要となる。産卵親魚資源が

将来減少するリスクを最小化するとともに資源の再建を目指すという拡

大委員会の目的に合致した TAC を勧告するために頑健な MP が利用でき

るようになるまでには、多大な追加費用と時間を要することとなる。 

103. この発表を踏まえ、ESC は、2015 年の例外的状況の有無について検討す

る際、（上記に示した）はえ縄 CPUE に加えて以下の点についても考慮

することに留意した。 



 

• 2015 年の航空目視調査の中止 
• 2015 年の加入量に関して他の直接的推定値がないこと 
• 未考慮死亡量の規模 
• インドネシアの漁獲物のサイズ／年齢データにおけるシフト（2013－

2015 年） 
• 2016 年以降の航空目視調査の不実施 
• TAC を上回る報告漁獲量 

 

11.1.1 2015 年の航空目視調査又は 2015 年におけるその他の直接的加
入量推定値の欠如 

104. 航空目視調査のデータは MP の要件であるため、2015 年に航空目視調査

がなかったことによる TAC 勧告への影響のレビューが必要となった。

ESC は、2015 年の航空目視調査がなかった影響について評価を行い、

2016 年に航空目視調査が行われ、将来において効果的な加入量のモニタ

リングが行われるのであれば、MP の予測パフォーマンスには影響がない

ことを確認した（上記パラ 97 参照）。 

11.1.2 未考慮死亡量（UAM） 

105. 2014 年に行われた前回会議において、ESC は以下の意見を表明した。 

106. 採択された MP の試験においては、MP により勧告された TAC を上回る

漁獲量にかかる明確なアローワンスを設けていなかった。このため、

ESC は、EC から要請された感度試験において使用された潜在的な未考慮

漁獲量の範囲を、例外的状況を代表するものとして検討した。 

107. ESC は、文書（CCSBT-ESC/1409/15 及び 38）に示された未考慮死亡量に

かかる感度試験の結果から、現在の資源状況に対する潜在的な影響は、

現在の資源評価のリファレンスセットと比べてさほど大きくないと示唆

されたことに留意した。しかしながら、資源の再建及び将来の TAC に対

する潜在的な影響はより大きく、感度試験によって結果が異なることが

示された（CCSBT-ESC/1409/15、表 2）。特に ESC は、EC の暫定再建目

標に対して、「Added Catch」感度試験が資源の再建確率に最も大きく影

響したことに留意した。 

108. ESC は、潜在的な未考慮死亡要因がメタルール・プロセスの下での行動

を発動するかどうかについて、以下の点に留意した。 

• MP のチューニングでは、漁獲量は MP に基づく TAC 勧告に従うこと

を仮定していたが、必ずしもそうではないようである 
• 資源再建確率は、ベースケースの 79%に対して、「Added Catch」シナ

リオでは 49%に低下する。この再建確率の低下は非常に大きいもので

はあるものの、MP のチューニングの際に検討された最も悲観的な頑

健性試験（「Upq 」）の再建確率と同レベルである（2011 年 ESC 報告

書、別紙 9 の表 1） 



 

• 管理方式は追加漁獲による資源量の減少に反応するが、完全に相殺す

るものではない 
• 産卵親魚資源の状況は改善してきており、現在漁獲されている魚は近

年の加入量が高かった級群の恩恵を享受している（文書 CCSBT-
ESC/1409/38 の図 3）。その結果、ESC が検討したような未考慮死亡の

水準があり得るものの、予想される資源の軌道は依然として上向き

（すなわち、速度は減退しても再建は続く）である。 

109. 上に述べたとおり、MP の設計時には想定されていなかったような相当量

の未考慮死亡が発生している可能性があると見受けられる。仮にその水

準が真実であるならば、MP の下での再建確率は EC が企図した水準より

も大幅に低くなることから、例外的状況に該当する可能性がある。 

110. また、ESC は、仮説として挙げた追加の未考慮死亡量が仮に真実であっ

たとしても、MP の提案に従い続ければ短期的には再建が継続していくこ

とに留意した。このため、ESC は EC に対し、規定どおりに MP に従い続

ける一方で、緊急課題として全ての SBT 未考慮死亡要因を定量化するた

めの措置を講じるよう助言した。相当量の未考慮死亡量が確認された場

合には、EC の掲げた再建目標を達成するべく MP を再調整する必要があ

る。さらに ESC は、EC に対し、TAC の遵守を確保するための対策を講

じるよう助言した。 

111. 2015 年において、ESC は上記の見解を支持するとともに、前回の会合以

降に入手した追加情報について検討した。IOTC 及び WCPFC 漁業におけ

る CCSBT メンバーの漁船の混獲率との比較を基に推定された、同海域に

おける非メンバー国の漁獲量が ESC に報告された（CCSBT-ESC/1509/10
及び CCSBT-ESC/1509/21）。二つの異なるアプローチで推定された非メ

ンバー国の総漁獲量は、低または中程度（2011‐13 年の平均推定値は

120 トンから 580 トンで、2015 年 TAC の 0.8%から 4%に相当）であっ

た。しかし、これらの推定値には南大西洋又は東部太平洋の潜在的な漁

獲量は含まれていない。 

112. ESC は、UAM の検討において、2014 年に使用した「Added Catch 」感度

試験が引き続き妥当なシナリオであると見なした。ESC は、将来におい

て MP が改訂される場合には、UAM について、既知の要因又は合理的に

推測される要因を全て含めることに合意した。これにより一層の予防的

なアプローチを取ることとなり、EC の再建目標を達成するための TAC
の水準に影響が及ぶこととなる。   

113. ESC は、MP への影響は UAM の規模次第であることに合意した。上記で

参照した「Added catch 」感度試験では、2035 年に再建目標を達成する確

率が 74%（ベースケース）から 49%に低下した。2015 年に行われた

UAM のレビューでは、UAM の潜在的な規模に関する ESC の認識は変わ

らなかった。ESC は、本件に関する作業計画（2014 年 EC 報告書、パラ

53）にも留意した結果、ESC は、規定どおり MP に従い続ける一方で、

緊急課題として全ての SBT 未考慮死亡要因を定量化するための手段を講

じるよう提案した 2014 年の助言を繰り返した。相当量の未考慮死亡量が



 

確認された場合には、EC の掲げた再建目標を達成するため、MP を再チ

ューニングする必要がある。さらに ESC は、EC に対し、TAC の遵守を

確保するための対策を講じるよう助言した。 

11.1.3 インドネシアのサイズ／年齢データのシフト 

114. ESC に発表された情報から、小型魚は産卵場の沖の漁場で漁獲されたこ

とが示された（インドネシア国別報告書）。インドネシアは、ベノアの

モニタリング（CCSBT-ESC/1509/14、インドネシアのサイズ／年齢に関

する文書）に含まれている魚の漁獲位置について必要なレベルまでこれ

を詳細に確認するとともに、産卵場の漁獲の特徴付けを行うため、CDS
データを解析用に提供すると述べた。  

115. この解析結果は、2016 年の ESC で発表される予定である。この解析によ

って、小型魚が産卵場で漁獲されたものではないこと及びインドネシア

船団の 2 区及び 8 区における操業がモニタリングシリーズに影響を及ぼ

していないことが確認されれば、MP の実施を変更する必要はないものと

考えられる。 

11.1.4 2016 年以降の航空目視調査の中止 

116. 2016 年以降に航空目視調査が行われないのであれば、これは明らかに例

外的状況に相当する。2016 年以降の AS がない場合、現行 MP で設定す

ることになっている 2020 年までの TAC について、年次のレビューにお

いて用いる加入量にかかる AS からの重要な情報を欠くことになる点が留

意された。さらに、MP は将来の TAC を補正する MP のフィードバック

のパフォーマンスにも関係するため、その継続性が重要である。2016 年

以降に AS が行われない、すなわち、加入量のモニタリングがない状況

で、さらに MP もないという場合には、2016 年の ESC において、例外的

状況及びこれに伴って想定される行動（2017 年以降の TAC の変更の可能

性も含む）についての議論の中で検討する必要がある。 

11.1.5 報告された TAC に対する超過漁獲 

117. 全世界 TAC については、2013 年に 485 トン、2014 年には 354 トン超過

して漁獲された。報告された超過漁獲は資源評価に含められたが、MP を

採択した時点では、将来の TAC は超過されないことを仮定していた。こ

の影響は、上記 11.1.2（UAM）と同様であり、TAC 以上の全漁獲量の累

積効果を検討しなければならない。 

118. ESC は、個々の問題（UAM、超過漁獲、加入量モニタリングがなくなる

可能性）が重なることにより、資源への潜在的なリスク及び MP の再建

パフォーマンスに対して深刻な懸念があることに留意した。ESC は、拡

大委員会が優先課題として UAM にかかる作業計画を完了させること、

及び拡大委員会の資源再建目標を達成に向けた MP の重要性に関する過

去の助言を繰り返した。 

119. ESC は、例外的状況にあるかどうかの判断はメタルール全体のプロセス

における一ステップにすぎないという事実に対する注意を喚起した。

ESC は、こうした状況が MP によって提示された勧告 TAC を変更するた



 

めにメタルールを適用する必要があるほどのものであるかどうかの判断

が、毎年のレビュープロセスによる重要な結論であることを強調した。 

 

11.2. SBT 資源状況の概要 

120. ESC は、2014 年の前回会合において以下の見解を示した。 

121. 2014 年の ESC に提示された資源評価の結果に基づき、オペレーティング

・モデルのリファレンスセットに関する資源状況の助言が以下のとおり

まとめられた（表 5）。現在の産卵親魚資源量のサイズについては二つ

の測定値が提示された。オペレーティング・モデルで使用された新手法

は、産卵親魚資源量（SSB）として示され、近縁データをオペレーティ

ング・モデルに取り入れた際に導入した産卵能力にかかる修正推定値に

基づいている。10 歳以上の魚の資源量（B10＋）も提示しているが、こ

れは過去の資源評価で使用した手法に基づいており、比較対象として含

めたものである。 

122. 資源は依然として非常に低水準にあり、初期 SSB の 9%（PI 80% では

8‐12 %）と推定され、最大持続生産量（MSY）の生産水準より低いも

のの、2011 年の資源評価以降いくらかの改善が見られ、漁獲死亡率は

MSY を与える水準よりも低くなっている。初期資源量と比較した B10+
は 7%と推定され、2011 年の 5%よりも高くなっている。現在の TAC
は、2011 年に採択された管理方式の勧告に基づいて設定されたものであ

る。 

表 5: ミナミマグロの 2014 年資源評価の概要 
ミナミマグロの 2014 年資源評価の概要2 

最大持続生産量 33,000 トン （30,000-36,000） 
2013 年の報告漁獲量 11,726 トン 
現在の置換生産量 44,600 トン（35,500-53,600） 
現在（2014 年）の産卵親魚資源量 
（B10+） 

83,000 トン（75,000-96,000） 

現在の枯渇状態（初期との相対値）  
SSB 
B10+ 

 
0.09 （0.08-0.12） 
0.07 （0.06-0.09)） 

SSBmsyに対する産卵親魚資源量（2014
年） 

0.38 （0.26-0.70） 

Fmsyに対する漁獲死亡量（2013 年） 0.66 （0.39-1.00） 
現在の管理措置 メンバー及び協力的非加盟国の有効漁

獲量の上限：2014 年は 12,449 トン、

2015‐2017 年は 14,647 トン／年 

 

123. 2015 年の指標から限定的かつ様々な兆候が示された（別紙 6）。全体的

な結果を総括すると以下のとおりである。 

                                                 
2 括弧内は 10 及び 90 パーセンタイルの数値。 



 

• 2015 年においては、加入量に関する新しい情報は収集されなかった。

2015 年は、航空目視調査、SAPUE、並びにひき縄調査の全てが中止さ

れた。2014 年の加入量指標情報への変更はない。 
• 5 歳魚から 7 歳魚の日本のはえ縄船団の CPUE 指数は、2000 年代半ば

に観測された歴史的低水準に比べてはるかに高くなっている。5 歳魚

の指数は、近年においてやや減少傾向にある。8－11 歳魚の CPUE 指

数は最近の 4 年間において徐々に増加した。12 歳＋の指数は 2008 年か

ら 2011 年まで減少し、その後は低水準で変動した。日本と韓国の操業

が重複している海区における両国の CPUE の傾向は妥当に合致してい

る。 
• 産卵場における魚の平均体長及び年齢にかかる最近の減少は、2013‐

2015 年のインドネシア漁業における小型魚の漁獲に関係している。

2015 年の ESC に対するインドネシアからの情報では、これらの魚は産

卵場ではなく、2 区及び 8 区において漁獲されたものと考えられた。

可能であれば 8 区及び 2 区の魚を除外するよう、産卵場の体長及び年

齢データを再集計する必要がある。したがって、現時点では、産卵場

の指標にかかる更新情報はない。 
 

議題項目 12. 科学調査計画及びその他休会期間中の科学活動の結果のレ

ビュー 

12.1 科学調査計画（SRP） 

将来的な近縁遺伝子の活用 

124. 文書 CCSBT-ESC/1509/19 は、近縁遺伝子標識再捕（CKMR）の将来的な

利用に関するオプションを提示したものである。CKMR は、CPUE、漁獲

量、加入量データから独立した SSB 状況の直接推定値や、OM の構造的

な仮定に関連する情報（例：体長別繁殖率）を提供するものである。こ

れらのデータは OM に直接利用できるが、将来の MP の構成要素として

も利用できる可能性がある。2012 年の当初の CKMR（例：CCSBT-
ESC/1208/19）では、2006 年から 2010 年にインドネシア及びオーストラ

リアによって採集されたサンプルを使用した。CCSBT の協力の下、サン

プリングは 2011 年から 2015 年まで継続されており、ESC がこれを利用

できるよう、いずれ遺伝子型判定が行われるものと予想される。本文書

は、2014 年のスコーピング調査（CCSBT-ESC/1409/44）を更新したもの

であり、将来のサンプルサイズにかかる様々なオプション、また SBT の

CKMR が開始されて以降の 10 年間における遺伝子学の急速な発展を活か

して、新しい遺伝子型判定技術に移行することの利点と欠点を検討し

た。2015 年のアップデートでは、遺伝子型判定の正確性を評価するため

に行った既知の親子ペアの再判定など、2014 年の高度な遺伝子型判定技

術（「HFS-Dart」と呼ばれるようになった）を網羅的に試験した。HFS-
Dart は、2012 年に用いた旧式のマイクロサテライト技術よりもはるかに

安価であり、かつより正確であることが確認されている。また、親子ペ

ア（POP）に加え、若齢魚の半きょうだいペア（HSP）についても特定す



 

ることができ（マイクロサテライトでは POP のみ確認可能）、このこと

は追加の情報を提供するとともに、仮定の頑健性を高めるものである。

HFS-Dar への移行が推奨される。新旧の技術は比較対象とならないた

め、既に遺伝子型判定が行われた 8000 尾の 2006‐2010 年のサンプルを

再判定する必要があり、そのための一時的費用がかかるが、これらの魚

の親が 2010 年以降のサンプルで見つかる可能性がある（2006‐2010 年の

成魚のサンプルについては再判定する必要はない。それは、これらの成

魚の 3 歳魚の子孫は当初の調査で既にマッチングされているはずであ

り、また、既に死亡した成魚であることから、さらに子を産んでいない

ためである）。しかし、HFS-Dart の単価はマイクロサテライトのおよそ

半額であり、新旧どちらかの技術で一度は遺伝子型判定を行う必要のあ

る「未処理」の 2011－2015 年のサンプルが 1 万尾あるため、それらを新

技術で判定すると、再判定の費用を含めても節約が生じる。将来のサン

プルサイズについては、CCSBT-ESC/1509/19 において様々なオプション

が検討された結果、暫定的に 2018 年まで、毎年 1000 尾の若齢魚と 1000
尾の成魚の遺伝子型判定を行うことが推奨された。これ以下のサンプル

サイズでは、結論の精度が大きく低下する。継続的なサンプルサイズに

ついては、未処理の遺伝子型判定と解析が行われた後に再検討する必要

がある。 

125. 遺伝子型判定は複雑で専門性の高い分野であり、ESC にとっては不慣れ

な分野であることから、ESC は過去に外部によるレビューを要請した

（2014 年 ESC19、パラ 131）。このことを踏まえ、CCSBT-ESC/1509/19
については、遺伝子学の関連分野に関わる二人の国際的な専門家による

外部レビューを実施し、CCSBT-ESC/1509/36 にその結果を提示した。レ

ビューを行った二人の専門家は共に、HFS-Dart に移行する提案と、

CKMR を POP に加え HSP にも拡げることの価値を支持した。 

126. ESC は、CCSBT にとって CKMR が相対的に費用が低く、価値が高いこ

とについて既に留意している（例えば 2014 年 ESC19、パラ 132）。 

127. ESC は、最近採集したサンプルの遺伝子型判定、並びに過去にマイクロ

サテライト手法で判定したサンプルの再判定に関して、その費用対効果

について議論した。2011‐2015 年に採集した近縁（CK）組織サンプルの

遺伝子型判定の費用については、SNPS ベースの新手法の方が以前のマイ

クロサテライト技術よりも格段に低くなることが留意された。既に遺伝

子型判定が行われた 2006‐2010 年のサンプルについては、再判定が必要

なのは若齢魚だけである。これは、新旧の異なる手法で判定した遺伝子

型データのマッチングができないためであり、新しいサンプルの中か

ら、2006‐2010 年の若齢魚とマッチする成魚が見つかる可能性があるた

めである。 

128. 議論の中で、新しい遺伝子型判定手法には追加的な利点があることも留

意された。すなわち、同じ遺伝子型情報を得るのに、単一の「リーダー

（判定者）」又はラボに依存しないという点である（マイクロサテライ

ト技術では依存する）。新手法では、技術の変化にも対応でき、試験を



 

行うラボやその技術力に関わりなく同じ遺伝子型が得られるため、一社

に依存する必要がない。 

129. 新手法を取り入れるため、サンプル処理のスケジュールを調整した。

2017 年の資源評価にこれを使用することができるよう、2011‐2015 年の

サンプルを 2 年間で処理することは可能である。収集されたデータ及び

モデルにおけるその利用、並びに必要な資源量推定値の精度レベルを把

握した上で、2018 年に必要なサンプルサイズをレビューすることは有用

と考えられる。  

130. 新しい遺伝子型データを用いて実施することができる半きょうだいペア

（HSP）の解析は、例えば産卵場における選択性又は滞留にかかる推定

値の微調整といった追加情報や、成魚生存率及び資源量に関する重要な

情報を提供することができる。ESC は、長期的には CK データを将来の

MP に利用することも可能であることに留意した。CK は加入量のモニタ

リング情報を提供するのではなく、産卵親魚資源量に関する直接的な情

報を提供するものである。 

131. ESC は、2017 年の資源評価までに「未処理の」サンプルの遺伝子型の判

定を行うことを優先課題として提案した。 

遺伝子標識放流の設計研究  

132. 文書 CCSBT/1509/18 は、遺伝子標識放流にかかる設計研究の結果と勧告

を提示したものである。遺伝子標識放流は、他の標識放流計画と類似し

たものであり、自然死亡率や漁獲死亡率に加え、絶対的な加入資源量な

ど、資源評価や管理方式で利用可能な有用なデータを提供することがで

きる。遺伝子標識放流の主なメリットは、2001‐2006 年の CCSBT 通常

型標識放流計画の中止につながった報告率及び標識脱落の問題を解決で

きる点である。また、遺伝子標識データは漁業から独立しているため、

CPUE への依存度を下げることにも貢献する。この遺伝子標識放流の設

計研究の目的は、パイロット研究の実験設計を改良し、シミュレーショ

ンで得たデータを用いて、SBT の OM にデータを取り込む手法を実証す

ることであった。パイロット研究では、オーストラリア大湾において 2
歳魚の標識放流を行い、1 年の混合期間の後、3 歳魚を再捕することを提

案している。パイロット研究の費用及び精度推定値を更新した。遺伝子

技術については近縁設計プロジェクトで評価がなされている。不確実性

及びバイアスの原因となり得るもの、及びそれらに対応する方法につい

ても検討された。また、遺伝子標識放流から得られた資源量の推定値を

SBT の OM に取り込む方法も開発、実証された。遺伝子標識データの時

系列は、将来の MP で使用することも可能であるが、そのためには新し

い MP の開発と試験が必要である。既存の MP に、これらのデータを航

空目視調査指数の代わりとして単純に追加することはできない。隔年の

データであっても SBT の OM に取り込むことは可能だが、隔年のデータ

のみを使用する将来の MP の評価と、拡大委員会の目的に合致するよう

MP をチューニングすることが必要である。 



 

133. 文書 CCSBT-ESC/1509/40 は、 遺伝子標識放流の設計文書に対する追補で

あり、サンプルの遺伝子型判定にかかる最近の見積りを基に更新した遺

伝子標識放流パイロット研究にかかる概算費用を示している。予算にお

ける当該部分の費用は大幅に下がり、約 10 万豪ドルを削減した。 

134. 文書 CCSBT-ESC/1509/40 に示した金額は、2 歳魚の 1 コホートの資源量

推定値を得るための費用であり、作業期間は 2 年に及ぶこと（当初の標

識放流から資源量推定値の計算まで約 22 か月）が確認された。費用は 2
年に配分することができる。文書では総費用が示されたが、CSIRO がパ

イロット研究の費用を一部負担できる可能性がある。将来的には、継続

的なモニタリング費用を削減できるような、費用に関する効率性を見出

すことができる可能性がある。 

135. できる限り多くの時空間で数多くの魚群に標識を配分するため、標識放

流プロトコル（2001 年の CCSBT SRP 標識放流計画において確立された

もの）が利用される予定である。組織サンプルを効率的に収集し、かつ

サンプルの汚染を予防するサンプリングツールも開発された。 

136. 収穫時のサンプル再捕のタイミングにより、資源量推定値が得られるの

はプロジェクト 2 年目の 10 月となり、ESC 会合の後となるため、これを

2017 年の評価のための OM 又は新たな MP に使用できるのは翌年とな

る。すなわち、2016 年（2 月）に標識放流した場合、データを入手でき

るのは 2017 年 10 月で、利用可能となるのは 2018 年 ESC からとなる。 

その他の SRP に関する検討 

137. ニュージーランドは文書 CCSBT-ESC/1509/20 を発表した。本文書の目的

は、拡大委員会の予算の範囲内で対応でき、かつ将来の資源管理におい

て効果的な SBT の加入量モニタリング手法について、ESC における議論

を促すことであった。文書は、航空目視調査、ひき縄、SAPUE の加入量

指数の信頼性を問い、より費用対効果の高いオプションが必要であるこ

とを示唆した。航空目視データは、OM が推定した個別の年齢級群の強

度にうまく合致しないように見受けられた。年齢別 CPUE（体長に基づ

く）は、費用対効果の高い加入量指数として、いくらかの可能性を示し

た。文書は、ESC が継続的な資源評価及び新しい管理方式の開発に必要

な情報を提供できるよう、前に進む方法として作業計画（スケジュー

ル）を提案した。 

138. 文書 CCSBT-ESC/1509/20 は、2016 年に航空目視調査に資金を拠出するこ

とにより SRP の他の重要な要素が延期されたこと、もしくは今後延期せ

ざるを得なくなることについての懸念を表明した。 

139. 文書 CCSBT-ESC/1509/15 は、成熟度推定のための近縁遺伝子（CK）組

織、卵巣、耳石のサンプル収集の進捗を含む、オーストラリアの SRP 活

動に関する更新情報を示したものである。2014‐15 年においては、イン

ドネシア（成魚 1600 尾）及びオーストラリア（若齢魚 1600 尾）により

漁獲された魚から合計 3200 体の CK サンプルが採集された。オーストラ

リアは、2014 年に 19 尾の SBT から卵巣を採集し、2015 年は可能な限

り、さらに多くの卵巣を採集することを想定している。ニュージーラン



 

ドは、6 区から 122 体の卵巣サンプルを採集し、ホルマリンに漬けてこれ

を保管した。 

140. 文書 CCSBT-ESC/1509/15 は、年齢査定及び成熟度推定ワークショップ

（精度とバイアスを評価するための研究所間の耳石読み取りにかかるプ

レワークショップを含む）の必要性を再度強調した。また、ワークショ

ップにおける議論の前に研究所が卵巣の分類を行うことができるよう、

研究所間で卵巣の交換を行うことも勧告した。 

141. 韓国は、卵巣サンプルについても収集したと述べた（国別報告書を参

照）。 

 

12.2 休会期間中の科学作業 

142. 文書 CCSBT-ESC/1509/13 は、オーストラリア表層漁業における耳石のサ

ンプリング及び年齢査定に関する更新情報を提示したものである。同漁

業において、2014‐15 年漁期に 133 個の耳石サンプルが採集されるとと

もに、前漁期（2013‐14 年）に漁獲した 99 尾の年齢が推定された。三通

りの手法を用いて年齢比率を推定し、これを過去の漁期のものと比較し

た。「成長量が未知の M&B 手法」を用いた推定では、2013/14 年漁期

は、過去のどの漁期よりも 2 歳魚の比率が高く、3 歳魚の比率が低かっ

た。さらに、2013/14 年漁期は過去の漁期よりも 2‐4 歳魚の平均体長推

定値が高く、特に 3 歳魚において顕著であった。文書 CCSBT-
ESC/1509/13 は、現在のサンプリング・プロトコルでは、各体長クラスか

ら収集する耳石の数、又は当該漁業における全体長クラスの代表的な耳

石サンプル数のいずれも提示していないことを指摘した。2014/15 年漁期

の表層漁業漁獲量の年齢分布を推定するために、各体長クラスから十分

な数の魚がサンプリングされたかどうかは自明である。年齢別漁獲量の

推定値の信頼性は、漁獲物を代表するサンプルの測定ができているかど

うかにも依存する。 

143. バリのベノア港沖で操業するインドネシアはえ縄漁業による SBT 水揚げ

の体長及び年齢の分布に関し、過去の解析が更新した文書 CCSBT-
ESC/1509/14 が発表された。2014‐15 年期までの体長分布データと、

2013‐14 年産卵期までの年齢分布データが提示された。過去 3 年

（2012/13 年から 2014/15 年）の漁獲物の中に、非常に小型／若齢の魚の

新しいモードが表れたことが明らかである（140‐155 センチ／7-10 歳

魚）。10 歳魚以下の割合は、2011/12 年の 5.8% から、2012/13 年には

37.0%、 2013/14 年（直接の年齢データがある最後の年）には 22.5% に増

加した。 これらの小型／若齢魚が SBT の産卵場もしくは産卵場の南方で

漁獲されたものであるのか、またそれらを SBT の産卵親魚資源の一部と

見なすことができるのかどうかについてはまだ不明である。本文書は、

これらのデータを SBT のオペレーティング・モデルにおいてどのように

利用するかが課題であることから、小型魚がどこで漁獲されているのか

を理解することが重要であると指摘した。 



 

144. ESC は、2012/13 年に年齢体長相関表が更新されておらず、今後これに対

応する必要があることに留意した。 耳石は採集されたが、当該年にそれ

らの年齢査定を行うための予算が措置されていなかった。望ましいオプ

ションは、保管されている耳石の年齢査定を実施することである。 

145. インドネシアは、近年の同国の漁獲物に見られた小型魚は産卵場の沖に

由来するものであると述べた。2016 年の ESC に向けて本文書の解析をア

ップデートするため、インドネシアとオーストラリアは休会期間中に作

業する予定である。 

146. 台湾は文書 CCSBT-ESC/1509/22 を発表した。本研究では、 2002‐2013
年にオブザーバーにより採集された耳石の年輪を読み取ることにより、

1,451 尾の Thunnus maccoyii （SBT）の年齢が決定された。これらのサン

プルを基に年齢体長相関表（ALK）が作成され、ALK を用いて尾叉長

（FL）を年齢データに変換した。オブザーバーが測定した平均 FL は全

て、ログブックのデータよりやや短く、その差は最大で 2007‐2008 年の

10 センチであったが、近年の差は 3 センチ以下となっている。ログブッ

クとオブザーバーデータの差は、後者のカバー率の低さに起因している

可能性があり、オブザーバーは主にインド洋中央の中緯度から低緯度に

おける漁獲を監視した。2006‐2013 年の年齢組成推定値は、ログブック

とオブザーバーデータ間でよく一致しており、主な漁獲は 2‐9 歳の若齢

SBT であった。漁獲物の最大の比率を占めたのは 4 歳魚で、次いで 5 歳

魚または 3 歳魚、その他の高齢年級群の順となった。この結果は、

2002‐2005 年の年齢組成（Shiao et al. 2008）と一致しており、台湾の

SBT を対象としたはえ縄漁業者における操業行動に明らかな変化がなか

ったことを示唆した。 

147. ESC は、台湾のサイズ／年齢組成データについて議論し、全ての年に同

じ年齢体長相関表が使用されていた点に留意した。将来的にこれらのデ

ータを取り込むのであれば、データが少なかったとしても、各年の年齢

体長相関表が使用されることが重要であり、今後はそのような形で発表

されるべきであると提案された。 

148. 台湾は文書 CCSBT-ESC/1509/24 を発表した。本研究では、2014 年に実施

された台湾の科学オブザーバー計画において収集されたサンプルを取り

入れる形で、ミナミマグロ生殖腺サンプルの解析を更新した。2010‐
2014 年 4‐9 月に、合計 273 個の生殖腺サンプルが収集された。両性と

も、4‐7 月にかけて成熟度指数（GSI）が上がり、その後減少傾向を示

した。生殖腺サンプルの組織切片の発達段階に基づき、性成熟の段階を

決定した。ほとんどのサンプルが未成熟期、一部が発達段階と分類され

た。極わずかのサンプルが成熟期と決定されたが、繁殖段階ではなかっ

た。より成熟した雌のサンプルは、4 月から 6 月まで退行期または再生期

にあった。しかしながら、組織解析は一部のサンプルを基に行ったもの

であることから、この結果はまだ予備的なものである。 

149. ESC は、この作業及び生殖腺の収集について、SRP の作業計画スケジュ

ールに組まれている成熟度推定ワークショップにおいて有用であること



 

に留意した。異なる漁業からの小型魚や大型魚のサンプルを持ち寄るこ

とにより、再生産に関するより良い情報を得ることができると考えられ

る。 

150. 日本は、耳石の採集と年齢査定の活動を説明した文書 CCSBT-
ESC/1509/28 を発表した。2014 年においては SBT 435 個体から耳石を収

集した。年齢査定は、2014 年に漁獲された SBT 149 個体について行っ

た。当該データは 2015 年に CCSBT 事務局に提出された。SBT 4,308 個体

の年齢データを解析し、尾叉長と推定年齢の関係を示した。 

 

12.3 科学調査の優先順位 

2016－2018 年における科学調査の優先順位及び現行 MP の代替案 

151. オーストラリアは文書 CCSBT-ESC/109/12 の関連部分を発表した。 メタ

ルールでは、MP のレビューを 2017 年に行うことが予定されている。レ

ビューのタイミングは、必要に応じて合意済みの MP から改良／新 MP
にスムーズに移行できるように、代替のモニタリングシリーズの開発及

び試験を行うなど、複数の考慮事項に基づいて設定されている。最近改

定された科学調査計画（2014‐2018 年）は、この焦点とスケジュールを

踏まえて策定及び優先付けがされたものであり、拡大委員会及びメンバ

ーは、これらのゴールを達成するために必要ないくつかの作業に対して

資金を拠出してきている。本文書では、2014 年に拡大委員会が下した決

定及び 2015 年 7 月の SFMWG 会合からの要請を踏まえ、ESC として検討

すべき課題を総括している。 

MP 関連調査の優先順位 

152. 現行 MP 及び過去の ESC の議論のとおり、ESC が望ましいと考える調査

の優先順位は、CCSBT SRP の下に優先順位付け及び予算措置を行った活

動を継続することである（Anon 2014）。 

153. 仮に拡大委員会が新しい MP の開発を決定した場合、上記（議題 7）で述

べたとおり、ESC の作業計画及び SRP の作業計画の相対的な優先順位に

大きな影響があることから、本件に関してさらに議論を行った。2016 年

以降に AS が行われない場合、新しい MP を緊急に開発する必要がある。 

154. 代替 MP を検討するにあたり、ESC は以下のプロセスについて議論し、

下記の合意と勧告を提示した。 

1.  将来的に MP 及び OM に対するインプットとして漁業から独立した加入量
指数が必要かどうかを判断する。 

155. ESC は、漁業から独立した加入量指数が必要であることに合意した。総

論として、OMMP6 で実施された解析では、特に将来の漁獲能力の変化

が加入失敗の可能性を検知する CPUE の能力に影響する可能性があるた

め、それを検知できる信頼性の高い若齢魚指数の価値が強調された。 

2. 漁業から独立した指数として何が考えられるか？ 



 

156. OMMP6 において、様々な加入量指数の限界や長所が議論され、MP 及び

OM の両方に含めることができるものとして遺伝子標識放流が最も有望

な信頼性の高い指数であるとの結論に至った。 

3. 2016－2017 年以降に航空目視調査が継続されない場合、新たな MP を策定

するための移行プロセスをどうするのか？ 

157. ESC は、長期的な加入量シリーズを開発している期間において、加入量

情報を欠く暫定的な移行期 MP を使用することが可能かどうか検討し

た。しかし、これは短期的な MP を一旦開発して後に長期的な MP を開

発することとなり、費用を大幅に引き上げることになるため、実行可能

な選択肢ではないと判断された。重要な点として、ESC は、航空目視調

査指数と置き換えられる、直ちに利用可能な適切な代替的加入量指数は

ないことに合意している。ESC は、最も効率良く迅速に MP を開発する

方法は、可能な限り現行 MP を調整することであると判断した。 

158. ESC は、現行 MP の手法の調整を通じて AS データから遺伝子標識放流デ

ータに移行することができる新たな MP の開発について議論した。既存

の MP に対して遺伝子標識放流データを単純に用いることはできない。

しかしながら、短期間の遺伝子標識データシリーズと既存の AS 加入量指

数を MP で利用できるように現行 MP を調整することは可能である。こ

の手法の試験は可能で、遺伝子標識放流の長期的シリーズが得られた後

はそれのみを加入量指数として利用する手法も試験することが可能であ

る。新 MP を開発するために必要な休会期間中の作業及び ESC 会合のス

ケジュールを表 4 に示した（上記、議題 7）。この作業には 3 年間の開発

期間が必要であり、その期間に追加の OMMP 作業部会会合を 2‐3 回開

催すると共に、年次 ESC 会合に合わせた OMMP 技術ワークショップの

日数を増やす必要がある。2019 年に 2021‐2023 年の TAC を勧告するた

めに開発する新 MP においてデータを利用できる態勢とするために必要

なデータ収集と利用のタイミングは下記に示した（表 6）。三つのオプ

ションの違いは、航空目視調査と遺伝子標識放流の重複期間と、2017 年

に予定した新 MP の評価と試験において利用できる遺伝子標識放流から

得た加入量推定値の数である。各オプションの費用の差は、主に遺伝子

標識と航空目視調査の重複期間に関係している。ESC は、定期的な遺伝

子標識放流の費用について、パイロット研究の費用が現在の見積りより

は今後下がっていくものと予想されること、また必要な放流数及び回収

努力量は MP の試験の一環として確認されるものと考えられることに留

意した。 

159. オプション A は、2016 年に TAC を設定する MP において使用する AS デ

ータ、2017 年の資源評価用の AS データを提供し、2019 年に TAC を設定

する MP に対しては 2017 年の AS データと二つの遺伝子標識データポイ

ントを提供するものである。 

160. オプション B は、2016 年に TAC を設定する MP において使用する AS デ

ータを提供するが、2017 年の資源評価用及び MP パフォーマンス試験用



 

OM の AS データはない。2019 年に TAC を設定する MP に対しては二つ

の遺伝子標識データポイントを提供する。 

161. オプション C は、2016 年に TAC を設定する MP において使用する AS デ

ータ、2017 年の資源評価用及び MP パフォーマンス試験用 OM モデルア

ップデート用の AS データを提供し、2019 年に TAC を設定する MP に対

しては一つの遺伝子標識データポイントを提供する。 

 
表 6 2019 年の MP で利用可能とするデータ収集のタイミング及び 3 つオプション

とそれぞれの長所及び短所 
年 オプション A オプション B オプション C 

2016 AS 実施 
GT 放流開始 
2018‐2020 年の TAC 勧告（バ

リ MP)  
ESC との OMMP（2 日間）で

OM 構造に焦点  

AS 実施 
GT 放流開始 
2018‐2020 年の TAC 勧告

（バリ MP)  
ESC との OMMP（2 日間）

で OM 構造に焦点 

AS 実施 
GT 放流開始 
2018‐2020 年の TAC 勧告

（バリ MP)  
ESC との OMMP（2 日

間）で OM 構造に焦点 
2017 AS 実施 

GT‐2 回目放流、6 月に初回再

捕 
資源評価 
休会期間中に MP ワークショ

ップ 
評価には現在の加入量推定値 

AS なし 
GT‐2 回目放流、6 月に初回

再捕 
資源評価 
休会期間中に MP ワークシ

ョップ 
現在の加入量推定値なし 

オプション A と同様、た

だし GT 放流なし 

2018 GT‐2 歳魚以下の初回推定値 
GT の 3 回目放流、6 月に 2 回

目の再捕 
休会期間中に MP ワークショ

ップ 

GT‐2 歳魚以下の初回推定

値 
GT の 3 回目放流、6 月に 2
回目の再捕 
休会期間中に MP ワークシ

ョップ 

GT‐2 歳魚以下の初回推

定値 
GT の 2 回目放流 
休会期間中に MP ワーク

ショップ 
 

2019 GT‐4 回目放流、6 月に 3 回目

の再捕  
改訂 MP の運用  
2021‐2023 年 TAC の勧告 

GT‐4 回目放流、6 月に 3 回

目の再捕  
改訂 MP の運用  
2021‐2023 年 TAC の勧告 

GT‐3 回目放流、6 月に 2
回目の再捕 
改訂 MP の運用  
2021‐2023 年 TAC 設定の

勧告（MP 用の加入量情報

が少ないことに留意） 
長所 OM 用に 2017 年の加入量指数

が得られる、必要であればバ

リ MP の継続 
MP 用の新しい加入量指数が確

実になるまでバリ MP を中止

しない 
GT は改訂 MP 用に加入量指数

ポイントを 2 つ提供 

オプション A と C に比べて

低コスト 
GT は改訂 MP 用に加入量指

数ポイントを 2 つ提供 
 

オプション A に比べて低

コスト 
OM 用の 2017 年の加入量

指数がある 
必要であればバリ MP の

継続 
MP 用の新しい加入量指数

が確実になるまでバリ MP
を中止しない 

限界 予算、2017 年の AS 及び GT 放

流の費用が必要 
2017 年の加入量指数がない

中でバリ MP が 2016 年に中

止 
必要になってもバリ MP を

再運用できる可能性が低い 

GT の開始が遅いため、改

訂 MP 用の GT 加入量指数

ポイントが 1 つだけとな

る 

 



 

162. データ収集のタイミングと MP 関連のイベントについては表 7 のとおり

である。 

 
表 7 データ収集と新 MP に移行するための MP 関連活動。黒のブロックは短期的に

（TAC 勧告の準備として）必要な活動。明るい色のブロックは長期的な作業。 
 

オプション A 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 
航空目視調査         

GT 放流         
GT 再捕         
評価         

MP 開発         
TAC 設定         
TAC 実施         

 
 
 

オプション B 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 
航空目視調査         

GT 放流         
GT 再捕         
評価         

MP 開発         
TAC 設定         
TAC 実施         

 
 
 

オプション C 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 
航空目視調査         

GT 放流         
GT 再捕         
評価         

MP 開発         
TAC 設定         
TAC 実施         

 

163. ESC は、EC が 2018 年までに航空目視調査と現行 MP を継続しないと決

定した場合には、オプション A を選択することが望ましいものとして合

意した。オプション A における 2017 年の航空目視調査は、2017 年の資

源評価用の加入量指数を提供することとなる。これは、仮に遺伝子標識

放流指数に何らかの問題があった場合には現行 MP を継続することを可

能にするとともに、必要な場合には新 MP へのスムーズな移行をもたら

すものである。ESC は、望ましいオプションである A を委員会が支持し

なかった場合には、オプション C よりもオプション B が望ましいものと

して合意した。 

その他の調査の優先順位  
1. SSB に関する近縁遺伝子の遺伝子型判定 



 

164. ESC は、2017 年の全面的な資源評価、及び 2017 年に行われる MP レビュ

ーのための OM の再条件付け、あるいは代替的な新 MP の開発に含める

データについて、既存の近縁遺伝子組織サンプルの遺伝子型判定が優先

度の高い事項であることに合意した。これらのデータは、OM 内で非常

に多くの情報をもたらすとともに、産卵親魚資源の資源量及びトレンド

に関する、唯一の、かつ直接的な漁業から独立した推定値である。 

165. 近縁遺伝子（CK）サンプル収集の継続は以前として優先順位が高い事項

であり、2014 年の SRP における三か年の予算及び作業計画に含まれてい

た。 近縁サンプル収集の継続のための予算が確保された場合には、未処

理のサンプルが累積し続けることのないよう、これらの遺伝子型判定に

ついても予算に含める必要があることが勧告された。 

2. 遺伝子標識放流 

166. ESC は、OM での使用、及び将来的には MP にも使用し得る新たなデータ

を提供することが見込まれる、漁業から独立した若齢魚資源量の推定値

を開発するための遺伝子標識放流パイロット研究を 2016 年から開始する

よう勧告する。 

3. インドネシアの小型魚問題の解決  

167. 上記（議題項目 10）において議論されたとおり、報告された小型魚漁獲

量を OM でどのように扱うかを解決するため、インドネシアの CDS デー

タを解析するべきである。これには、産卵場の体長及び年齢データを再

集計し、可能であれば 8 区と 2 区の魚を除外する作業を伴う。これは作

業計画に反映されているものの、CCSBT 予算には影響しないものであ

る。 

4. 成熟度推定ワークショップ 

168. 成熟度に関するデータは近縁遺伝子の推定値及び資源評価の OM に情報

を提供するために用いられることから、成熟度推定ワークショップの優

先順位は、年齢査定検証ワークショップのそれよりも高い。メンバーに

よるデータ収集は開始されている。メンバー間の他の資金源次第ではあ

るが、2016 年もしくは 2017 年早期の開催を検討することが提案された。 

5. 年齢査定検証ワークショップ 

169. ESC は、年齢査定の検証の優先順位について、他の SRP 活動に比べれば

緊急性は高くないものの、優先順位は依然として高いことから、2014 年

に合意した SRP スケジュールよりも遅らせることが可能と考えられるこ

とに合意した。他の資金源があれば早く完了させても良い。ESC は、こ

れを 2017 年に開催することを検討するよう勧告した。 

6. インドネシアの耳石収集、年齢査定及び保管 

170. インドネシアの耳石の収集、年齢査定及び保管は、資源評価及び近縁遺

伝子データの解釈における重要なインプットであるため、依然として優

先順位は高い。2016 年においても、CCSBT の支持の下にこれを実施する

ことが勧告された。 



 

 

12.4 勧告 

171. 上記の勧告は、別紙 7 の ESC 作業計画に反映されている。上述したとお

り、EC 22 の決定により左右される事項がある。 

 

議題項目 13. SBT の管理に関する助言 

172. 2011 年の第 18 回年次会合において、CCSBT は、2035 年までに 70％の確

率で SBT の産卵親魚資源量を初期産卵親魚資源量の 20%の水準まで再建

させるとした暫定目標の達成を確保するため、全世界総漁獲可能量

（TAC）の設定の指針として管理方式（MP）を使用することに合意し

た。MP の採択に当たり、CCSBT は、短期的に産卵親魚資源の再建の可

能性を高めるために予防的アプローチを取ること、また業界に対して

TAC の安定性を提供すること（すなわち、将来 TAC を削減する確率を低

減すること）の必要性を強調した。 

2014 年の評価による資源状況 

173. 2014 年における資源量は依然として非常に低い水準にあり、初期 SSB の 
9%（PI 80%では 8－12%）と推定され、最大持続生産量（MSY）の生産

水準より低いものの、2011 年の資源評価以降いくらかの改善が見られて

おり、漁獲死亡率は MSY を与える水準よりも低くなっている。初期資源

量と比較した相対的な B10+は 7%と推定され、2011 年の推定値である

5%よりも高くなっている。 

2015 年の指標に関するレビューによる影響 

174. 資源指標のレビュー（議題項目 10）では、2014 年の評価の結論を大きく

変更する必要性は示唆されなかった。UAM については限定的な新情報し

か得られず（議題項目 9）、UAM に関して大幅に向上した情報を得るこ

とが引き続き優先課題である。 

2013 年における MP 実施に関するレビュー 

175. 2013 年において、科学諮問パネルは、TAC を勧告するため、CCSBT 事

務局を代表して MP を正式に実行した。勧告された 2015‐2017 年の各年

の TAC は 14,647.4 トンである。これは、2014 年の TAC である 12,449 ト

ンから 2198.4 トン（18%）増加しているが、MP の下で認められている最

大変動幅の 3,000 トンよりは少ない。 

現行の TAC 

176. 3 年間の TAC 設定期間（2015‐2017 年）について、第 21 回 EC 会合は、

以下の TAC を採択した。 
 

年 2015 2016 2017 



 

TAC（トン） 14,647 14,647 14,647 

 
現行の MP の実施に関する年次レビュー 

177. 2015 年 に ESC は、管理方式の試験範囲の外にある事象又は観測があった

かどうか、及び TAC 設定におけるその影響について評価した。当該評価

では、MP へのインプットデータ（CPUE 及び航空目視データ）、未考慮

死亡量の問題、報告漁獲量、並びに将来の加入量モニタリングを網羅し

た。 

178. ESC は、2014 年のはえ縄 CPUE が MP の試験の想定範囲内であったこと

に合意した。しかしながら、2015 年には航空目視調査が行われず、また

他の加入量指数も得られなかったため、2015 年の加入量が想定の範囲内

であったかどうかは確認できなかった。 

179. 航空目視調査データは MP の要件であるため、2015 年に航空目視調査が

行われなかったことによる TAC 勧告への影響のレビューが必要となっ

た。 ESC は、2015 年の航空目視調査が実施されなかったことの影響につ

いて評価し、リファレンスセットにおいては予想された MP のパフォー

マンスにほとんど影響がなかったことを確認した。2016 年に航空目視調

査が行われ、かつ将来において効果的な加入量モニタリングが行われる

のであれば、2016 年に MP を使用して 2018‐2020 年の TAC を勧告する

ことができる。 

180. 2015 年における UAM のレビューでは、UAM の潜在的な規模に関する

ESC の認識は変わっていない。ESC は、本件に関する EC の作業計画

（2014 年 EC、パラ 53）についても留意した。ESC は、EC に対し、同委

員会の TAC 遵守を確保するとともに、緊急課題として、SBT の全ての未

考慮死亡要因を定量化するための手段を講じるよう助言する。相当量の

未考慮死亡量が確認された場合には、EC の再建目標の達成に向けて MP
を再チューニングする必要がある。 

 

SFMTG からの要請に対する回答 

181. ESC は、第 4 回戦略・漁業管理作業部会からの要請（イタリック体で表

示）に対し、以下の返答を提示した。 

1) 調査予算の制約を踏まえた、2016 年から 2018 年の期間における ESC 関連
の調査の優先順位 

• 再建戦略において重要と考えられる (i) 漁業から独立した指数を用いた

加入量モニタリングの継続、及び (ii) TAC を設定するための全面的な

試験がなされた MP の利用可能性の二つの要素を最優先課題として、

調査に関する勧告を策定した。 

• ECが現行 MPの継続を決定した場合、ASと置き換える代替の加入量指

数が開発されるまでの間、AS を毎年実施することが必要不可欠である。 



 

• EC が航空目視調査を継続しないと決定した場合、ESC は、遺伝子標識

放流をインプットデータとして使用する新 MP への移行を前倒しする

ことを勧告する。この場合、2016年のASは必ず実施する必要があり、

遺伝子標識放流も 2016 年に実施するよう前倒しで進めるべきである。 

• 最も費用対効果の高い加入量モニタリング手法として、遺伝子標識放

流を勧告する。このため、遺伝子標識放流は新 MP への移行における

優先事項である。遺伝子標識放流による最初の加入量の推定値は、

2018 年に得られるだろう。 

2) 現行の MP を継続した場合の費用対効果（2017 年から 2019 年の航空目視
調査の実施を含む）、及び 3) 現行の MP の代替アプローチにかかるあらゆる
予備的検討（可能な場合は、これらに関連する費用対効果の提示を含む） 

ESCは、2019年に現行 MPを用いて TACを設定するためには、2017年
から 2019 年にかけての航空目視調査の実施が必要であることを指摘す

る。 

• 現行 MP の保持は、航空目視調査のロジ上の不安定性を踏まえて短期

的（3－5 年）とする必要があるものの、再建戦略における継続性をも

たらすとともに、新 MP への移行期間全体における確実性を高めるこ

とことにもつながる。 

• 航空目視調査が中止され、現行 MP が使用できなくなった場合につい

ては、新 MP への移行を前倒しすることができるよう、三つのオプシ

ョン（パラ 157‐163 のオプション A、B、C）が策定された。  

• それぞれの長所や制限が検討され、ESC として、移行期間に二つの加

入量指数を重複させられるオプション A が望ましいとした。予算の問

題や他の二つのオプションの相対的なメリットも勘案し、オプション

C よりもオプション B が望ましいとした。 
 
MP による TAC 勧告  

182. 2013 年における MP の実施から得られた 2015‐2017 年の結果、及び議題

11.1 における例外的状況に関するレビューの結果を踏まえ、ESC は、

2013 年の EC による 2016‐2017 年の TAC に関する決定を修正する必要

はないと勧告した。2016‐2017 年の勧告 TAC は、各年あたり 14,647.4 ト

ンである。 

その他の助言 

183. ESC は、EC に対し、承認された調査プロジェクトに伴う死亡量をカバー

するため、2016 年について 7.7 トンの枠を配分することを勧告する。 

184. ESC は、FAO 及び他のまぐろ類 RFMO に提供している SBT の生物学、

資源状況及び管理に関する年次報告書を更新した。更新された報告書は

別紙 8 のとおりである。 

 



 

議題項目 14. 2017 年 MP レビューに関する要件 

185. オーストラリアは、文書 CCSBT-ESC/1509/12 の一部（セクション 4）を

発表した。メタルールでは、3 回の TAC 決定（2011 年、2013 年及び

2016 年）の後の 2017 年に MP レビューを予定している。本文書は、2017
年に予定されている MP レビューに向けた準備として、付託事項の一次

案を提示した。インプット及びアウトプットのデータシリーズ、並びに

MP の資源再建目標に対するパフォーマンスのレビューが含まれている。 

186. 日本は文書 CCSBT-ESC/1509/38 を発表した。本文書は、2017 年に予定さ

れている MP レビューについて、いくつかの予備的な検討事項を提示し

た。レビューにおいては、MP において必要不可欠な指数、2017 年まで

に到達すべき資源レベル、及び再建目標達成に向けたトレンドを検証す

るべきである。特に、現行 MP の継続的な使用を検討するに当たって

は、将来における指数の入手可能性を検討することが非常に重要であ

る。現行 MP に対するいくつかの代替案について、データの質、代替的

指数にかかる費用、将来的なデータの入手可能性、必要となる開発費用

及び期間といった観点から検討された。 

187. 現行 MP においては、AS データが要件となっていることが留意された

（ESC18 報告書、別紙 10）。2016 年移行の AS が中止された場合、現行

MP を使用して TAC を設定することはできず、ESC は EC が新しい MP
の開発を要請するものと想定している。新 MP が開発された場合には、

2017 年にバリ MP をレビューする必要はなくなるが、新 MP の開発のた

めに同規模の会合を開催する必要がある。 

 

議題項目 15. 2016 年におけるデータ交換要件 

188. 事務局は、文書 CCSBT-ESC/1509/05 を発表した。2016 年のデータ交換要

件については場外で議論され、合意された。当該要件は、ESC により別

紙 9 のとおり承認された。 

 

議題項目 16. 調査死亡枠 

189. 日本は、文書 CCSBT-ESC/1509/34 を発表し、2015/2016 年のひき縄調査

用向けとして、1.0 トンの RMA を要請した。 

190. オーストラリアは、文書 CCSBT-ESC/1509/17 を発表し、2016 年の四つの

プロジェクトをカバーするために 6.7 トンの RMA を要請した。この内の

4 トンは、遺伝子標識放流のパイロット研究が ESC の勧告どおりに進む

ことを条件とするものである。また、オーストラリアは、2015 年 7 月 1
日時点において、2015 年の RMA として承認された 5.95 トンの内、400
キロを使用したことを報告した。 



 

191. ESC は、日本と及びオーストラリアの提案及び RMA の要請を承認し

た。 

 

議題項目 17. 生態学的関連種作業部会からの報告 

192. 事務局は、2015 年 3 月の生態学的関連種作業部会（ERSWG）会合の報告

書、特に科学オブザーバー計画規範（SOPS）に対する ERSWG の改正事

項をまとめた文書 CCSBT-ESC/1509/06 を発表した。 

193. ESC は、ERSWG 11 報告書における SOPS 改正案を承認した。 

 

議題項目 18. CCSBT パフォーマンス・レビュー 

194. 事務局は、CCSBT の 2014 年パフォーマンス・レビュー勧告のうち、ESC
に関連するものを列記した文書 CCSBT-ESC/1509/07 を紹介した。事務局

は、これらの勧告に関する ESC からのフィードバックを要請した。拡大

委員会は、そのフィードバックを踏まえて 5 か年の戦略計画を改定する

予定である。 

195. ESC は、パフォーマンス・レビューで勧告された活動及び 完了済みの活

動の大部分が、科学的な試験がなされた再建計画の採択及び実施を条件

とするものであることに留意した。 

196. ESC は、ESC の作業に関係するパフォーマンス・レビュー勧告について

検討し、これに対する ESC の助言を別紙 10 のとおり提示した。ESC
は、最初のパフォーマンス・レビューからの勧告は今も有効であるもの

の、新たに提示された勧告の多くは、CCSBT の文脈において検討した場

合、ESC の科学調査計画の中で特定した優先順位に比べて一般的に過ぎ

るとともに関連性が薄いものと認識した。 

 

議題項目 19. 2016 年の作業計画、スケジュール及び研究予算 

19.1. 2016 年の科学活動案の概要、スケジュール及び見込まれる予算と、
作業計画及び予算に対する科学調査計画の影響 

197. ESC は、CCSBT が資金を拠出するプロジェクトに関して、3 年間の仮作

業計画を作成した。作業計画は別紙 7 のとおりであり、バリ MP から新

MP への移行を 2016 年から開始すると EC が決定することを前提に策定

された。 

 

19.2. 次回会合の開催時期、会合期間及び構成 

198. 次回の ESC 会合は、2016 年 9 月 5 日‐10 日に高雄（台湾）での開催が提

案されている。 



 

199. 2016 年から新 MP への移行を開始することを EC が決定するという前提

の下に、ESC の前に 2 日間の OMMP 会合を高雄（台湾）で開催すること

が提案されている。OMMP と ESC の会合の間に休日を 1 日入れるかどう

かについては、休会期間中に決定される予定である。 

 

議題項目 20. その他の事項 

20.1. 科学諮問パネル 

200. ESC は、ヒルボーン教授が科学諮問パネルを辞任したことを踏まえ、新

たなパネルメンバーを任命する必要性について討議した。今後 2 年以内

に残り 3 名のパネルメンバー中で引継ぎがある可能性が高いことを踏ま

え、その前にパネルメンバーの重複期間を確保できるように新たなパネ

ルメンバーを任命する必要があることが合意された。 

201. 新しいパネルメンバーに求められる適格性要件は別紙 11 のとおりであ

る。 

 

20.2. その他 

202. CCSBT の ESC は、イブ・レトノ・「ポピー」・アンダマリ（Ibu Retno 
“Poppy” Andamari ）女史によるインドネシアでの SBT 研究、漁獲モニタ

リング、並びに能力開発への 20 年に及ぶ貢献に対し、心からの感謝の意

を表した。ESC は、特にインドネシアの CCSBT 標識回収オフィスにおけ

る過去 14 年間の彼女の偉業に敬意を表した。イブ・ポビー女史の努力に

より何百個もの標識が回収され、SBT 生物学の理解が大いに深まった。 

203. さらに、イブ・ポピー女史は、SBT 漁獲モニタリング計画の開発におい

て非常に重要な貢献をし、小規模な短期プロジェクトとして始まった同

計画はインドネシアの国立マグロ研究所にまで発展した。彼女は、多く

の人にとって、親しい友人、メンター、そして仲間であり、インドネシ

アをはじめとして様々な国におけるマグロ生物学及びマグロ漁業の知見

に多大な貢献をした。 

 

議題項目 21. 会合報告書の採択 

204. 報告書が採択された。 

 
 

議題項目 22. 閉会 

205. 会合は、2015 年 9 月 5 日午後 5 時 24 分に閉会した。 



 

別紙リスト 

 

別紙 
 

1 参加者リスト 

2 議題 

3 文書リスト 

4 旗国別全世界報告漁獲量 

5       モデリング作業部会小グループによる議論 

6       SBT 資源に関して選択された指標におけるトレンド 

7       CCSBT によって予算措置される会合／プロジェクトに関する三

年間の作業計画 

8 みなみまぐろの生物学、資源状態及び管理に関する報告書：

2015 年 

9 2016 年データ交換要件 

10     2014 年 CCSBT パフォーマンス・レビューからの関連勧告に対す

る ESC の勧告 

11 新たな科学諮問パネルに関する適格性条件 
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議題 
第 20 回科学委員会に付属する拡大科学委員会 

韓国、仁川 
2015 年 9 月 1-5 日  

 
1. 開会 

1.1. 参加者の紹介 

1.2. 会議運営上の説明 
 
2. ラポルツアーの任命 
 
3. 議題及び文書リストの採択 
 
4. SBT 漁業のレビュー 

4.1. Presentation of National Reports 国別報告書の発表 

4.2. 事務局による漁獲量のレビュー 
 
5. SFMWG 会合からの報告 
 
6. OMMP 会合からの報告 

6.1. 科学航空調査に関する変更の技術的影響 

6.2. OM 構造の再検討 

6.3. その他の事項 
 

7. MP プロセスにおける科学航空調査に関する変更の影響 
 
8. CPUE モデリング部会からの報告 
 
9. 全ての未考慮漁獲死亡要因の推定 

 
10. 漁業指標の評価 
 
11. SBT の資源状況 

11.1. 例外的状況にかかる評価 

11.2. SBT 資源状況の概要 
 
12. 科学調査計画及びその他休会期間中の科学活動の結果のレビュー 

 
13. SBT の管理に関する助言 

 
14. 2017 年 MP レビューに関する要件 

 



15. 2016 年におけるデータ交換要件 
 
16. 調査死亡枠 
 
17. 生態学的関連種作業部会報告書 
 
18. CCSBT パフォーマンス・レビュー 
 
19. 2016 年の作業計画、スケジュール及び研究予算 

19.1. 2016 年の科学活動案の概要、スケジュール及び見込まれる予算と、作業計

画及び予算に対する科学調査計画の影響 

19.2. 次回会合の開催時期、期間及び構成 
 
20. その他の事項 

20.1. 科学諮問パネル 

20.2. その他 
 
21. 会合報告書の採択 
 
22. 閉会 
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文書リスト 
第 20 回科学委員会に付属する拡大科学委員会 

 
(CCSBT-ESC/1509/) 
1. Provisional Agenda  
2. List of Participants 
3. List of Documents 
4. (Secretariat) Secretariat review of catches (ESC agenda item 4.2) 
5. (Secretariat) Data Exchange (ESC agenda item 15) 
6. (Secretariat) Report from the Eleventh Meeting of the Ecologically Related 

Species Working Group (ESC Agenda Item 17) 
7. (Secretariat) Performance Review of the CCSBT (ESC agenda item 18) 
8. (Australia) Preparation of Australia’s southern bluefin tuna catch and effort data 

submission for 2015 (ESC agenda item 4.1) 
9. (Australia) Implications of cessation of the aerial survey for the MP and TAC 

setting (ESC agenda item 7) 
10. (Australia and New Zealand) Estimates of non-member catch of SBT in the 

Indian and Pacific Oceans (ESC agenda item 9) 
11. (Australia) Fisheries indicators for the southern bluefin tuna stock 2014–15 (ESC 

agenda item 10) 
12. (Australia) Meta-rules for implementation of CCSBT management Procedure and 

consideration of exceptional circumstances and 2017 scheduled review of MP 
(ESC agenda item 11.1) 

13. (Australia) An update on Australian otolith collection activities, direct ageing and 
length at age keys for the Australian surface fishery (ESC agenda item 12) 

14. (Australia) Update on the length and age distribution of SBT in the Indonesian 
longline catch (ESC agenda item 12) 

15. (Australia) Update on Scientific Research Program activities (ESC agenda item 
12) 

17. (Australia) Research mortality allowance: Proposed allowance for 2016 and 2015 
usage report (ESC agenda item 16) 

18. (CCSBT) Report on gene-tagging design study (ESC Agenda Item 12) 
19. (CCSBT) SBT Close-Kin Mark-Recapture: options for the medium term (ESC 

Agenda Item 12)  
20. (New Zealand) Discussion paper on future Scientific Research Programme (ESC 

Agenda Item 12) 



 

21. (New Zealand and Australia) Estimating southern bluefin tuna catches by CCSBT 
non-members (ESC Agenda Item 9) 

22. (Taiwan) Size and age composition of the SBT caught by Taiwanese longliners in 
2006-2013 (ESC Agenda Item 12) 

23. (Taiwan) CPUE standardization for southern bluefin tuna caught by Taiwanese 
longline fishery (ESC Agenda Item 10) 

24. (Taiwan) Updated analysis for gonad samples of southern bluefin tuna collected 
by Taiwanese scientific observer program (ESC Agenda Item 12) 

26. (Korea) Data Exploration and CPUE Standardization for the Korean Southern 
Bluefin Tuna Longline Fishery (1996-2014) (ESC Agenda Item 8 and 10) 

27. (Japan) Report of Japanese scientific observer activities for southern bluefin tuna 
fishery in 2013 and 2014 (ESC Agenda Item 4.1) 

28. (Japan) Activities of southern bluefin tuna otolith collection and age estimation 
and analysis of the age data by Japan in 2014 (ESC Agenda Item 12) 

29. (Japan) Summary of Fisheries Indicators of Southern Bluefin Tuna Stock in 2015 
(ESC Agenda Item 10) 

30. (Japan) Change in operation pattern of Japanese southern bluefin tuna longliners 
in the 2014 fishing season (ESC Agenda Item 4.1 and 10) 

31. (Japan) Update of the core vessel data and CPUE for southern bluefin tuna in 
2015 (ESC Agenda Item 10) 

32. (Japan) Update of unaccounted catch mortality in Australian SBT farming in 
2015 (Rev.1) (ESC Agenda Item 9) 

34. (Japan) Proposal for RMA in the 2016 Japanese research (ESC Agenda Item 16) 
35. (Australia) Update of Tuna Growth performance in Ranching and Farming 

Operations (ESC Agenda Item 9) 
36. (CCSBT) Reviews of CCSBT-ESC/1509/19: “SBT CKMR: Options for the 

Medium Term” (ESC Agenda Item 12) 
37. (Japan) A Check of Operating Model Predictions with Discussion of Aerial 

Survey Index Issues Related to Continuing Use of the Bali Management 
Procedure (ESC Agenda Item 11.1) 

38. (Japan) Some initial considerations for the review of the Bali Management 
Procedure in 2017 (ESC Agenda Item 14) 

39. (CPUE Chair) Report of the 16th /17th June 2015 CPUE Web Meeting of the 
CCSBT CPUE Modelling Group (ESC Agenda Item 8) 

40. (CCSBT) Updated cost of pilot gene-tagging: Addendum to 
CCSBT-ESC/1509/18 Report on gene-tagging design study (ESC Agenda Item 
12) 

 



 

(CCSBT- ESC/1509/BGD) 

1. (Australia) Post-release survival of tuna and tuna-like species in longline fisheries  
(Previously CCSBT-ESC/1409/14) (ESC agenda item 9) 

 
(CCSBT-ESC/1509/SBT Fisheries -) 
Australia Australia’s 2013–14 southern bluefin tuna fishing season (Rev.1) 
Indonesia Indonesia Southern Bluefin Tuna Fisheries - A National Report Year 

2014 
Japan Review of Japanese Southern Bluefin Tuna Fisheries in 2014 
Korea  2015 Annual National Report of Korean SBT Fishery 
New Zealand Annual Review of National SBT Fisheries – New Zealand 
Taiwan  Review of Taiwan SBT Fishery of 2013/2014 
EU  2015 Annual Review of SBT Fisheries for the Extended Scientific 

Committee 
 
(CCSBT-ESC/1509/Info) 
1. (Australia) Spawning Dynamics and Size Related Trends in Reproductive 

Parameters of Southern Bluefin Tuna, Thunnus maccoyii. (ESC Agenda Item 12)  
2. (Australia) Demographic Structure, Sex Ratio and Growth Rates of Southern 

Bluefin Tuna (Thunnus maccoyii) on the Spawning Ground (ESC Agenda Item 
12) 

3. (Australia) A Standardised Abundance Index from Commercial Spotting Data of 
Southern Bluefin Tuna (Thunnus maccoyii): Random Effects to the Rescue (ESC 
Agenda Item 12) 
 

(CCSBT-ESC/1509/Rep) 
1. Report of the Fourth Meeting of the Strategy and Fisheries Management Working 

Group (July 2015) 
2. Report of the Eleventh Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (March 2015) 
3. Report of the Effectiveness of Seabird Mitigation Measures Technical Group 

(November 2014)  
4. Report of the Twenty First Annual Meeting of the Commission (October 2014) 
5. Report of the Ninth Meeting of the Compliance Committee (October 2014) 
6. Report of the Nineteenth Meeting of the Scientific Committee (September 2014) 
7. Report of the Fifth Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (June 2014) 
8. Report of the Twentieth Annual Meeting of the Commission (October 2013) 



 

9. Report of the Eighteenth Meeting of the Scientific Committee (September 2013) 
10. Report of the Fourth Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (July 2013) 
11. Report of the Seventeenth Meeting of the Scientific Committee (August 2012) 
12. Report of the Special Meeting of the Commission (August 2011) 
13. Report of the Sixteenth Meeting of the Scientific Committee (July 2011) 



Attachment 4

暦年 商
業

遊
漁

商
業

遊
漁

1952 264              565          0          0          0             0      0            0        0        0          
1953 509              3,890       0          0          0             0      0            0        0        0          
1954 424              2,447       0          0          0             0      0            0        0        0          
1955 322              1,964       0          0          0             0      0            0        0        0          
1956 964              9,603       0          0          0             0      0            0        0        0          
1957 1,264           22,908     0          0          0             0      0            0        0        0          
1958 2,322           12,462     0          0          0             0      0            0        0        0          
1959 2,486           61,892     0          0          0             0      0            0        0        0          
1960 3,545           75,826     0          0          0             0      0            0        0        0          
1961 3,678           77,927     0          0          0             0      0            145    0        0          
1962 4,636           40,397     0          0          0             0      0            724    0        0          
1963 6,199           59,724     0          0          0             0      0            398    0        0          
1964 6,832           42,838     0          0          0             0      0            197    0        0          
1965 6,876           40,689     0          0          0             0      0            2        0        0          
1966 8,008           39,644     0          0          0             0      0            4        0        0          
1967 6,357           59,281     0          0          0             0      0            5        0        0          
1968 8,737           49,657     0          0          0             0      0            0        0        0          
1969 8,679           49,769     0          0          80           0      0            0        0        0          
1970 7,097           40,929     0          0          130         0      0            0        0        0          
1971 6,969           38,149     0          0          30           0      0            0        0        0          
1972 12,397         39,458     0          0          70           0      0            0        0        0          
1973 9,890           31,225     0          0          90           0      0            0        0        0          
1974 12,672         34,005     0          0          100         0      0            0        0        0          
1975 8,833           24,134     0          0          15           0      0            0        0        0          
1976 8,383           34,099     0          0          15           0      12          0        0        0          
1977 12,569         29,600     0          0          5             0      4            0        0        0          
1978 12,190         23,632     0          0          80           0      6            0        0        0          
1979 10,783         27,828     0          0          53           0      5            0        0        4          
1980 11,195         33,653     130      0          64           0      5            0        0        7          
1981 16,843         27,981     173      0          92           0      1            0        0        14        
1982 21,501         20,789     305      0          182         0      2            0        0        9          
1983 17,695         24,881     132      0          161         0      5            0        0        7          
1984 13,411         23,328     93        0          244         0      11          0        0        3          
1985 12,589         20,396     94        0          241         0      3            0        0        2          
1986 12,531         15,182     82        0          514         0      7            0        0        3          
1987 10,821         13,964     59        0          710         0      14          0        0        7          
1988 10,591         11,422     94        0          856         0      180        0        0        2          
1989 6,118           9,222       437      0          1,395      0      568        0        0        103      
1990 4,586           7,056       529      0          1,177      0      517        0        0        4          
1991 4,489           6,477       164      246      1,460      0      759        0        0        97        
1992 5,248           6,121       279      41        1,222      0      1,232     0        0        73        
1993 5,373           6,318       217      92        958         0      1,370     0        0        15        
1994 4,700           6,063       277      137      1,020      0      904        0        0        54        
1995 4,508           5,867       436      365      1,431      0      829        0        0        201      296   
1996 5,128           6,392       139      1,320   1,467      0      1,614     0        0        295      290   
1997 5,316           5,588       334      1,424   872         0      2,210     0        0        333      
1998 4,897           7,500       337      1,796   1,446      5      1,324     1        0        471      
1999 5,552           7,554       461      1,462   1,513      80    2,504     1        0        403      
2000 5,257           6,000       380      1,135   1,448      17    1,203     4        0        31        
2001 4,853           6,674       358      845      1,580      43    1,632     1        0        41        4       
2002 4,711           6,192       450      746      1,137      82    1,701     18      0        203      17     
2003 5,827           5,770       390      254      1,128      68    565        15      3        40        17     
2004 5,062           5,846       393      131      1,298      80    633        19      23      2          17     

そ
の

他
の

国

調
査

及
び

そ
の

他

旗別全世界報告漁獲量

オーストラリア

日
本

ニュージーランド

韓
国

台
湾

フ
ィ

リ
ピ

ン

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

南
ア

フ
リ

カ

欧
州

連
合

2006年の委員会特別会合に提出されたミナミマグロのデータのレビューは、漁獲量は過去10年から20年に渡って相当程度過小に報

告されてきた可能性があることを示唆している。ここで提示されているデータには、かかる未報告漁獲量に関する推定値は含まれ

ていない。

影付きの数字は、予備的な数字又は最終化されていない数字であり、変更される場合がある。

空欄は漁獲量が未知のものを示す（多くはゼロであることが想定される）。
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2005 5,244           7,855       264      38        941         53    1,726     24      0        0          5       
2006 5,635           4,207       238      150      846         50    598        9        3        0          5       
2007 4,813           2,840       379      4      521      841         46    1,077     41      18      0          3       
2008 5,033           2,952       319      0      1,134   913         45    926        45      14      4          10     
2009 5,108           2,659       419      0      1,117   921         47    641        32      2        0          0       
2010 4,200           2,223       501      0      867      1,208      43    636        34      11      0          0       
2011 4,200           2,518       547      0      705      533         45    842        49      3        0          1       
2012 4,503           2,528       776      0      922      494         46    910        77      4        0          0       
2013 4,902           2,694       756      1      918      1,004      46    1,383     66      0        0          0       
2014 4,559           3,371       826      0      1,044   952         45    1,063     50      0        0          1       

欧州連合：2006年以降の推定値はCCSBTに対するEUの報告書に基づくもの。それ以前の漁獲量はスペイン及びIOTCから報告され

たもの。

その他の国：2003年以前は日本の輸入統計（JIS）に基づく者。2004年以降は、より信頼性の高いJISの数値、及びCCSBTのTISが、

このカテゴリの旗国からの利用可能な情報とともに利用されている。

調査及びその他：CCSBTの調査及び1995/96年における投棄といったその他の原因によるSBTの死亡量。
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CPUE モデリング作業部会小グループにおける議論 

 

議長は、ESC 議題項目 8 において発表された文書 CCSBT-ESC/1509/39 に関し

て、グループの休会期間中のウェブ会合の結果を総括した。 

CPUE モデリング作業部会にとって興味深い他の文書も発表され、全体会合

において一部が検討されたが、さらなる検討は CPUE モデリング作業部会会

合において行われることとされた。これらの事項は以下のとおりである。 

1) 台湾のはえ縄 CPUE の標準化に関する文書 CCSBT-ESC/1509/23 が発表及

び検討された。作業部会は、この複数種にわたる複雑な漁業データセット

を分析及び理解した著者の努力に感謝した。作業部会は、船団の活動のカ

テゴリ化について大きな進展がなされたことに留意した。しかしながら、

年齢別 CPUE のプロットでは年級の進行がなく、年効果（漁獲能力の変

化）が支配的であることを示唆していることも留意された。作業部会は、

CPUE 指数に、SBT 漁業ではない大量のデータが含まれていた可能性があ

ると思料した。このため、漁期又は対象種によるより細かいフィルターが

有効である可能性がある。これらのデータから得られる、非常に有益なサ

イズベースの指数となる可能性がある。作業部会は、CCSBT 統計海区に

固執するのではなく、より適切な海域での CPUE 指数が必要であると思料

した。 

さらなる解析として、著者に対して以下が提案された。 

• 分布パターンを見るために、漁獲量を空間的に月別又は漁期別でプロ

ットする 
• クラスター化の際にもっと多くの種を含める（4 種ではなく、10 種） 
• 漁獲海域をより的確に定義する（統計海区の境界は無視する） 
• SBT が漁獲された海域に重点化する 
• 日本と台湾の漁獲物の分布を比較する 
• 一般的に経度は共変量としては有用ではないので、緯度帯（又は 5 度

区画）を用いる 
• 体長データから年齢を導くためにコホートスライシングを用いるのは

適切でないことが指摘された。 
 

さらなる解析の結果を 2016 年の休会期間中のウェブ会合において検討できる

のが望ましいとされた。 

2) 韓国のはえ縄 CPUE に関する文書 CCSBT-ESC/1509/26 が発表及び検討さ

れた。韓国のデータは、過去 5 年において統計海区 8 及び 9 の CPUE が大

きく増加しており、日本の CPUE と同様のパターンを示している（図

1）。韓国のデータは追加的なモニタリングシリーズを提示しており、こ

れは日本の CPUE から独立しているので非常に有益である。海域ベースの

CPUE には加入に関するいくらかのサイズ関連情報を含められる可能性が

 



 

あり、これは研究する価値があるものと考えられる。また、経時的な韓国

船団の挙動を総括することも有益と考えられることが示唆された。日本の

CPUE データに関する定期的なレポート（文書 30）と同様に報告されるの

が理想的である。 
3) 文書 CCSBT-ESC/1509/30 では、経時的な日本船団の挙動に関する情報が

提示された。文書で示された集中度指数は、ベース CPUE シリーズを提供

するために使用された GLM に当てはめられた年*海区の交互作用項に関

連している可能性があるという興味深い提案がなされた。本文書ではロー

カル資源量の変化を反映する年の交互作用が有益としているが、これは漁

獲能力の問題を反映していないことを確認するのが重要である。文書の図

7 は、2007 年以降の統計海区 6 及び 7 における集中度の系統的な低下を示

している。表 2 は、漁業が経時的により多くの月に拡大していっているこ

とを示している。月は CPUE モデルにおいて説明変数として組み込まれて

いるため、このことは海区*年交互作用に関しては問題にならない。しか

しながら、集中度がモデルカテゴリ変数の中で変化し得ること、これに伴

って年*海区交互作用項に影響を及ぼす可能性の程度について研究するの

は有益と考えられる。これは、休会期間中に研究すべき興味深い質問であ

る。 
4) 文書 CCSBT-ESC/1509/31 は、コア CPUE シリーズに関する結果を示して

いる。年－海区交互作用は、統計海区 5 及び 6 を合わせた海域に比べて、

その他の海区において明確である。GLM におけるこれらの交互作用項の

間のリンクとして考えられるもの、集中度指数及び／又はサイズ組成が提

起された。 
5) 文書 CCSBT-ESC/1509/10 及び CCSBT-ESC/1509/21 は、いずれも、CCSBT

メンバー国の漁獲量及び漁獲努力量に基づく非メンバー国の漁獲量の推定

値を示したものである。前者（2012 年において 800 トン程度まで）は後

者（2012 年において 200 トン程度まで）より高い推定値となった。結果

は対照的となっており（項目 9 の図 1 を参照されたい）、違いの一部につ

いては、二つのアプローチにおいて用いられたデータセット及び解析方法

の違いによって説明される。休会期間中に、著者らがこれらの結果につい

て検討し、可能であれば照合を行うことが合意された。 

議長は、作業部会に対し、サイズベースの CPUE モデリングには、依然とし

て、休会期間中に追求すべき重要なトピックがあることをリマインドした。

また議長は、SBT 管理プロセスに対する CPUE シリーズの極めて高い重要

性、及びその品質にかかる慎重な吟味の必要性を強調した。議長は、休会期

間中の作業及びウェブ会合における議論に関する以下のタスクリストを提案

した。また、一般的に、4 月にウェブ会合を開催するよりも、データ交換の

完了後となる 6 月下旬にウェブ会合を開催する方が良いことが合意された。 

 
2016 年の休会期間中の CPUE 関連作業に関するタスクリスト案 

1. 加入量シリーズの提供に重点を置いて、台湾の CPUE に関する作業を継続

する 



 

2. 文書 CCSBT-ESC/1509/30 と同様の形で、韓国の CPUE に関する（品質管

理も加えた）作業を継続／アップデートする 
3. 全てのモニタリングシリーズ（韓国の CPUE を含む）をレビューする 
4. 文書 CCSBT-ESC/1509/30 及び 31 のアップデートに加えて、集中度指数及

び／又はサイズ組成と、GLM の年*海区交互作用項との間のリンクの可能

性について研究する 
5. CPUE 計算におけるサイズの役割についてより全般的に研究する（注意：

評価／MP に対するモニタリングシリーズ又は補助的情報として） 
6. 非メンバーの漁獲量計算にかかる CPUE 推定値の突合（すなわち文書

CCSBT-ESC/1509/10 及び 21 の突合） 

 

 
  図 1  統計海区 8 及び 9 における日本と韓国のはえ縄漁業のノミナル CPUE

の比較 
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SBT 資源に関して選択された指標のトレンド 

指標  期間  最小  最大  2011  2012  2013  2014  2015  12 ヶ月のトレンド 

科学航空目視調査  1993–2000 
2005–14 

0.34 
(1999)  2.71 (2014)  1.61  0.52  1.15  2.71  na  ‐ 

SAPUE 指数  2003–14  0.38 
(2003)  1.80 (2011)  1.80  0.58  0.95  1.52  na  ‐ 

ひき縄指数  1996–2003 
2005–06 
2006–14 

2.82 
(2006)  5.65 (2011)  5.65  1.55  3.48  3.18  na  ‐ 

NZ 用船ノミナル CPUE（5+6 海

区） 
1989–2014  1.339 

(1991)  7.83 (2010)  6.39  7.33  6.49  6.10    ↓ 

NZ 国内船ノミナル CPUE  1989–2014  0.000 
(1989)  5.42 (2014)  2.28  4.06  4.04  5.42    ↑ 

NZ 用船年齢/体長組成（0‐5 歳の

SBT の比率）* 
1989–2014  0.001 

(2005)  0.414 (1993)  0.11  0.19  0.15  0.28    ↑ 

NZ 国内船年齢/体長組成（0‐5 歳

の SBT の比率）* 
1980–2014  0.001 

(1985)  0.404 (1995)  0.15  0.21  0.03  0.20    ↑ 

インドネシアのサイズ級群の中

央値 
1993–94 to 
2014–15 

162 
(2012–13; 
2013–14) 

188 (1993–94)  170  168  162  162  162  ‐ 

インドネシアの年齢組成：産卵

場の平均年齢、SBT 全体 
1994–95 to 
2013–14 

13.24 
(2012–13) 

21.2 (1994–95)  16.8  16.0  13.2  13.9    ↑ 

インドネシアの年齢組成：産卵

場での平均年齢 20 歳＋  
1994–95 to 
2013–14 

21.8 
(2010–11) 

25.3 (2003–04)  21.8  22.4  22.4  22.4    ‐ 

インドネシアの年齢組成：産卵

場の年齢の中央値 
1994–95 to 
2013–14 

13 (2001–
03; 2012–
13) 

21 (1994–95; 
1996–97; 
1998–99) 

17  16  13  13    ‐ 

* 体長データから生成  
na = not available 

             

   

 



指標  期間  最小  最大  2011  2012  2013  2014  12 ヶ月のトレンド 

全世界の報告漁獲量  1952–2014  829 t (1952)  81 750 t (1961)  9444 t  10 258 t  11 755  11 894  ↑ 

日本のノミナル CPUE、4 歳＋  1969–2014  1.390 (2006)  22.143 (1965)  2.844  3.014  3.355  3.722  ↑ 

日本の標準化 CPUE 
(W0.5, W0.8, Base w0.5, Base w0.8) 

1969–2014 
2007  
(0.230–0.360) 

1969  
(2.284– 2.644)  

0.635–0.968  0.824–1.149  0.588–0.937  0.769–1.059  ↑ 

韓国のノミナル CPUE  1991–2014  0.118 (2005)  21.523 (1991)  3.621  5.553  6.163  6.511  ↑ 

台湾のノミナル CPUE、8+9 海区  1981–2014  <0.001 (1985)  0.956 (1995)  0.305  0.155  0.128  0.126  ↓ 

台湾ノミナル CPUE、2+14+15 海区  1981–2014  <0.001 (1985)  3.466 (2007)  0.994  2.244  2.230  1.703  ↓ 

日本の年齢組成、0‐2 歳*  1969–2014  0.004 (1966)  0.191 (1998)  0.071  0.025  0.020  0.001  ↓ 

日本の年齢組成、3 歳*   1969–2014  0.015 (2003)  0.284 (2007)  0.130  0.096  0.039  0.035  ↓ 

日本の年齢組成、4 歳*  1969–2014  0.052 (1969)  0.286 (1992)  0.169  0.141  0.120  0.114  ↓ 

日本の年齢組成、5 歳*  1969–2014  0.079 (1986)  0.300 (2010)  0.214  0.159  0.161  0.169  ↑ 

台湾の年齢/体長組成、0‐2 歳*  1981–2014  <0.001 (1982)  0.251 (2001)  0.008  0.028  0.007  0.009  ↑ 

台湾の年齢/体長組成、3 歳*  1981–2014  0.024 (1996)  0.349 (2001)  0.072  0.217  0.108  0.114  ↑ 

台湾の年齢/体長組成、4 歳*  1981–2014  0.027 (1996)  0.502 (1999)  0.131  0.251  0.366  0.204  ↓ 

台湾の年齢/体長組成、5 歳*  1981–2014  0.075 (1997)  0.371 (2009)  0.290  0.283  0.274  0.211  ↓ 

豪州表層漁業 年齢組成の中央値  1964–2014 
age 1  
(1979–80) 

age 3  
(multiple years) 

age 3  age 2  age 3  age 3  ‐ 

標準化 JP LL CPUE (3 歳)                   w0.5 
                                                                w0.8  1969‐2014 

0.204  (2003) 
0.232 (2003) 

2.970   (1972) 
2.764  (1972) 

0.467  
0.544  

0.689  
0.802  

0.259  
0.320  

0.249  
0.307  

↓ 
↓ 

標準化 JP LL CPUE (4 歳)                   w0.5 
                                                                w0.8  1969‐2014 

0.263  (2006) 
0.290 (2006) 

3.020  (1974) 
2.736  (2974) 

0.767  
0.946  

0.806  
1.008  

0.579  
0.754  

0.562  
0.729  

↓ 
↓ 

標準化 JP LL CPUE (5 歳)                   w0.5 
                                                                w0.8  1969‐2014 

0.230 (2006) 
0.254 (2006) 

2.649 (1972) 
2.443 (1972) 

1.178  
1.485  

1.050  
1.392  

0.709  
0.950  

0.924  
1.242  

↑ 
↑ 

標準化 JP LL CPUE (6&7 歳)              w0.5 
                                                                w0.8  1969‐2014 

0.201 (2007) 
0.234 (2007) 

2.575 (1976) 
2.389 (1976) 

1.073  
1.429  

1.471  
1.966  

0.709  
0.941  

0.966  
1.303  

↑ 
↑ 

標準化 JP LL CPUE (8‐11 歳)             w0.5 
                                                                w0.8  1969‐2014 

0.274 (2007) 
0.298 (1992) 

3.677 (1969) 
3.341 (1969) 

0.325  
0.447  

0.480  
0.651  

0.484  
0.655  

0.687  
0.918  

↑ 
↑ 

標準化 JP LL CPUE (12 歳+)              w0.5 
                                                               w0.8  1969‐2014 

0.458 (2014) 
0.612 (2014) 

3.217 (1970) 
2.869 (1970) 

0.520  
0.705  

0.475  
0.627  

0.515  
0.695  

0.458  
0.612  

↓ 
↓ 
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CCSBT が予算を措置する会合／プロジェクトに関する 3 年間の作業計画 
（略記：Cat=ケータリングのみ、FM=フルの会合費用（会場/機器借料等）、契約=CCSBT と CSIRO との契約） 

 
CCSBT が予算を措置する ESC 関連の会合／プロジェクトに必要なリソース 

 2016 2017 2018 
OMMP 会合  
(ESC 直前、通訳なし1) 

2 日間 FM：独立

議長、パネル 3
名、事務局 2 名 

2 日間 FM：独立

議長、パネル 3
名、事務局 2 名 

2 日間 FM：独立

議長、パネル 3
名、事務局 2 名 

ESC 会合 6 日間 FM：独立

議長、パネル 4
名、通訳 3 名、

事務局 3 名 

6 日間 FM：独立

議長、パネル 4
名、通訳 3 名、

事務局 3 名 

6 日間 FM：独立

議長、パネル 4
名、通訳 3 名、

事務局 3 名 
休会期間中の OMMP 会合

（シアトル） 
(事務局なし、通訳なし) 

- 5 日間 Cat：パネ

ル 4 名、コンサ

ルタント、ケー

タリング 

5 日間 Cat：パネ

ル 4 名、コンサ

ルタント、ケー

タリング 
CPUE ウェブ会合 
 

パネル 3 名／日 パネル 3 名／日 パネル 3 名／日 

通常の OMMP コードメン

テナンス／開発 
コンサルタント

5 日間 
コンサルタント

5 日間 
コンサルタント

5 日間 
近縁遺伝子サンプル収集の

継続（～36K） 
契約 契約 契約 

インドネシアの耳石年齢査

定の継続（～15K） 
契約 契約 契約 

科学航空目視調査 契約  オプション次

第。オプション

A 及び C では実

施、B では無し 

- 

試験的遺伝子標識放流プロ

ジェクト 
50％契約 

50％メンバー 
50％契約 

50％メンバー 
- 

長期的遺伝子標識放流 - オプション次

第。オプション

A 及び B の契約

では放流を実施

するが、C の場

合は無し 

契約。オプショ

ン A 及び B では

放流及び再補。

オプション C で

は放流のみ 

2017 年の資源評価に用いる

推定値を生成するために最

低限必要な近縁遺伝子サン

プルの処理2。CCSBT によ

る予算措置が不十分な場

合、未処理サンプルの蓄積

を防ぐため、採集された近

縁遺伝子サンプルは同年中

に処理する。 

契約 契約 契約 

以下に留意： 
• 試験的遺伝子標識放流にはメンバーによる共同出資が必要 

                                                 
1 通訳は 2016 年は不要と考えられるが、2017 年及び 2018 年については、参加者及び議論の内容によっ

ては通訳が必要となる可能性がある。このことは 2016 年に決定される予定である。 
2 資源評価のために必要な最低限のサンプルのみを処理。未処理サンプルを片付けるためには 2018 年及

び 2019 年にさらなる処理が必要となる。 
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ミナミマグロの生物学、資源状況、管理に関する報告書：2015年 
 

CCSBT拡大科学委員会（ESC）は、2014年、漁業指標をレビューするととも

にオペレーティング・モデルをアップデートし、資源状況に関する最新情報

を提供した。この報告書は、漁業に関する説明及び資源状況を更新し、漁業

及び漁獲量の情報を提供するものである。 
 
1. 生物学 
ミナミマグロ（Thunnus maccoyii）は南半球に生息し、主として南緯30°から

南緯50°の海域に見られるが、東太平洋では稀にしか見られない。知られてい

る唯一の産卵場はインド洋にあり、インドネシアのジャワ島の南東水域に位

置する。産卵は、ジャワ島の暖かい南部水域で、9月から翌年4月にかけて起

こり、若齢のSBTは、更に南のオーストラリア西岸沖に回遊する。夏の間 
（12月から翌年4月まで）は、これらの魚は、オーストラリア南部沿岸域の表

層近くに群れるが、冬場は温帯域の海洋のより深い深度にいる。再捕された

通常標識及び記録型標識の結果から、若いSBTがオーストラリア南部からイ

ンド洋中央付近の間を季節的に回遊していることが示された。SBTは、5歳に

達すると、沿岸の表層域で見られることはほとんどなくなり、分布域は太平

洋、インド洋及び大西洋の南極周海域に広がる。 
 
SBTは、体長が2m以上、体重が200kg以上に達することがある。耳石を使用し

た直接年齢査定で、体長が160cm以上の個体の多くが25歳以上であることが

示唆されており、耳石から得られている最高年齢は42歳である。回収された

標識及び耳石の解析から、資源の縮小に伴って成長率が1960年代と比べて

1980年代に増加していることが示される。SBTの成熟年齢及びサイズについ

ては、一部不確実な部分もあるが、入手可能なデータによれば、SBTの成熟

は、8歳（尾叉長155cm）より前には起こらず、15歳である可能性も示されて

いる。SBTでは、年齢別の自然死亡率が見られ、Mは若い魚で高く、年齢が

高くなると低くなり、老齢に近づくにつれて再び上昇する。 
 
SBTは、知られている産卵場が一つしかなく、異なる海域の個体間で形態学

上の差がないことから、単一系群として管理されている。 
 
2. 漁業の説明 
2014年末までに報告されているSBTの漁獲量は、図1～3のとおり。しかしな

がら、SBTデータの2006年のレビューは、過去10～20年において、大幅な

SBT漁獲量の過小報告及び表層漁業のバイアスがあった可能性を示唆してお

り、現時点においてもこの期間における実際のSBT総漁獲量のレベルに大き

な不確実性が存在している。歴史的に、SBT資源は50年以上にわたり利用さ

れてきており、漁獲量のピークは1961年の81,750トンであった（図1～3）。

1952年～2014年の期間、報告漁獲量の77.3%がはえ縄、22.7%が表層漁業の主

にまき網及びさお釣りで漁獲された（図1）。表層漁業による報告漁獲量は、

1982年にピークを迎えて50%に達し、1992年及び1993年に11-12%に減少し、

1996年以降は再び増加して平均で36%となっている （図1）。日本のはえ縄

漁業 （広範な年齢の魚を対象とする）の漁獲量は1961年に77,927トンを記録



 

してピークに達し、オーストラリアの表層漁業による若齢魚の漁獲量は1982
年がピークで21,501トンであった（図3）。ニュージーランド、漁業主体台湾、

インドネシアもまた、1970年代ないし1980年代からミナミマグロを利用して

きており、韓国も1991年から漁業を開始した。 
 
SBTは、平均すると、79.3%がインド洋、16.5%が太平洋、4.2%が大西洋で漁

獲されている（図2）。大西洋における報告漁獲量は、1968年以来18トンから

8,200トンまでと幅が大きく（図2）、平均すると過去20年間で年間839トンに

なる。このような漁獲量の変動は、はえ縄の努力量が大西洋とインド洋の間

でシフトしていることを反映している。大西洋の操業は、主に南アフリカの

南端沖で行われる（図4）。1968年以降に報告されているインド洋の漁獲量は、

45,000トンから8,000トンに減少しており、平均すると19,200トンになるが、

同期間に報告されている太平洋の漁獲量は、800トンから19,000トンで、平均

で5,200トンとなる（しかしながら、SBTのデータの解析は、これらの漁獲量

が過小推定になっている可能性を示唆している）。 
 
3. 資源状況の外観 
2014年の資源評価は、SBT の産卵親魚資源量が初期資源量と比べて極めて低

い水準にあり、最大持続生産量を維持できる水準を下回っていることを示唆

した。しかしながら、2011年の資源評価以降、いくらかの改善が見られてい

る。現在のTACは、2011年に採択された管理方式を用いて設定されており、

これは2035年までに暫定的な目標資源量まで70%の確率で資源を再建するよ

うに設計されている。 
 
2015年においては、限定的ながら様々な兆候が見られた。全体的な結果の総

括は以下のとおりである。 
• 2015年は、加入量に関する新たな情報が収集されなかった。2015年は、

航空目視調査、SAPUE及びひき縄調査の全てが中止された。2014年に

得られた加入量に関する指標の情報に変更はない。 
• 5－7歳魚に関する日本船団のはえ縄CPUE指数は、2000年代中頃に見ら

れた歴史的低水準の状況をよく上回っている。5歳魚の指数は、近年、

いくらかの低下傾向を示している。8－11歳魚のCPUE指数は、ここ4年
間は徐々に増加している。12歳以上の指数は、2008年から2011年にか

けて低下し、その後低水準のまま横ばいとなっている。日本と海域が

重複する勧告のCPUEは、日本のCPUEと傾向がよく一致している。 
• 産卵海域におけるインドネシアの漁獲物の体長及び年齢のモニタリン

グの結果、2012 年以降、体長はより小さく、年齢はより若い年級群に

大きくシフトしてきたことが示されている。会合に提出された情報に

よれば、通常、小型の年級群は産卵海域から離れた海域（統計海区 2
及び 8）で漁獲されたものであり、これらの魚はモニタリングシリー

ズからは除外すべきであることが示唆されている。このため、今年の

会合では、産卵海域指標に関するトレンドに変更は加えられなかっ

た。 
  

4. 現在の管理措置 



 

 
総漁獲可能量（TAC） 
みなみまぐろ資源の管理にかかる第一義的な保存措置はTACである。 
 
2011年の第18回年次会合において、CCSBTは、SBTの全世界の総漁獲可能量

（TAC）の設定の指針となる管理方式（MP ）を使用し、暫定的な資源の再

建目標である初期資源量の20%に相当するSBTの産卵親魚資源量の達成を確

保することに合意した。CCSBTは、MP に盛り込まれていない情報に基づい

て他の決定を下さない限り、2012 年及びそれ以降のTACをMPの結果に基づ

いて設定している。 
 
MPを採択するに当たり、CCSBTは、産卵親魚資源の短期的な再建確率を高め、

かつ産業界がより安定的なTACを得る（すなわち、将来におけるTAC減少の

確率を減らす）ための予防的措置を講じる必要性を強調した。採択されたMP
の下では、TACは3年に一度設定される。2012年から2014年のTACは以下のと

おり設定された。 
• 2012年：10,449トン 
• 2013年：10,949トン 
• 2014年：12,449トン 

 
二番目の3年間のTAC設定期間（2015-2017年）に関して、CCSBTは、各年

14,647トンとしてTACを設定している。 
 
2014年、2015年及び2016－2017年におけるCCSBTのメンバー及び協力的非加

盟国への現在の国別配分量の概要は以下のとおりである。さらに、メンバー

には、ある程度の柔軟性が与えられ、3年間の期間内で未漁獲分の限定的な繰

越しが可能となっている。 
 
現在のメンバーの国別配分量 
 
    2014 2015 2016-171 
  日本 3,403 4,847 4,737 
  オーストラリア 5,193 5,665 5,665 
  韓国 1,045 1,140 1,140 
  漁業主体台湾 1,045 1,140 1,140 
  ニュージーランド 918 1,000 1,000 
  インドネシア 750 750 750 
 
 
 
現在の協力的非加盟国の国別配分量 

                         
1 2016－2017年の国別配分量は、南アフリカの国別配分量が増加される期限までに同国がみなみまぐろ

保存条約に加盟することを前提としている。 



 

 
2014 2015 2016-17

 フィリピン 45 45 45
 南アフリカ 40 40 402

 欧州連合 10 10 10
 
監視、管理及び取締り 
 
CCSBTは、CCSBTの戦略計画をサポートするとともに、CCSBT、メンバー及

び協力的非加盟国の順守状況を向上させ、将来的にCCSBTの保存管理措置の

完全実施を達成していくための枠組みを提供する遵守計画を採択している。

また、順守計画は、優先順位の高い順守リスクに対応するための3年間の行動

計画を含んでいる。行動計画は、毎年レビューされ、確認またはアップデー

トされる。このため、行動計画は、継続的に重点項目が変更されていく「生

きた」文書である。 
 
また、CCSBTは、以下の三つの順守政策ガイドラインを採択している。 

• CCSBTの義務を遂行するための最低履行要件 
• 是正措置政策 
• MCS情報に関する収集及び共有 

 
さらに、CCSBTは、メンバーが負っているCCSBTの義務に対してその管理シ

ステムがどの程度うまく機能しているかにかかるメンバー自身による確認に

資するとともに、改善が必要な分野に関する勧告を提示するための独立レビ

ューを提供する品質保証レビュー（QAR）プログラムを導入している。さら

にQARは以下を意図している。 
• レビューを受けたメンバー国が、同国のモニタリング及び報告システ

ムにかかる完全性及び頑健性に関する信頼性を高めることによるメリ

ット 
• 個々のメンバー国の履行報告の品質にかかる全てのメンバー国間の信

頼の醸成 
• 責任ある地域漁業管理機関としてのCCSBTの信頼性及び国際的な評判

のさらなる証明 
 
CCSBTによって確立されている各MCS措置は以下のとおりである。 
 
漁獲証明制度 
CCSBT 漁獲証明制度（CDS）は、2010 年 1 月 1 日から施行され、200 年 6 月

1 日から運用されていた統計証明書計画（貿易情報スキーム）に代わるもの

となった。この CDS では、漁獲から国内又は輸出市場での最初の販売時点ま

での合法的な SBT 製品の流通の追跡及び確認を規定している。CDS の一環と

                         
2 南アフリカに対する国別配分量は、5月31日までに条約に加盟した場合に、当該年から150
トンに増加される。 



 

して、SBT の全ての転載、国産品の水揚げ、輸入及び再輸出について、適切

な CCSBT CDS の文書が添付されなければならず、それらは漁獲モニタリン

グ様式及び場合によっては再輸出/国産品水揚げ後の輸出様式を含む。同様に、

SBT の蓄養場への移送又は蓄養場間の移送については、蓄養活け込み様式又

は蓄養移送様式のどちらかを適宜作成することになる。さらに、転載、国産

品としての水揚げ、輸出、輸入又は再輸出される丸の状態の SBT については、

固有の番号のついた標識を装着しなければならず、また、全ての SBT の標識

番号は（その他の詳細とともに）、漁獲標識様式に記録される。発行及び受

領した全ての文書の写しは、電子データベースの作成、分析、食い違いの確

認、調整及び報告のため、四半期ごとに CCSBT 事務局に提出される。 
 
SBT 洋上転載のモニタリング 
CCSBT 転載モニタリング計画は 2009 年 4 月 1 日に発効し、2014 年 10 月に

は、港内転載のモニタリングに関する要件を含める形で改正された。これら

の改正は 2015 年 1 月 1 日から発効している。 
 
冷凍能力を有するまぐろはえ縄漁船（以下「LSTLV」という）からの洋上転

載に対しては、特に、LSTLV から洋上で SBT の転載物を受けとる運搬船が

そのための許可を得ていること、転載中は運搬船に CCSBT オブザーバーが

乗船することを求めている。CCSBT の転載計画は、同様の措置の重複を避け

るため、ICCAT 及び IOTC との調和及び協力のもとに実施されている。SBT
を受けとることが許可された転載船に ICCAT 又は IOTC のオブザーバーが乗

船している場合、CCSBT の規範に合致していることを条件に CCSBT オブザ

ーバーとして見なされる。 
 
港内転載は、指定された外国の港において許可運搬船（コンテナ船は除く）

によって実施されなければならず、特に、寄港国の当局への事前通知、旗国

への通知、及び CCSBT 転載申告書を寄港国、旗国及び CCSBT 事務局に対し

て送付することを求めている。 
 
許可船舶及び畜養場の記録 
CCSBT は以下の記録を設立している。 

• 許可 SBT 船舶 
• 許可 SBT 運搬船 
• 許可 SBT 畜養場 

 
CCSBT のメンバー及び協力的非加盟国は、これらの記録に掲載されていない

漁船、畜養場、又は運搬船によって漁獲又は転載された SBT の水揚げ又は貿

易などを認めないこととされている。 
 
SBT に関する違法、無報告、無規制漁業活動への関与が推測される船舶のリ

スト 
CCSBT は、みなみまぐろに関する違法、無報告、無規制漁業活動への関与が

推測される船舶のリストの設立に関する決議を採択している。 
 



 

毎年の年次会合において、CCSBT は、条約及び実施中の CCSBT 措置の有効

性を減殺するような SBT に関する漁業活動に関与した船舶を特定することと

されている。 
 
船舶管理システム 
CCSBT の船舶管理システム（VMS）は、2008 年 10 月 17 日の第 15 回委員会

年次会合の直後に発効した。CCSBT のメンバー及び協力的非加盟国は、SBT
を漁獲する船舶に、SBT 漁業が行われるそれぞれの条約水域に応じて IOTC、
WCPFC、CCAMLR 又は ICCAT の VMS の要件に適合する、衛星にリンクし

た VMS を採用及び導入しなければならない。これらの水域外で操業する場

合には、IOTC の VMS の要件に従わなければならない。 
 
 
5. 科学的助言 
2013年における2015-2017年に関するMP運用の結果及び2015年会合における

例外的状況のレビュー結果に基づき、ESCは、2016-2017年のTACに関する拡

大委員会の2013年の決定を変更する必要がないことを勧告した。2016-2017年
の各年の勧告TACは14,647.4トンとされた。 
 
6. 生物学的状態及びトレンド 
2014年の評価は、SBTの産卵親魚資源量が初期資源量のごく僅かな一部

（9％）になっており、最大持続生産を維持できる水準を大きく下回っている

ことを示している。しかしながら、2011年の資源評価以降いくらかの改善が

見られており、漁獲死亡率はMSYの水準を下回っている。現在のTACは、

2011年に採択された、2035年までに暫定的な目標資源量まで70％の確率で再

建する管理方式を用いて設定されている。 
 
利用率:  中程度 (FMSY を下回る) 
利用状況: 過剰利用 
豊度水準: 低水準 
 

2014年 ESCに基づくみなみまぐろの概要 
(全世界の資源) 

最大維持生産量       33,000トン (30,000-36,000) 
報告漁獲量 (2013)    11,726トン 
現在の置換生産量       44,600トン(35,500 – 53,600) 
現在 (2014)の産卵親魚資源量   83,000トン (75,000 – 96,000) 
現在の枯渇水準 (初期に対する現在)  

SSB      0.09 (0.08 – 0.12) 
B10+      0.07 (0.06 – 0. 09) 

SSBmsyに対する産卵親魚資源量(2014)   0.38 (0.26 – 0.70) 
Fmsyに対する漁獲死亡率(2013)         0.66 (0.39–1.00) 
現在の管理措置 メンバー及びCNMの漁獲枠の制

限は、2014年は12,449トン、

2015-2017年は14,647トン 



 
図 1：1952 年から 2014 年までの漁具別ミナミマグロ報告漁獲量。注：2006 年の SBT
蓄養及び市場データのレビューから、過去 10 年から 20 年の漁獲量が大幅に過小報

告であった可能性が示唆された。 
 
 

 

 
図 2：1952 年から 2014 年までの海洋別ミナミマグロ報告漁獲量。注：2006 年の SBT
畜養及び市場データのレビューから、過去 10 年から 20 年の漁獲量が大幅に過小報

告であった可能性が示唆された。 
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図 3：1952 年から 2014 年までの旗国別ミナミマグロ報告漁獲量。注：2006 年の SBT
畜養及び市場データのレビューから、過去 10 年から 20 年の漁獲量が大幅に過小報

告であった可能性が示唆された。 
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図 4：CCSBT メンバー及び協力的非加盟国による平均年間ミナミマグロ漁獲量（ト

ン） の地理的分布。1976-1985 年、1986-1995 年、1996-2005 年、2006-2014 年のそれ

ぞれの期間を海洋別に 5 度区画で示す。星印は繁殖場における大きな漁獲量を表

す。年間 の平均漁獲量が 0.25 トン未満であった区画は除外されている。注：この図

は過去の漁獲量の不調和の影響を受けている可能性がある。 
 
  



 
 

 
図 5：1952 年から 2014 年までの 「Fmsy （2-15 歳魚） に対する漁獲死亡」対「 Bmsy

に対する産卵親魚資源量（B）」の中央値の経時的軌線。漁獲死亡率は、資源量で重

み付けをした数値、相対的漁獲構成、及び各年における平均 SBT 重量に基づくもの

である。縦直及び横線は、オペレーティングモデルのグリットから得られた 25 から

75 パーセンタイルを示す。  
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別紙 9 
 

 
2016 年データ交換要件 

 
はじめに 
 
2016 年データ交換要件は、別添 A のとおり。この別添は、2016 年において提供され

るべきデータとともに、かかるデータ提供に関する日程及び責任者を示している。 
 
漁獲量、努力量及びサイズデータは、2015 年に提出したものと同一の書式で提出す

ること。メンバーがデータの書式を変更する場合は、新しい書式及び幾つかの試験

的データを事務局に 2016年 1月 31日までに提出するものとするが、これは必要なデ

ータロードのルーチンを確立するためである。 
 
別添 A に示した項目については、2015 年暦年全体のデータ及びデータに変更があっ

た年のデータを提出すること。過去のデータへの変更が、2014 年データの定期的更

新を上回るものである場合又はそれよりも過去のデータのマイナーな変更を上回る

ものである場合は、次回の ESC 会合で討議されるまで、これらの変更データは使用

されない（当該国について特段の合意がある場合を除く）。過去のデータを変更す

る場合（2014 年データの定期更新を除く）は、変更内容を詳細に説明した文書を添

付すること。 
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 別添 A 
 

提供データの 
タイプ1 データ提供者 

 
提出期限 

 
提供データの概要 

CCSBT データ
CD 
 

事務局 2016 年 1 月

31 日 
2015 年のデータ交換で提供されたデータ（漁獲

努力量、サイズ別漁獲量、引き伸ばし漁獲量及

び標識再捕）及び追加データをデータ CD に取

り入れるためのデータの更新。これには、以下

のものを含む。 
• 標識/再捕データ（事務局は、メンバーからの要請に

応じて 、2016 年における標識-再捕データの更新を提供す
る） 

• SAG9 で作成された修正シナリオ(S1L1)を用い

た推定未報告漁獲量の更新  
 

ニュージーラン

ド合弁事業の 
観測された航海

のサマリー 

ニュージーラ

ンド 
2016 年 4 月

23 日 
ニュージーランドから事務局に、ニュージーラ

ンド用船船団の漁船 ID 別の観測された航海のサ

マリーを提供する。 
 
事務局コメント： これらのデータは、事務局が
観測された漁獲量及び努力量のデータを NZ に
対して提供し、NZ が用船船団の操業ごとのデー
タを作成するために必要とされる。 
  

船団別総漁獲量 全てのメンバ

ー及び協力的

非加盟国 

2016 年 4 月

30 日 
船団別、漁具別の引き伸ばし総漁獲量（重量及

び尾数） 及び操業隻数。暦年及び割当年のデー

タを提出すること。 
 

遊漁漁獲量 遊漁による漁

獲がある全て

のメンバー及

び協力的非加

盟国 

2016 年 4 月

30 日 
データが利用可能な場合、遊漁で漁獲された

SBT の引き伸ばし総漁獲量 （体重及び尾数） 。
完全な時系列の遊漁の推定漁獲量の提供（過去

に提供されている場合は除く）。遊漁の推定漁

獲量に不確実性があれば、不確実性に関する説

明又は推定値を提供する。 
 

SBT 輸入統計 日本 2016 年 4 月

30 日 
国別、生鮮/冷凍、月別の日本への SBT の輸入

重量。輸入統計は、非加盟国の漁獲量を推定す

るために使用される。 
 

死亡枠(RMA  
及び SRP)の 
利用 

全ての 
メンバー 
（及び事務

局） 

2016 年 4 月

30 日 
2015 暦年に使用された死亡枠（キログラム） 。
RMA と SRP で区別すること。可能であれば、

更に月別、海区別で区別すること。 
 

                                                 
1 MP/OM 用 と記載されているものについては、当該データが管理方式及びオペレーティング・モデ

ルの両方に使用されていることを意味する。どちらか一つの項目が記載されている場合 （例：OM
用）には、当該データがその項目にのみ使用されることを意味する。 



3 
 

提供データの 
タイプ1 データ提供者 

 
提出期限 

 
提供データの概要 

漁獲量及び 
努力量 

全ての 
メンバー 
（及び事務

局） 

2016 年 4 月 23
日（ニュージ

ーランド）2 
 

2016 年 4 月 30
日（その他の

メンバー、南

アフリカ及び

事務局） 
 

2016 年 7 月 31
日（インドネ

シア） 

漁獲量（尾数及び重量）及び努力量は、操業ご

と又は集計データとして提出する（ニュージー

ランドについては、同国がファインスケールの

操業ごとのデータを提供し、それを事務局が集

計し回章する）。最大の集計レベルは、年、

月、船団、漁具別の 5 度区画（はえ縄）で、表

層漁業は 1 度区画とする。インドネシアは、操

業ごと又は試験的科学オブザーバー計画の集計

データのいずれかに基づく推定値を提供する。 
 
 

非保持漁獲量 全てのメンバ

ー 
2016 年 4 月 30
日（ほとんど

のメンバー） 
 

2016 年 7 月 31
日（インドネ

シア） 

下記の放流漁獲量に関するデータは、各漁業に

つき、年、月、5 度区画別に提供すること。 
• 放流されたとして報告された（又は観測され

た）SBT の尾数 
• 放流された SBT について報告がなかった船

及び時期を考慮した引き伸ばし放流漁獲量； 
• 引き伸ばした後の放流 SBT の推定サイズ組

成  
• 放流後の魚の状態及び/又は生存状況の詳細 
インドネシアは、操業ごとのデータ又は試験的

科学オブザーバー計画の集計データのいずれか

に基づく推定値を提供する。 
 

RTMP 漁獲量 
及び努力量デー

タ 

日本 2016 年 4 月

30 日 
RTMP の漁獲量及び努力量データは、標準のロ

グブックと同じ書式で提供すること。 
 

NZ 合弁事業の

1 度区画の 
漁獲量及び 
努力量データ 

事務局 2016 年 4 月

15 日 
 

ニュージーランドの集計漁獲量及び努力量につ

いて、5 度区画ではなく、1 度区画で提供する。

事務局は、これらのデータを作成し、日本が準

備する W0.5 及び W0.8 CPUE 指数用に、日本だけ

に提供する。他のメンバーが必要な解析を行う
ためにこのデータにアクセスしたい場合は、ニ
ュージーランドに対して承認を求めることがで
きる。 
 

NZ 合弁事業の

漁獲量及び努力

量（オブザーバ

ー乗船） 

事務局 2016 年 4 月

27 日 
NZ 合弁事業の漁獲量及び努力量データの要約

で、オブザーバーが乗船していた操業を特定し

たものをニュージーランドだけに提供する。 
 
事務局コメント：これらのデータは、NZ が同国
の合弁事業にかかる操業ごとのデータを日本に
提供するために要請されているものである。 
 

NZ 合弁事業の

操業ごとのデー

タ 

ニュージーラ

ンド 
 

2016 年 4 月

30 日 
2015 年における 5 及び 6 海区のニュージーラン

ド合弁事業の操業ごとのデータ。データは、オ

ブザーバーが乗船していた操業を特定するこ

と。このデータは、コア船の CPUE 指数作成の

ために、日本だけに提供する。 
 

                                                 
2 ニュージーランドの期日が他よりも早いのは、事務局が 4 月 30 日までにニュージーランドのファイ

ンスケールデータを処理し、他のメンバーに集計引き伸ばしデータを提供できるようにするためであ

る。 



4 
 

提供データの 
タイプ1 データ提供者 

 
提出期限 

 
提供データの概要 

豪州及び NZ の

引き伸ばし漁獲

量 

オーストラリ

ア、事務局 
2016 年 4 月

30 日 
 

集計した引き伸ばし漁獲量データは、漁獲量及

び努力量と同程度の解像度で提供すること。日

本及び台湾は、引き伸ばし漁獲量及び努力量を

提出するので、改めて提出する必要はない。ニ

ュージーランドも、事務局が同国のファインス

ケールデータから引き伸ばし漁獲データを作成

するので、提出する必要はない。 
NZ の漁獲量に

関する引き伸ば

し鈎針数データ 

事務局 2016 年 4 月

30 日 
ニュージーランドのファインスケールデータか

ら事務局により作成され、事務局から NZ だけ

に提供される、NZ の引き延ばし鈎針数データ 
オブザーバーか

ら得られた体長

組成データ 

ニュージーラ

ンド 
2016 年 4 月

30 日 
従来と同様のオブザーバーの生の体長組成デー

タ 

引き伸ばし体長

データ 
オーストラリ

ア、台湾、 
日本、ニュー

ジーランド、

韓国 

2016 年 4 月 30
日（オースト

ラリア、台

湾、日本、韓

国） 
 

2016 年 5 月 5
日（ニュージ

ーランド）3 

引き伸ばし体長データは、年、月、船団、漁具

別に、はえ縄は 5 度区画、その他の漁業は 1 度

区画で集計し、提出すること4。可能な限りの最

小サイズクラス（1 cm）で提出すること。必要

な情報を示した書式は、CCSBT-ESC/0609/08 の

別紙 C に示されている。 
 
韓国は、これらのデータの提出を 2016 年から開
始する予定である。これらのデータを作成する
ために用いられた手法については、かなり以前
に定められたものであること、及びより近年の
データソース（例えば CDS 標識データ）の方が
有益と考えられることから、全メンバーを対象
にこれをレビューする必要があるかも知れない
ことに留意されたい。 
 

生の体長組成デ

ータ 
南アフリカ 2016 年 4 月

30 日 
南アフリカのオブザーバー計画から得られる生

の体長組成データ 
 

RTMP 体長デー

タ 
日本 2016 年 4 月

30 日 
RTMP の体長データは、標準体長データと同じ

形式で提出すること。 
 

インドネシア 
はえ縄の SBT
年齢及びサイズ

組成 

オーストラリ

ア、インドネ

シア 

2016 年 4 月

30 日 
2014 年 7 月から 2015 年 6 月までの産卵期の年齢

及びサイズ組成の推定値（パーセント）が生成

されること。2014 暦年の体長組成及び 2014 暦

年の年齢組成も提出すること。 
 
インドネシアは、港におけるマグロ・モニタリ

ング・プログラムに基づく体長及び体重のサイ

ズ組成を提供する。オーストラリアは、現在の

データ交換プロトコルに従って年齢組成データ

を提供する。 
 

                                                 
3 ニュージーランドは、事務局が 4 月 30 日に提供することとされている引き伸ばし漁獲量を必要とす

るため、さらに 1 週間が与えられている。 
4 データは実行可能な限り、合意済みの CCSBT の代用原則を使って作成すること。引き伸ばし体長

データの作成に使用した手法を完全に文書化することが重要である。 



5 
 

提供データの 
タイプ1 データ提供者 

 
提出期限 

 
提供データの概要 

直接年齢査定 
データ 

全てのメンバ

ー 
2016 年 4 月

30 日 
耳石標本からの直接年齢推定値の更新（耳石の

再解読が必要だったものについては修正推定

値） 。少なくとも 2013 暦年のデータは、提出

すること（2003 年 ESC 報告書パラ 95 参照）。

メンバーは、可能な場合は更に最新のデータを

提供する。耳石情報の書式は、旗国、年、月、

漁具コード、緯度、経度、位置、位置解像度コ

ード5、統計海区、体長、 耳石 ID、推定年齢、

年齢解読性コード6、性別コード、コメントとな

っている。 
 

ひき縄調査指数 日本 2016 年 4 月

30 日 
2015/16 年漁期（2016 年に終了）における異な

るひき縄指数（ピストンライン指数及びグリッ

ド型ひき縄指数（GTI））の推定値。不確実性

にかかる推定値（例：CV）を含む。 
 

標識回収 
サマリーデータ 

事務局 2016 年 4 月

30 日 
月別、漁期ごとの標識放流数及び再捕数の更

新。 
 

年齢別漁獲量 
データ 

オーストラリ

ア、台湾、 
日本、事務局 

2016 年 5 月

14 日 
各国は、自国のはえ縄漁業について、船団、5
度区画、月別の年齢別漁獲量データ（サイズ別

漁獲量から得たもの） を提出すること。ニュー

ジーランド及び韓国の年齢別漁獲量について

は、事務局が CPUE 入力データ及び MP のため

の年齢別漁獲量で使用するルーチンを使って計

算する。 
 

旗国別、漁具別

全世界 SBT 
漁獲量 

事務局 2016 年 5 月

22 日 
近年の科学委員会報告書に示されているものに

準じた旗国別、漁区別の全世界 SBT 漁獲量。 

豪州表層漁業の

引き伸ばし年齢

別漁獲量 
OM 用 

オーストラリ

ア 
2016 年 5 月

24 日7 
過去と同じ書式で、 2014 年 7 月から 2015 年 6
月までのデータを提出すること。 

インドネシア産

卵場漁業の引き

伸ばし年齢別漁

獲量 
OM 用 

事務局 2016 年 5 月

24 日 
CCSBT データ CD と同じ書式で、2014 年 7 月か

ら 2015 年 6 月までのデータを提供すること。 
 

1952 年から

2015 年までの

各年の各漁業及

びサブ漁業の総

漁獲量 
MP/OM 用 

事務局 
 

2016 年 5 月

31 日 
事務局は、上記の様々なデータセット及び合意

済みの計算手法を用いて、管理方式及びオペレ

ーティング・モデルの両方に必要な各漁業の総

漁獲量及びサブ漁業の総漁獲量を算出する。 

                                                 
5 M1=1 分、D1=1 度、D5=5 度 
6 耳石切片の解読性及び信頼性のスケール(0-5) の定義は、CCSBT 年齢査定マニュアルのとおり。 
7 6 月 1 日よりも 1 週間早い期日としているのは、事務局が 6 月 1 日に提供する予定のデータセットに

これらのデータを取り入れる時間を十分に確保するためである。 



6 
 

提供データの 
タイプ1 データ提供者 

 
提出期限 

 
提供データの概要 

体長別漁獲量 
（2cm間隔） 
及び年齢別漁獲

量の比率 
OM 用 

事務局 2016 年 5 月

31 日 
事務局は、上記の様々な体長別及び年齢別漁獲

量のデータセットを用いて、オペレーティン

グ・モデルに必要な体長と年齢の比率を算出す

る （LL1、LL2、LL3、LL4 – 日本、インドネシ

ア、表層漁業で分ける）。さらに事務局は、体

長別漁獲量をサブ漁業 （例：LL1 内の異なる漁

業）ごとに提出する。 

全世界 
年齢別漁獲量 

事務局 2016 年 5 月

31 日 
MPWS4 報告書別紙 7 に示されているとおりに、

2015 年の年齢別総漁獲量を算出する。日本の 1
及び 2 海区 （LL4 及び LL3）の年齢別漁獲量

は、例外的に、オペレーティング・モデルの入

力データとの照合を良くするために、暦年ベー

スではなく漁期ベースで算出する。 
 

CPUE 
入力データ 

事務局 2016 年 5 月

31 日 
CPUE 解析に使用するための、年、月、5 度区画

別の漁獲量 （比例的年齢査定を使った 0 歳から

20 歳＋までの各年齢群の尾数）及び努力量（セ

ット数、鈎針数）のデータ8。 
 

CPUE モニタリ

ング及び品質保

証シリーズ 
 

オーストラリ

ア/日本 
2016 年 6 月

15 日（可能

であれば早

めに）9 

下記の 8 つの CPUE シリーズで提出すること。 
• ノミナル（豪州） 
• B-Ratio proxy (W0.5) 10（日本） 
• Geostat proxy (W0.8)10（日本） 
• GAM （豪州） 
• 操業ごとのベースモデル（日本） 
• 削減ベースモデル（日本） 
• 韓国の標準化 CPUE 
• 台湾の標準化 CPUE 

コア船舶 CPUE
シリーズ 
OM/MP 用 

日本 2016 年 6 月

15 日（可能

であれば早

めに） 

w0.5 及び w0.8 の両方のコア船舶 CPUE シリー

ズを提出する。OM 及び MP では、これらのシ

リーズの平均値を用いる。 

航空調査指数 事務局 2016 年 7 月

31 日 
（この期日

の 4 週間前

に提出する

最大限の努

力をする） 

航空調査が実施された場合、不確実性の推定値

（例：CV）を含む 2015/16 年漁期の航空調査指

数の推定値。事務局は、航空目視調査の実施及

び指数の算定を担う CSIRO と契約する。 
 
 

商業目視指数 オーストラリ

ア 
2016 年 7 月

31 日 
この指数を生成するための適切なデータが収集

された場合、不確実性の推定値（例：CV）を含

む 2015/16 年漁期の商業目視指数の推定値。 
 

 
                                                 
8 4 月から 9 月までの SBT 統計海区 4-9 における日本、オーストラリア合弁事業、ニュージーランド

合弁事業の各船団のデータに限定。 
9 複雑な問題がなければ、CPUE 入力データが提供されてから 2 週間以内に CPUE シリーズを計算す

ることが可能。したがって複雑な問題がない場合は、メンバーは 6 月 15 日以前に CPUE シリーズを

提供する努力をすること 
10 このシリーズは、西田及び辻（1998 年）の標準化モデルに基づく、全船舶データを使用するシリ

ーズである。 



別紙 10 

2014 年 CCSBT パフォーマンス・レビューによる関連勧告に対する ESC の勧告 

勧告の出典1 
 

オリジナルの勧告 2014 年パフォーマンス・レビュー勧告 ESC 勧告 

1. 保存及び管理  

海洋生物資源の資源状態  

SA-2008-1 ESC の最善の努力を支

持し、過去の漁獲量と

単位努力当たり漁獲量

シリーズを作成し直す

べきだが、今後の漁獲

量及び努力量の報告と

確認の精度を高めるこ

とを最優先とする。 

PR-2014-1: オリジナルの勧告は現在も有効で

あり、同じ方向性でその努力が継続されるべ

きである。 
 
PR-2014-2: データ検証プロセスの遵守及び有

効性は常に確認されるべきである。 

完了。委員会において継続中のプロセスあ

り。 

PR-2008-1 過去の過小報告に対し

ても頑健な資源評価手

法を開発する。 

PR-2014-3: CCSBTのESCは、時々（例えば5
－6年ごと）、例えば過去の予測とその後の

実際を比較するレトロスペクティブ分析を通

じて、評価の頑健性に関する評価を実施すべ

きである。 

優先度：低。MPアプローチにより大部分は

カバー済み。 

                                                            
1 「SA-2008」は CCSBT による 2008 年のパフォーマンス自己評価による勧告、「PR-2008」は自己評価に対する独立レビュー（ボルトン米国大使により実施）による勧告、

「PR-2014」は 2014 年の CCSBT のパフォーマンスにかかる独立レビューによる勧告のことをいう。 



PR-2008-2 予防的アプローチを採

用し、不確実性が高ま

った場合にはTACを低

減させる。 

PR-2014-4:現在の形態の勧告は、MP / メタル

ールの適切な「連携」機能でもって満たされ

るものと考えられる（SBTの資源再建戦略に

関するPR-2008-3を参照されたい）。 
 
PR-2014-5:将来的に、CCSBTは気候変動に対

するMPの頑健性試験を実施 してはどうか。

また、 MPで試験を行ったバリエーション以

上に例外的に加入が良かった場合、そのすべ

ての機会において漁獲量の増加よりも資源再

建に優先順位を置くべきである。 

完了。継続的なMP/メタルールの適用を想

定。 
 
優先度：低。既存の頑健性試験は本勧告につ

いても幅広くカバーしている。 

PR-2008-3: 将来の科学評価の指針

となる UNFSA の要件に

合致した管理目標と再

建戦略を決定する。資

源の再建を促すレベル

に TAC を設定する。 

PR-2014-6:漁業に対する予防的アプローチに

従って、資源の再建軌道を増進（加速化）す

るためのあらゆる努力を行うべきである

（PR-2008-2 参照）。産卵親魚及び加入をサ

ポートするとともに、漁業及び気候変動に対

する回復力を改善するための追加措置（例え

ば保護区）を特定するため、特別な努力を行

うべきである。 

勧告の前段については EC の管轄範囲であ

る。 
 
優先度：低。既存の運用環境における制約の

中で既に努力が行われている。 

SA-2008-2 拡大科学委員会が確認

し、優先順位をつけた

CCSBT 科学調査計画

（SC12 報告書別紙 9）
を実行するため最大限

の努力を投じる。 

PR-2014-7: CCSBT は、マグロを取り巻く生

態系、SBT、ERS、その生産性、分布及び回

復力に関する気候変動の影響を事前に評価す

るための（生態系保全を所管する RFMO 及

び研究機関間における）協調的プログラムの

実現可能性について検討できよう。この作業

の成果は、MP プロセスのメタルールに対し

てより良く情報を提供するためにモニタリン

グすることが有益と考えられる海洋パラメー

タを示唆する可能性がある。 

優先度：低。 



データ収集及び共有  

SA-2008-5 CCSBT メンバー及び

RFMO 間でのデータ収

集及び共有のための戦

略を策定する。 
 

PR-2014-10: 上記を踏まえれば、オリジナル

の SA 勧告は完了したものと考えられる。し

かしながら、 PR は、例えば遊漁及び沿岸零

細漁業における SBT 漁獲量への対応等、提

起される必要があると思われるより具体的な

勧告の下で、これを見出しとして維持してい

くことを提案する。 

継続中。 

SA-2008-6 科学的プロセスにおい

て必要な情報を確保で

きるよう、メンバー

（及び協力的非加盟

国）が提供するデータ

の詳細や種類について

明確な基準を設定する

こと。 

PR-2014-11: 科学的助言における評価及び予

測の解像度及び正確性を改善するため、（オ

ブザーバー及び漁業操業データに関する）デ

ータの機密性要件を解決するさらなる努力が

必要である。 

商業上の機密にかかる懸念について拡大委員

会が対処する必要があることは認識しつつ

も、データセット及び操業データへのアクセ

スは、ESC の作業をかなり促進するものと

考えられる。 

SA-2008-8 今後、CCSBT 内では、

商業上の機密という理

由でデータへのアクセ

スが制限されるべきで

はない。データ提供に

関する国内の規制が 
CCSBT の保存管理努力

を損なわないよう、メ

ンバーは最善を尽くす

こと。メンバー及び協

力的非加盟国が、

CCSBT 内の機密性保持

協定及び規定を完全に

遵守すること。 

PR-2014-13: 機密性の問題が科学的な評価努

力の質を阻害している限り、CCSBT は、適

切な予防手段とともに、この目的のための

「機密」データへのアクセス性を改善するた

めの努力を継続すべきである。データの機密

性に関するルールにはタイムリミットが設け

られるべきであり、データの広範な利用に伴

うリスクを十分に低減する、又は排除するの

に十分な期間を経た後、すべてではないにせ

よ、データの大部分は一般エリアに掲載され

るべきである。 

EC が対処すべき事項である。 



SAWG-2010 
（（Kobe II の）

科学的助言作業部

会） 

データ収集及び共有に

関する幅広な勧告 
PR-2014-14: SAWG 勧告を慎重に精査し、デ

ータ収集及び共有戦略の中に統合するよう勧

告する。 

継続中。 

科学的助言の質及び提供  

SA-2008-9 SBT に投入される科学

的な努力と ERS に関す

る科学的な努力の間で

より良いバランスを実

現する 

PR-2014-15:上記の勧告は重要なものであ

り、調査だけでなく管理上も長期にわたって

大きく影響するものである。しかしながら、

バランスにかかるコンセプトの主観性及び予

算に影響を与える可能性から、これを「頭飾

り」として用いることとし、より注意を払う

べき特定の種／海域に関するより具体的な勧

告によって補完されるべきである。 

継続中。ERSWG における進捗を通じてサポ

ートが留意された。 

SA-2008-11 SBT の資源状況を評価

するために将来の情報

に焦点を当てる必要が

あることを踏まえ、科

学プロセスをサポート

するための独立専門家

の人数及び技能を見直

すべきである。 

PR-2014-17:科学的スキルに関する実際上の

ギャップを評価するとともに、採用（独立パ

ネルに関する新たな／補完的なプロファイル

を含む）及びパートナー国のキャパシティ・

ビルディングを通じたギャップ解消を促進す

る。 

継続中。独立専門家に関しては優先度：高。 

Kobe III-1: 
管理戦略評価

（MSE）  

PA の実施を促進するた

め、管理戦略評価

（MSE）に関する合同

技術 WG に貢献する。

（Kobe III p.4 and Annex 
3 § 1.3） 

PR-2014-19: CCSBT は、MSE 能力の開発と

実施のためのまぐろ類 RFMO の努力への貢

献を継続すべきである。現在合同 WG が存在

しているが、将来的にはより具体的な勧告が

より有益であろう。 

継続中。 



SAWG-2010 - 自然死亡及び成長及び

回遊パターン並びにマ

グロの行動及び脆弱性

を推定するための定常

的な大規模標識計画

（アーカイバルタグを

含む） 

PR-2014-20: 現在、大規模標識計画は実施さ

れていないようであり、このことは、上述の

勧告は満たされていないことを意味してい

る。ESC により、明確な根拠をもってこれが

維持されるか、又は公式に否定すべきであ

る。 

優先度：低。焦点は、加入量の絶対的な推定

値に関わる遺伝子標識放流にある。 

SAWG-2010 - 空間的管理措置を実証

するための資源評価の

空間的側面に関する研

究 

PR-2014-21: 管理及び保存における最重要課

題として、SBT 資源及びこれを漁獲する船団

の空間構造及び移動に関する情報を得るため

の努力が継続されるべきである。 
 
PR-2014-22: より現実的な予測を得るため

に、現在の戦術的な枠組み（利用可能な知見

並びに差別化されていない TAC の推定値を

導く必要性から課されているもの）に加え

て、5-10 年ごと、場合によっては MP の 6 年

ごとのパフォーマンス評価と合わせて使用し

得る評価の戦略的レイヤーとしての空間的、

生態系ベースの枠組みが開発できよう。 

追加的な作業に関する優先度は低いものの、

一部の作業は既に開始されている。 
 
資源構造を示す新たな根拠が利用可能になら

ない限り、優先度は低い。 
 
 

SAWG-2010 - マグロ資源の生物学的

特徴及び環境をより良

く統合するための高解

像度の空間的生態系モ

デルの利用 
- 資源評価に関する最低

基準のリストに合意す

る 

PR-2014-23: この勧告は、様々な活動にわた

って実施されているようである。資源評価の

最低基準に関する公式文書が合意され公表さ

れるまでの間はこれは維持されるべきであろ

う。 

将来の作業に関する優先度は低い。 



SAWG-2010 - 発展途上のメンバー国

における調査能力の開

発 

PR-2014-24: このテーマは、将来の CCSBT
の意志決定にかかる進捗及び正当性において

重要なものであり、継続的勧告とされるべき

である。CCSBT の直接的な役割（予算措置

及び訓練を行う能力）は限定的であるが、必

要性の特定、支援の促進及び義務の達成に直

接関連するキャパシティ・ビルディングのモ

ニタリングを補助することはできよう。 

継続中。優先度：高。 

保存管理措置の採択  

Kobe-1: 
生態学的関連種 

SBT 漁業における非対

象種及び生態系への有

害な影響を最小化する

ための保存管理措置を

強化するとともに、入

手可能な最良の科学的

根拠に基づき長期的な

持続可能性を確保す

る。特に、 
サメ類、海鳥類、海亀

類及び海棲ほ乳類

（KIII.5.b.f）にかかる漁

業の影響の最小化に関

する注目を高める

（KI.I.10、KI.I.11）。サ

メ類を評価し、管理す

る（KI.I.11、KII.1f、
KIII.5.b.d）。 
投棄データを収集する

ための乗船オブザーバ

ーの活用を求める

（KIII.5.b.a）。 

PR-2014-31: SBT 及び ERS それぞれのデータ

（及びこれに続く評価）の正確性に影響する

オブザーバーの作業時間の利用には明らかな

トレードオフの関係がある。オブザーバーに

よって最終的に収集される詳細なデータは不

明であるが、ERS の状態にかかる最小限の評

価（又は協調的枠組みにおけるこうした評価

への貢献）には、おそらく ERS データがも

っと収集される必要がある。ビデオカメラの

利用は、オブザーバーの支援に有益と考えら

れる。 

ERSWG に付託。 

管理措置の相互性  



SA-2008-18 CCSBT の漁獲制限と国

別割当については、公

海水域及び各国の管轄

水域の間で相互性があ

る。CCSBT は、今後も

措置の相互性を確保し

ていく必要がある。 

PR-2014-40: 資源再建には産卵及び加入が最

も重要であることから、インドネシア海域に

おいて、その他の管理戦略と公平かつ相互的

な時空間的規制を策定するためのさらなる努

力がなされるべきである。 

優先度：低。2014-6 年に関するコメントを参

照。 

2. 遵守及び執行  

監視、管理及び取締り（MCS）  

SA-2008-23 2007 年の Kobe 会合で、

ROP 基準へのコミット

メントが得られてお

り、CCSBT は CCAMLR 
や IOTC といった、すで

にオブザーバー計画が

ある他の RFMO に合致

したオブザーバー計画

を実施すべきである。 

PR-2014-44: CCSBT は、同委員会の科学オブ

ザーバー計画規範を強化するとともに、ERS
オブザーバーデータに関して他の RFMO の

規範との調和を確保するための努力を加速化

させるべきである。また、CCSBT は、

WCPFC と IATTC が行っているように、

WCPFC との間でオブザーバーの相互許可又

は相互承認を可能とする関係の構築を通じる

などして、ROP の策定を真剣に検討すべきで

ある。 

完了。新たなオブザーバー規範が ESC によ

って承認された。 
 
ROP に関しては、CC/EC によって既に真剣

に検討されている。本勧告については

CC/EC に付託する。 



3. 国際協力  

他の RFMO との協力  

SA-2008-29 
PR-2008 

- CCSBT が他の 
RFMO、特にまぐろ類 
RFMO とより緊密に作

業を行い、措置を調和

させていく機会は多く

存在し、このことは 
CCSBT の優先事項とな

るべきである。 
- CCSBT はすべてのま

ぐろ類 RFMO に影響す

る課題の 1 つとして 
IUU 漁業活動に対抗す

る措置を加えるべきで

あり、また CCSBT がイ

ンド洋まぐろ類委員会

及び中西部太平洋まぐ

ろ類委員会(WCPFC)と
地理的に重複すること

を勘案し、転載の監視

及び規制についても課

題に含めるべきであろ

う。 

PR-2014-56: G 関連する RFMO の多数の措置

との「調和」（及び直接利用）に関する他の

RFMO とのさまざまな協力関係における

CCSBT の信頼性を前提として、Kobe プロセ

ス及びその 2010 年会合において呼びかけら

れた作業が特に関連している。CCSBT は、

Kobe 勧告の実施に向けてより緊密に作業を

行うため、関連する RFMO との間の議論を

再活性化する機会を真剣にとらえるべきであ

る。主要な協力分野は以下のとおりである：

データ及び情報のより体系的な交換（相互運

用が可能なデータベース）；さらなる措置の

調和；さらなる合同科学ワークショップの開

催；遵守関連作業（特に IUU 漁業への対抗

及び ERS の保存管理）の協力の強化；大規

模標識放流計画；生態系アプローチの導入；

大規模な生態系ベースのモデリング；管理戦

略評価；MCS システムの調和；遵守状況の

評価（データ報告、違反等）に関する共通フ

ォーマット；キャパシティ・ビルディング

（例えば訓練コース）；IUCN、CITES、
CBD 及び UNGA における共通のポジション

の確立。 

継続中。ケースバイケース（例えば未考慮死

亡量の推定値に関するデータ交換）により優

先度：高。 

 



別紙 11 
 
 

CCSBT の科学的プロセスに対する諮問パネルの 
手続き上のアレンジメント及び付託事項 

 
 
手続き上のアレンジメント 
 
1. 委員会は、2-3 年の間、全ての技術作業部会及び科学委員会会合に最低 3

名の外部科学者が参加するよう、4-5 名の外部科学者のグループ（諮問パ

ネル）を任命する。 
 
2. 委員会は、これらの付託事項を 3 年後に見直す。 
 
付託事項 
 

• 全ての技術作業部会、SC 及び委員会が適当と考えて要請する管理方式

ワークショップのようなその他の科学的会合に参加すること 
 

• コンセンサスを促進するために、締約国の見解を統合することを支援

すること 
 

• 締約国の見解を技術作業部会/SC の報告書に盛り込むとともに、資源

評価、その他の事項に関する諮問パネル自身の見解を報告書の形で SC
及び CCSBT に提供すること 

 



諮問パネルの選定基準 
 
 
諮問パネルのメンバーに選任される者は： 
 
1. 締約国が資格のある個人として選出することについてコンセンサスに達

した場合を除き、締約国の国民あるいは永住者、又は、2010 年 12 月 31
日以降に締約国のために働いたことがある者であってはならない。 

 
2. 資源評価について卓越した技術的な能力を有していなければならない。 
 
3. 国際的なレベルでの資源評価及び漁業管理に関係した科学者としての、

十分な作業経験を有していなければならない。 
 
4. 大型浮魚資源についての作業経験を有していることが望ましい。 
 
5. 国際的な漁業委員会において使用されている資源評価の手続き、漁獲戦

略及び管理方式の開発及び運用、科学的手続きに精通していることが望

ましい。 
 
6.  CPUE のモデリング及び解析に関する専門家としての技術及び経験を有し

ていることが望ましい。 
 
過去において CCSBT と契約関係があった外部科学者は、上記の資格を満たす

場合には諮問パネルの選考の対象となることができる。 
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